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１－１ 長崎県における主な被害地震  

長崎県における主な被害地震 

西   暦 地域名 地震規模(M) 被害中心地 被害の概要 

1657.1.3 長崎  長崎 家屋一部損壊 

1700.4.15 壱岐・対馬 7.0 壱岐・対馬 石垣・墓石・家屋倒壊 

1707.10.28  8.6 長崎・平戸 長崎で蔵に浸水 

1725.11.8-9 肥前・長崎 6.0 平戸・長崎 諸所破損多し 

1730.3.12 対馬  対馬 諸所破損多し 

1791.12.5 雲仙岳  小浜 家屋倒壊・死者2人 

1792.4.21-22 
雲仙岳 

（三月朔地震） 
 

島原・小浜・ 

森山 
石垣崩壊・地割れ・家屋損壊

1792.4.25 雲仙岳  森山 石垣崩壊・地割れ・家屋損壊

1792.5.21 
雲仙岳 

（島原大変） 
6.4 島原 

石垣崩壊･眉山大崩壊･ 

大津波･死者1.5万人 

1808.8.2   五島 石垣・石塔崩壊 

1828.5.26 長崎 6.0 
天草・長崎・ 

五島 

出島周辺崩壊数箇所 

石仏転倒 

1866.5.14   千々石 各所の損壊 

1915.7.20-21 喜々津地震群  
喜々津村 

井樋の尾岳 
石垣一部崩壊 

1922.12.8 
千々石湾 

（島原地震） 

6.9 

（01時 49 分） 
北有馬 

家屋倒壊・死者23人 

煙突倒壊、水道管破裂 

6.5 

（11時 02 分） 
小浜 家屋倒壊・死者3人 

1951.2.15 島原半島地方 5.3 千々石 地割れ 

1984.8.6 島原半島地方 

5.7 

（17時 30 分） 
小浜・千々石 家屋一部損壊･石垣墓石倒壊 

5.0 

（17時 38 分） 

2005.3.20 福岡県西方沖 7.0 壱岐 
負傷者2人、住宅全壊1棟、 

住家一部破損16棟ほか 

2016.4.14 熊本県熊本地方 
6.5 

(21時26分) 

南島原・島原・雲仙

・諫早 

中心地は熊本地方 

島原市（震度4） 

2016.4.16 熊本県熊本地方 7.3(01時25分) 
南島原・島原・雲仙

・諫早 

中心地は熊本地方 

島原市（震度５弱） 

（資料：「新編日本被害地震総覧」（宇佐美龍夫、1996 年）及び気象庁資料） 
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１－２ 雲仙岳火山活動（平成 2年 11 月～平成 8年 7月）  

 

雲仙岳火山活動（平成 2年 11 月～平成 8年 7月） 

年月日 火山活動等の状況 

平成2.11.17 
九十九島火口、地獄跡火口から噴火、島原市災害対策本部設置（12月15日警戒本部に

切替） 

平成3.1.15 震度3を含む群発地震が発生 

平成3.2.12 屏風岩火口から大量の火山灰を伴って噴火 

平成3.3.29 九十九島、地獄跡、屏風岩の三火口から同時に噴火、以降噴火の間隔が短くなる 

平成3.5.15 

水無川で土石流発生 島原市災害対策本部設置、北上木場・南上木場町の全部、

白谷町・天神元町・札の元町各一部に避難勧告の発令（95世帯、416人）、その後、

避難勧告解除、島原市災害対策本部を警戒本部に体制を移行 

平成3.5.18 島原市災害対策本部設置 

平成3.5.19 
避難勧告の発令（水無川流域10町内780世帯、3,043人）、 

連続雨量57㎜、土石流発生 

平成3.5.20 
地獄跡火口に溶岩塊（溶岩ドーム）出現（直径40～50ｍ、高さ30ｍ）、避難勧告

の解除 

平成3.5.21 避難勧告の発令（5町内252世帯、1,094人）、その後避難勧告の解除 

平成3.5.24 
地獄跡火口東側斜面から溶岩塊が標高700ｍ地点まで落下、火砕流が発生、避難勧告の

発令（10町内780世帯、3,043人） 

平成3.5.25 避難勧告の解除 

平成3.5.26 

頻繁に火砕流が発生し、先端は北上木場の人家付近まで到達（負傷者1名）、避難

勧告の発令（北上木場・南上木場・白谷町・天神元町・札の元町の5町内252世帯、1,

949人）、その後に範囲拡大に伴う避難勧告の発令（北安徳町・鎌田町・中安徳町・

南安徳町・浜の町の5町内780世帯、3,043人） 

平成3.5.27 一部の避難勧告を解除 

平成3.5.29 島原市・深江町に災害救助法適用 

平成3.6.1 避難勧告の解除 

平成3.6.3 

大規模火砕流が発生し、先端は筒野バス停付近まで到達（死者及び行方不明者43名、

負傷者9名、建物損壊179戸）、知事に陸上自衛隊第16普通科連隊に対する災害派遣を要

請 

平成3.6.7 

警戒区域の設定（南上木場・北上木場・白谷町・天神元町・札の元町の国道57号

から以西、門内町・大下町・仁田町のそれぞれ一部：356世帯、1,515人：6月27日ま

で） 

平成3.6.8 

大規模火砕流が発生し、先端は札の元橋付近まで到達（建物損壊207戸）警戒区域

の追加設定（門内町・大下町・仁田町のそれぞれ残り全部、梅園町・北安徳町・鎌

田町・中安徳町・浜の町のそれぞれ全部、南崩山町・船泊町・秩父が浦町のそれぞ

れ一部：6月27日まで） 

平成3.6.11 
噴火による噴石のため被害発生、島原市北部で火山礫（火口北東3㎞中心、最大7

㎞） 

平成3.6.12 島原市内で火山礫を確認（建物一部損壊11戸） 
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年月日 火山活動等の状況 

平成3.6.30 

土石流と思われる震動波形を観測、湯江川・赤松谷川・土黒川のワイヤーセ

ンサーが切断、水無川の土石流は北安徳町、鎌田町を通過して海岸まで流下（建

物損壊151戸、国道251号は7月6日まで通行不可） 

平成4.1. 7 第5ドームが普賢岳山頂（1,359ｍ）を超えたことが観測（1,370ｍ） 

平成4.1.15 水無川流域で土石流が発生し、国道251号、島原鉄道が被災 

平成4.3.1 水無川の土石流は有明海の海岸近くまで達し、国道251号、島原鉄道が被災 

平成4.3.15 水無川で土石流発生 

平成4.3.24 1日586回の火山性地震観測 

平成4.6.23 水無川で土石流発生、国道251号緊急連絡橋へ初めて切替 

平成4.6.24～25 熱風が中ノ間川上流の沢（岩床の沢）に入り始め、警戒区域追加設定 

平成4.8.8、 

12～13、15 水無川で土石流発生、大規模火砕流発生 

平成4.9.11 1日632回の火山性地震観測 

平成5.4.28～5.2 水無川・中尾川で土石流発生、過去最大の被害発生 

平成5.5.21 中尾川方向へ規模の大きな火砕流流下 

平成5.5.24 島原市において約1年8ヶ月ぶり警戒区域拡大 

平成5.6.12～19 水無川・中尾川で土石流発生、被害拡大 

平成5.6.21 水無川方向2.4合目までの規模の大きな火砕流発生 

平成5.6.22～23 水無川で土石流発生、被害拡大 

平成5.6.23 
中尾川方向に約4㎞流下し､先端は県道愛野島原線に達する大規模火砕流発生

（人的被害（死者1名）、物的被害（住家損壊71戸、非住家損壊76戸、合計147戸）） 

平成5.6.26 水無川方向へ規模の大きな火砕流流下 

平成5.7.4 中尾川で土石流発生 

平成5.7.19 水無川方向へ規模の大きな火砕流流下 

平成5.8.19～20 

眉山六渓からの土石流が市道高島丁椿原線を流れ下り、萩が丘・萩原・青葉

町一帯に多大な被害が発生（物的被害（住家損壊176戸、非住家損壊58戸、合計

234戸）） 

平成6.2.6 湯江川方向へ火砕流発生 

平成6.8.25 火砕流発生回数最多68回/日 

平成8.2.10 火砕流1年ぶりに発生 

平成8.5.20 溶岩ドームを平成新山と命名 

平成8.6.3 島原市災害対策本部を島原市災害警戒本部に体制移行 

平成8.7.31 島原市災害警戒本部を解散し、通常体制へ体制移行 

（資料：島原市資料、「島原半島要覧」長崎県） 
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1－３ 島原市の火災発生状況  

年 次 地 区 名  

出火件数 

爆発 

焼損面積 

合計 建物 林野 車両 その他 
建物 林野 

（ｍ2） （a） 

令和 元年 
島原市（有明町を除く） 4 3   1 0 324 0 

有明町 7 2 2  3 0 353 3 

令和 ２年 
島原市（有明町を除く） 8 5  1 2 0 50 0 

有明町 3 1   2 0 162 0 

令和 ３年 
島原市（有明町を除く） 6 3  1 2 0 48 0 

有明町 7 5   2 0 370 0 

令和 ４年 
島原市（有明町を除く） 6 1   5 0 186 0 

有明町 8 6   2 0 757 0 

令和 ５年 
島原市（有明町を除く） 8 6 2   0 654 2 

有明町 5 2 1  2 0 247 0 

令和 ６年 
島原市（有明町を除く） 6 3  1 2 0 538 0 

有明町 7 3  1 3  1259 0 

令和 ７年 
島原市（有明町を除く） 11 10     1 0 10,457 0 

有明町 5 3     2 0 29 0 

（資料：島原地域広域市町村圏組合消防本部）
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１－４ 重要水防箇所（河川・海岸） 

 

（1）重要水防箇所【県知事管理区間】（河川） 

 
管 内  

区分 
島 原 

河
川
法
上
の
河
川 

一級河川（直轄） 
箇所数 0 

延長(m) 0 

一級河川（県管理） 
箇所数 8 

延長(m) 36,792 

二級河川 
箇所数 57 

延長(m) 270,984 

準用河川 
箇所数  7 

延長(m) 26,000 

小計 
箇所数 72 

延長(m) 333,776 

河川法の適用を受けない河川 
箇所数 21 

延長(m) 44,817 

総計 
箇所数 93 

延長(m) 378,593 

（長崎県地域防災計画 基本計画編 令和６年１１月修正による） 

 

 

（2）重要水防箇所【県知事管理区間】（海岸）      

 
管 内  

区分 
島  原 

海
岸
保
全
区
域 

国土交通省河川局所管 
箇所数 29 

延長(m) 30,736 

国土交通省港湾局所管 
箇所数 15 

延長(m) 18,663 

水産庁所管 
箇所数 7 

延長(m) 5,169 

農村振興局所管 
箇所数 6 

延長(m) 8,055 

小計 
箇所数 57 

延長(m) 62,623 

海岸保全区域以外の海岸 
箇所数 0 

延長(m) 0 

総計 
箇所数 57 

延長(m) 62,623 

（長崎県地域防災計画 基本計画編 令和６年１１月修正による）     
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１－５ 災害発生危険区域 

 

（1）災害発生危険区域総括表（管理区分別） 

（長崎県島原振興局 令和５年度島原半島の災害危険区域による） 

 

 

 

（2）災害発生危険区域総括表（危険度別） 

 

 

「危険度」欄の区分  Ａ＝災害発生の可能性が極めて高い  Ｂ＝災害発生の可能性が高い 

           Ｃ＝災害発生の可能性がある 

（長崎県島原振興局 令和５年度島原半島の災害危険区域による） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種 別 

管理区分 
市 名 

河 川 海 岸 砂 防 急 傾 斜 溜池 林 務 計 

県 市 県 市 県 市 県 市 市 県 市 県 市 合計 

旧 島 原 市 8  8  12  16 1 1 11  55 2 57 

有  明  町 3  4  2  5 6 4 2 4 16 14 30 

島 原 市 計 11  12  14  21 7 5 13 4 71 16 87 

種別 

管理区分

市名 

河  川 海  岸 砂 防 急傾斜 溜池 林 務 計 

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ 合計 

旧島原市 1 3 4 1 1 6 2 6 4 16 1 1  8 2 1 12 29 16 57 

有明町  1 2  3 1 1 1  9 2 3 1  3 3 1 20 9 30 

島原市計 1 4 6 1 4 7 3 7 4 25 3 4 1 8 5 4 13 49 25 87 
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（3）災害危険河川区域【県知事管理区間】 

                  （長崎県島原振興局 令和５年度島原半島の災害危険区域による） 

「予想される被害」欄の区分 Ａ＝民家（戸）Ｂ＝公共建物（棟）Ｃ＝橋梁（箇所）Ｄ＝道路（m）Ｅ＝鉄道（m） 

Ｆ＝耕地（ha）Ｇ＝山林（m3）Ｈ＝宅地（m3） 

「危険度」欄の区分 Ａ･･･災害発生の可能性が極めて高い。Ｂ･･･災害発生の可能性が高い。 

Ｃ･･･災害発生の可能性がある。 

 

 

整
理
番
号 

名称 

特に危険な区域 過 去

に 発

生 の

有無 

予想さ

れる事

態 

対策 

工法 

予想される

被害 

危
険
度 

管
理
区
分 

備考 

区域 延長(ｍ) 

1 水無川 
国道57号～浜

大橋 

右岸 

左岸 

600 

2,100 

H3 

H5 
溢水 積土俵 

A50  C4 

D500  F30 
C 県 

H8完了 

右岸の一

部は南島

原市 

2 鮎川 

大下町～船泊

町 

新湊二丁目～

秩父が浦町 

右岸 

左岸 

1,362 

1,362 
S32 土石流 積土俵 

A50   C12 

D500  E100 

H7,500 

B 県  

3 新湊川 
南下川尻町～

海 

右岸 

左岸 

1,960 

1,960 
S32 土石流 積土俵 

A150  C18 

D900  E100 

H19,000 

B 県  

4 白水川 
下川尻町～海 

西八幡町～海 

右岸 

左岸 

1,100 

1,100 

S32 

S63 

溢水 

浸水 
積土俵 

A200  B2 

D1,000 

H110,000 

A 県  

5 大手川 

萩原二丁目～

海 

上新丁1丁目

～海 

右岸 

左岸 

1,048 

1,048 

S32 

S63 

溢水 

浸水 
積土俵 

A1,000 

B2    C7 

D3,200 

E500  F6 

H110,000 

C 県 H9完了 

6 北川 
下折橋町～海 

六ッ木町～海 

右岸 

左岸 

2,980 

2,980 
 

溢水 

浸水 
積土俵 

A40   C9 

D2,000 

E300 

H6,000 

C 県 S58完了 

7 中尾川 前浜町～海 
右岸 

左岸 

500 

500 

S47 

S63 

溢水 

決壊 
積土俵 

A20   B2 

C4 D1,500 

E500  F10 

H140,000 

C 県 H11完了 

8 西川 
出の川町～海 

広高野町～海 

右岸 

左岸 

3,610 

3,610 
S32 

決壊 

溢水 
積土俵 

A200  C11 

D2,000 

E300  F3 

B 県  

9 湯江川 湯江甲～海 
右岸 

左岸 

1,200 

1,200 

S32 

H3 

溢水 

決壊 
積土俵 

A106  C400 

D2,500  

F25 

B 県 
H4年度よ

り改修中 

10 栗谷川 
農道橋～島鉄

橋 
右岸 800 S55 決壊 積土俵 

A1    C2 

D100  F1 
C 県 

左岸は雲

仙市 

11 前川内川 
中川内～湯江

川 

右岸 

左岸 

1,320 

1,320 
 

決壊 

溢水 
積土俵 

A10   C7 

D300  F0.7 
C 県  
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（4）災害危険海岸区域【県知事管理区間】 

                                 

整
理
番
号 

名称 

特に危険な区域 過去に

発生の

有無 

予想さ

れる事

態 

対策 

工法 

予想さ

れる被害 

危
険
度 

管
理
区
分 

備考 

区域 
延長

(ｍ) 

1 安徳 安徳 1,759 S47 溢水 積土俵 
A50  D250 

F12 
C 県 

水管理・ 

国土保全局 

2 島原 三会 1,290 S34 
決壊 

浸水 
積土俵 A1  F32 C 県 港湾局海岸 

3 島原 大手浜 2,842 
S34 

H16 

決壊 

浸水 
積土俵 

A150 D900 

F1.7 
A 県 港湾局海岸 

4 安徳 秩父ヶ浦 2,336  
決壊 

浸水 
積土俵 

A13  D96 

F6.2 

H90,000 

B 県 
水管理・ 

国土保全局 

5 島原 船津 1,250 
S34 

H13 

決壊 

浸水 
積土俵 

A30 

D2,000 

F2.0 

C 県 港湾局海岸 

6 三会 三会 713 S37 
決壊 

溢水 

積土俵

工 

A15  D120 

F0.1 
C 県 

水管理・ 

国土保全局 

7 島原 高島 702  
決壊 

浸水 

積み土

嚢工 

A220 B11 

D900 
C 県  

8 島原 外港 182  
決壊 

浸水 

積み土

嚢工 
F3.3 C 県  

9 大三東 半田 419  
決壊 

溢水 
積土俵 

A38  D200 

F0.1 
B 県 

水管理 

・国土保全局 

10 大三東 大野 585  
決壊 

溢水 
積土俵 

A53  D550 

E600 F0.9 
B 県 

水管理 

・国土保全局 

11 大三東 江崎 828  
決壊 

溢水 
積土俵 

A20  D201 

E500 F0.3 

H5,000 

B 県 
水管理 

・国土保全局 

12 大三東 金洗 361  
溢水 

決壊 

積み土

嚢工 
F0.3 C 県  

（長崎県島原振興局 令和５年度島原半島の災害危険区域による） 

「予想される被害」欄の区分 Ａ＝民家（戸）Ｂ＝公共建物（棟）Ｃ＝橋梁（箇所）Ｄ＝道路（m）Ｅ＝鉄道（m） 

Ｆ＝耕地（ha）Ｇ＝山林（m3）Ｈ＝宅地（m3） 

「危険度」欄の区分 Ａ･･･災害発生の可能性が極めて高い。 Ｂ･･･災害発生の可能性が高い。 

Ｃ･･･災害発生の可能性がある。 
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１－６ 砂防指定地 

                                 

（長崎県島原振興局 令和５年度島原半島の災害危険区域による） 

「予想される被害」欄の区分 Ａ＝民家（戸）Ｂ＝公共建物（棟）Ｃ＝橋梁（箇所）Ｄ＝道路（m）Ｅ＝鉄道（m） 

Ｆ＝耕地（ha）Ｇ＝山林（m3）Ｈ＝宅地（m3） 

「危険度」欄の区分 Ａ･･･災害発生の可能性が極めて高い。Ｂ･･･災害発生の可能性が高い。 

Ｃ･･･災害発生の可能性がある 

 

 

 

 

 

 

 

 

整
理
番
号 

名称 

特に危険な区域 
過去に

発生の

有無 

予想さ

れる事

態 

対策 

工法 

予想され

る被害 
危
険
度 

管
理
区
分 

備考 

区域 
延長

(ｍ) 

1 水無川 
白谷町～ 

安徳町 
3,000 

H3 

H5 
土石流 

ダム工

導流提 

A125  C5 

D2,000 

F80 

A (国) 
導流堤H13完成 

ﾀﾞﾑ群施工中 

2 白谷川 白谷町 800  土石流 ﾀﾞﾑ工 
A85   D500 

F5 
B 県  

3 仁田川 仁田町 800  土石流 ﾀﾞﾑ工 A96   D500 

F5 
B 県  

4 鮎川 中木場 500 S32 土石流 
ダム工

流路工 

A230 D240 

F2.2 
C 県 

ﾀﾞﾑ工S39完成 

ダム工嵩上げ 

Ｈ30完成 

治山ﾀﾞﾑ 

5 新湊川 新山 500 S32 土石流 ﾀﾞﾑ工 A52  D200 B 県 
ﾀﾞﾑ工S37完成 

治山ﾀﾞﾑ 

6 白水川 新山 500 S32 土石流 ﾀﾞﾑ工 A30  D300 B 県 
ﾀﾞﾑ工S35完成 

治山ﾀﾞﾑ 

7 大手川 萩原 1,000 
S63 

H5 土石流 

(ダム 

工) 

流路工 

A200 D500 C 県 
治山ﾀﾞﾑ・流路工

H8完成 

8 北川 
六ッ木町～

上折橋町 
1,000  土石流 

ﾀﾞﾑ工 

流路工 

A60  D480 

F21 
C 県 

ﾀﾞﾑ工S48完成 

流路工S58完成 

9 中尾川 
六ッ木町～

前浜町 
2,000 H5 土石流 

ﾀﾞﾑ工 

導流程 

A6   C4 

D500 
A (国) ﾀﾞﾑ工H17完成 

10 中河川 江里町 800  土石流 ﾀﾞﾑ工 
A24  C3 

D500 
B 県 治山ﾀﾞﾑ 

11 西川 広高野町 2,000  土石流 ﾀﾞﾑ工 
A6   C6 

D500 
B 県 治山ﾀﾞﾑ 

12 西川支川 広高野町 2,000  土石流 ﾀﾞﾑ工 
A6   C6 

D500 
C 県 治山ﾀﾞﾑ 

13 湯江川 有明町高野 1,000 
H3 

H5 
土石流 ﾀﾞﾑ工 

A30  D500 

F3 
A (国) 県砂防ﾀﾞﾑH16完成 

14 下長葉山川 有明町高野 700  土石流 ﾀﾞﾑ工 
A22  D560 

F0.6 
B 県  
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種類 

地区 

 

１－７ 土砂災害警戒区域・特別警戒区域の指定一覧 

土砂災害警戒区域（令和 2年 6月 5日指定） 

注：島原市は地すべりによる警戒区域（特別警戒区域）は指定無し 

 

土砂災害警戒区域（土石流） 

 

 

 

 

 

 

 

 

島 

 

原 

 

市 

 急 傾 斜 土 石 流      計 

警戒区域 
特別 

警戒区域 
警戒区域 

特別 

警戒区域 
警戒区域 

特別 

警戒区域 

島原 21 21 9 4 30 25 

有明 14 14 1 0 15 14 

合計 
35 35 10 4 45 39 

連番 箇所番号 

警戒

区域 

特別

警戒

区域 

地区名 

１ 島原（島原）－（土）－００１ 〇 × 礫 石 原 町 

２ 島原（島原）－（土）－００２ 〇 〇 礫 石 原 町 

３ 島原（島原）－（土）－００５ 〇 × 下 折 橋 町 

４ 島原（島原）－（土）－００６ 〇 × 萩 が 丘 一 丁 目 

５ 島原（島原）－（土）－００８ 〇 〇 緑 町 

６ 島原（島原）－（土）－０１０ 〇 × 南 下 川 尻 町 

７ 島原（島原）－（土）－０１１ 〇 × 大 下 町 

８ 島原（島原）－（土）－０１４ 〇 〇 仁 田 町 

９ 島原（島原）－（土）－０１５ 〇 〇 白 谷 町 

１０ 島原（有明）－（土）－００２ 〇 × 有 明 町 大 三 東 戊 
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土砂災害警戒区域（急傾斜）

連番 箇所番号 
警戒区

域 

特別警

戒区域 
地区名 

１ 島原（島原）－（急）－００１ 〇 〇 中 尾 町 

２ 島原（島原）－（急）－００２ 〇 〇 宇 土 町 

３ 島原（島原）－（急）－００３ 〇 〇 原 町 

４ 島原（島原）－（急）－００３-２ 〇 〇 原 町 

５ 島原（島原）－（急）－００４ 〇 〇 西 八 幡 町 

６ 島原（島原）－（急）－００５ 〇 〇 西 八 幡 町 

７ 島原（島原）－（急）－００６ 〇 〇 新 山 二 丁 目 

８ 島原（島原）－（急）－００７ 〇 〇 下 川 尻 町 

９ 島原（島原）－（急）－００８ 〇 〇 白 山 町 

１０ 島原（島原）－（急）－００９ 〇 〇 白 山 町 

１１ 島原（島原）－（急）－０１０ 〇 〇 中 組 町 

１２ 島原（島原）－（急）－０１１ 〇 〇 新 山 四 丁 目 

１３ 島原（島原）－（急）－０１４ 〇 〇 下 川 尻 町 

１４ 島原（島原）－（急）－０１４-２ 〇 〇 下 川 尻 町 

１５ 島原（島原）－（急）－０１５ 〇 〇 下 川 尻 町 

１６ 島原（島原）－（急）－０１５-２ 〇 〇 下 川 尻 町 

１７ 島原（島原）－（急）－０１６ 〇 〇 南 下 川 尻 町 

１８ 島原（島原）－（急）－０１６-２ 〇 〇 南 下 川 尻 町 

１９ 島原（島原）－（急）－０１７ 〇 〇 新 湊 一 丁 目 

２０ 島原（島原）－（急）－０１９ 〇 〇 秩 父 ケ 浦 町 

２１ 島原（島原）－（急）－０２３ 〇 〇 南 崩 山 町 

２２ 島原（有明）－（急）－００１ 〇 〇 有 明 町 湯 江 丁 

２３ 島原（有明）－（急）－００２ 〇 〇 有 明 町 湯 江 丙 

２４ 島原（有明）－（急）－００３ 〇 〇 有 明 町 大 三 東 戊 

２５ 島原（有明）－（急）－００４ 〇 〇 有 明 町 大 三 東 丁 

２６ 島原（有明）－（急）－００４-２ 〇 〇 有 明 町 大 三 東 丁 

２７ 島原（有明）－（急）－００６ 〇 〇 有 明 町 湯 江 乙 

２８ 島原（有明）－（急）－００７ 〇 〇 有 明 町 大 三 東 戊 

２９ 島原（有明）－（急）－００８ 〇 〇 有 明 町 大 三 東 戊 

３０ 島原（有明）－（急）－００８-２ 〇 〇 有 明 町 大 三 東 戊 

３１ 島原（有明）－（急）－００９ 〇 〇 有 明 町 大 三 東 戊 

３２ 島原（有明）－（急）－０１０ 〇 〇 有 明 町 大 三 東 戊 

３３ 島原（有明）－（急）－０１１ 〇 〇 有 明 町 大 三 東 戊 

３４ 島原（有明）－（急）－０１１-２ 〇 〇 有 明 町 大 三 東 戊 

３５ 島原（有明）－（急）－０１２ 〇 〇 有 明 町 大 三 東 戊 

災害・危険個所ー11
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１－８ 林務危険地区（山腹崩壊） 

令和５年４月現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（長崎県島原振興局 令和5年度島原半島の災害危険区域による） 

 

「予想される被害」欄の区分 

 Ａ＝民家（戸）Ｂ＝公共建物（棟）Ｃ＝橋梁（箇所）Ｄ＝道路（m）Ｅ＝鉄道（m）Ｆ＝耕地（ha）Ｇ＝山林（m3） 

Ｈ＝宅地（m3） 

「危険度」欄の区分 

Ａ･･･災害発生の可能性が極めて高い。Ｂ･･･災害発生の可能性が高い。Ｃ･･･災害発生の可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

整
理
番
号 

名称 

特に危険な区域 過去

に発

生の

有無 

予想

される

事態 

対策 

工法 

予想され

る被害 

危
険
度 

管
理
区
分 

備   考 

区 域 
延長

(ｍ) 

1 源在高野 下源在高野・竹下 200  
山腹

崩壊 
土留工 

A1   C1 

D300 F1 

G2,500 

H600 

C 市  

2 光之川内 光之川内 500  
山腹

崩壊 
土留工 

A10 C1 

D200  

F0.5 

G2,500 

H400 

C 市  

3 鷹 野 鷹 野 450  
山腹

崩壊 
土留工 

A1   C1 

D100 F1 

G2,000 

H700 

C 市  

4 湯 江 湯江川上流 300  
山腹

崩壊 

流路工 

治山ﾀﾞﾑ工 

A30 D500 

F10 
B 県 

平成3年度～7年度 

えん堤工実施 

平成10年度 

植栽工実施 

5 柏 野 与一沢・下佐野 400 有 
山腹

崩壊 
土留工 

C2  D600 

F5  G12 
B 市 

平成5年度 

土留工実施 

災害・危険個所ー12
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１－９ 林務危険地区（崩壊土砂流出） 

 

令和５年４月現在 

整
理
番
号 

名 称 

特に危険な区域 過去

に発

生の

有無 

予想

される

事態 

対策 

工法 

予想さ

れる被害 

危
険
度 

管
理
区
分 

備    考 

区 域 
延長

(ｍ) 

1 赤松谷 赤松谷川 2,000  土石流 
治山 

ﾀﾞﾑ工 

A320  B2 

D3,000 

G50 

A 県 

S52年 えん堤工施工 

H10～H17年 

治山ﾀﾞﾑ工施工 

H22年度  

地域防災対策総合治

山事業実施中 

2 
上大野木

場 
水無川上流 1,000  土石流 

治山 

ﾀﾞﾑ工 

A320  B2 

D1,000 

G10 

A 県 
H11年度  

治山ﾀﾞﾑ工実施 

3 炭酸水谷 水無川上流 1,000  土石流 
治山 

ﾀﾞﾑ工 

A320  B2 

D1,000 

G10 

A 県 

H11年度 

治山ﾀﾞﾑ工実施 

Ｈ27年度～地域防災

対策総合治山事業実施

中 

4 南上木場 水無川上流 2,000 有 土石流 
治山 

ﾀﾞﾑ工 

A320  B2 

D2,000 

G30 

A 県  

5 安 中 水無川上流 1,000  土石流 
治山 

ﾀﾞﾑ工 

A320  B2 

D1,000 

G10 

A 県 H9～H10年度 治山実施 

6 眉 山 仁 田 
ha 

100 
有 土石流 

治山 

ﾀﾞﾑ工 

A10   

D500 

F5   G10 

A 県 
S48～S54年度 

床固工施工済 

7 南千本木 中尾川上流 200 有 土石流 
治山 

ﾀﾞﾑ工 

A800  B2 

D1,400 

E1,500 

F250 

A 県 

S38年度 床固工施工 

H元年度より導流堤施工 

平成2年度 水路工施工 

平成3年度 水路工施工 

平成2～3年度 

流路工実施 

H4年度 えん堤工実施 

H8～12年度 

治山ﾀﾞﾑ工実施 

H9～11年度  

流路工実施 

8 北千本木 中尾川上流 800  土石流 
治山 

ﾀﾞﾑ工 

A30  D200 

F30 

G20 

B 県 H4年度 えん堤工実施 

9 黒円田 西川上流 500 有 土石流 
治山 

ﾀﾞﾑ工 

A30 

D2,500 

F20  G30 

A 県 

H3年度 えん堤工実施 

H4年  

付替流路工実施 

H5年度 流路工実施 

10 入道山 中河川上流 500  土石流 
治山 

ﾀﾞﾑ工 

A309 

D4,500 

F35  G50 

B 県 
H5年度 治山ﾀﾞﾑ工実施 

H6年度 流路工実施 

（長崎県島原振興局 令和５年度島原半島の災害危険区域による） 

「予想される被害」欄の区分 Ａ＝民家（戸）Ｂ＝公共建物（棟）Ｃ＝橋梁（箇所）Ｄ＝道路（m）Ｅ＝鉄道（m）Ｆ＝耕

地（ha）Ｇ＝山林（m3）Ｈ＝宅地（m3） 

「危険度」欄の区分 Ａ･･･災害発生の可能性が極めて高い。Ｂ･･･災害発生の可能性が高い。 

Ｃ･･･災害発生の可能性がある。 

災害・危険個所ー13
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１－１０ 林務危険地区（渓岸浸食） 

 

令和５年４月現在 

整
理
番
号 

名 称 

特に危険な区域 過去

に発

生の

有無 

予想さ

れる事

態 

対策 

工法 

予想さ

れる被

害 

危
険
度 

管
理
区
分 

備考 

区域 
延長

(ｍ) 

1 陰 平 西川上流 500 S32 
渓岸

浸食 

護岸工 

治山ﾀﾞﾑ工 

A30 

D2,500 

F23 

G30 

C 県 

S44年度 床固工 2基 

S56年  護岸工 

S60年度から流路工実施 

H4年度 えん堤工実施 

H5年度 流路工実施 

2 永差尾 永差尾 300  
渓岸

浸食 
流路工 

A30 

D200 

F5 

B 県  

（長崎県島原振興局 令和５年度島原半島の災害危険区域による） 

「予想される被害」欄の区分 Ａ＝民家（戸）Ｂ＝公共建物（棟）Ｃ＝橋梁（箇所）Ｄ＝道路（m）Ｅ＝鉄道（m） 

Ｆ＝耕地（ha）Ｇ＝山林（m3）Ｈ＝宅地（m3） 

「危険度」欄の区分 Ａ･･･災害発生の可能性が極めて高い。Ｂ･･･災害発生の可能性が高い。 

Ｃ･･･災害発生の可能性がある。 
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１－１１  山地災害危険地区 

(1) 山腹崩壊危険地区 

（令和５年４月現在） 

危険地区 

 

位    置 

   危 
険 
度 

危
険
地
区
の 

保
安
林
等 

面 

積（

ha
） 

番号 

市町村 大字・字 地区名  市 

 町 

 村 

 

地 

区 

203  1 島原市 原 名 杉 谷  Ａ 土流  ４ 

（Ｈ29年 10月 九州森林管理局 山地災害危険地区情報 長崎位置図４による） 

(2) 崩壊土砂流出危険地区                 （令和５年４月現在）              

危険地区 

 

位    置 

   危 

険 

度 

危
険
地
区
の 

保
安
林
等 

面 

積（

ha
） 

番号 

市町村 大字・字 地区名 市
町
村 

地 

区 

203 1 島原市 三会町木崎名 三 会 Ａ 水かん 0.9 

203 2 島原市 三会町木崎名 焼山（１）  Ａ 水かん 2.88 

203 3 島原市 三会町木崎名楓木 焼山（２）  Ａ 水かん 0.72 

203 4 島原市 北上木場町奥山 焼山（３）  Ａ 水かん・保健 2.16 

203 5 島原市 北上木場町奥山 杉 谷  Ａ 水かん 0.9 

203 6 島原市 南上木場ほか眉山ほか 焼山（４）  Ａ 土流・保健 4.68 

203 7 島原市 南上木場ほか眉山ほか 眉山７渓  Ａ 土流・保健 1.44 

203 8 島原市 南上木場ほか眉山ほか 眉山６渓  Ａ 土流・保健 3.84 

203 9 島原市 南上木場ほか眉山ほか 眉山５渓  Ａ 土流・保健 6.0 

203 10 島原市 南上木場ほか眉山ほか 眉山４渓  Ａ  土  流 3.96 

203 11 島原市 南上木場ほか眉山ほか 眉山３渓  Ａ 土 流 4.20 

203 12 島原市 南上木場ほか眉山ほか 眉山０~２渓  Ａ 土 流 5.88 

203 13 島原市 北上木場町 安中（１）  Ａ 土 流 0.72 

203 14 島原市 北上木場町 安中（２）  Ａ 土流・保健 5.10 

203 15 島原市 南上木場町ほか普賢山ほか 安中（３）  Ａ 水かん・

土流・保健 
12.00 

203 16 島原市 有明町ほか大野名ほか 三会（１）  Ａ  水かん・    

土流・保健 
19.20 

（Ｈ29年 10月 九州森林管理局 山地災害危険地区情報 長崎位置図４による） 

 

「保安林等」欄の区分  水かん：水源かん養保安林   土 流：土砂流出防備保安林   

保 健：保健保安林
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１－１２ ため池 

 (1) 通常ため池 

令和５年４月現在 

番号 地区 
所 在 町 

自 治 会 
溜 池 名 

かんがい 

面積 

(ha) 

溜  池  規  模 築堤後の

概略経過

年数 
管理区分 堤 高 

(m) 

堤 長 

(m) 

貯水量 

(㎥) 

1 有明 山 之 内 上 松 之 沢 6.2 6.7 36.8 8,000 400 市 

2 有明 出 口 赤 野 3.6 7.0 35.3 6,000 200 市 

3 有明 川 内 川 内 5.4 5.0 45.4 15,000 200 市 

4 有明 野 田 長 沢 2.9 7.8 48.6 18,000 300 市 

5 有明 温 泉 屋 敷 荒 牧 13.8 6.6 58.8 24,000 300 市 

6 有明 払 山 中 杉 沢 2.0 3.5 14.0 2,500 300 市 

7 有明 森 岡 森岡第一 2.1 5.5 52.6 8,000 不明 市 

8 有明 舞 人 堂 舞 人 堂 1.8 4.5 26.8 1,500 不明 市 

 

(2) 防災重点農業用ため池                      令和６年１１月現在 

＊ ため池から 100ｍ未満の浸水想定区域内に公共施設等があるもの 

＊ ため池から 100ｍ以上 500ｍ未満の浸水想定区域内に家屋、公共施設があり、かつ貯水量１０００㎥以上のもの 

＊ ため池から 500ｍ以上の浸水想定区域内に家屋公共施設等があり、かつ貯水量５０００㎥以上のもの 

＊ 上記以外でため池の規模、構造、地形条件、家屋、公共施設等の位置関係、維持管理の状況崩壊地の土質及び地

形から、県または市が特に必要と認めるもの。 

番 号 地区 
所 在 町 

自 治 会 
溜 池 名 

かんがい 

面積 

(ha) 

溜  池  規  模 築 堤 後

の 概 略

経 過 年

数 

管理区分 堤 高 

(m) 

堤 長 

(m) 

貯水量 

(㎥) 

1 有明 山 之 内 山 之 内 3.8 6.4 38.0 7,000 200 市 

2 有明 山 之 内 上 深 底 10.3 10.6 71.0 19,000 300 市 

3 有明 平 山 六 人 道 8.8 13.6 62.0 31,000 100 市 

4 有明 野 田 植 松 13.0 16.9 82.0 108,000 100 市 

5 有明 野 田 清 水 2.6 5.0 35.0 10,000 300 市 

6 三会 寺 中 町 寺 中 19.0 5.3 72.0 22,000 150 市 

7 有明 野 田 野 田 2.6 10.0 44.0 15,000 90 市 

8 三会 津 吹 町 大 鳥 9.7 3.9 32.0 4,000 不明 市 

9 有明 平 山 堤 沢 4.2 9.2 51.0 15,000 300 市 

10 有明 庄 司 屋 敷 三 ツ 石 2.7 8.5 47.0 12,000 300 市 

11 有明 野 田 古 屋 地 8.6 6.5 45.0 6,000 200 市 

12 有明 大 原 白 田 1.0 3.7 25.0 1,000 200 市 

災害・危険個所ー16
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２－１ 装備資機材 

 （１）島原市                       令和 8年 4月現在 

器    材   名 数 量 管 理 部 署 名 備             考 

ヘッドライト 3 市民安全課  

ロープ 150 市民安全課 （ｍ） 

保安帽（ヘルメット） 41 市民安全課  

風向風速計 1 市民安全課 有明庁舎屋上に設置 

ラジオ 4,000 市民安全課  

お の  市民安全課  

鎌 11 市民安全課  

のこぎり 2 市民安全課  

スコップ 31 市民安全課  

ツルハシ 1 市民安全課  

かけや 3 市民安全課  

土のう袋 7400 市民安全課  

土のう 160 市民安全課  

鉄 杭 150 市民安全課  

ハンマー 13 市民安全課  

ビニールシート 10 市民安全課  

雨合羽 212 市民安全課  

雨 靴 39 市民安全課  

テレビ 22 市民安全課 執務室及び避難所設置 

発電機 22 市民安全課 ガソリン 7 台、ガス 15 台 

懐中電灯 48 市民安全課  

チェーンソー 3 市民安全課  

蓄電池 3 市民安全課 太陽光充電パネル 

ダンプトラック 2 水道課 ２ｔ積 

軽トラック 3 水道課 軽トラック 

ライトバン 1 水道課 広報マイク付 

バックホウ 3 水道課 バックホウ 

給水タンク 1 水道課 アルミ製 1,500 リットル 

給水タンク 3 水道課 
アルミ製 1，000 リットル×1 

バルーン 1，000 リットル×2 

給水タンク 5 水道課 500 リットル 

給水袋 1,000 水道課 6 リットル 

発電機 1 水道課 60KVA 

投光器 3 水道課 投光器 

 

１．災害シーズン期間中は、応急対策用資材として、土のう袋約 10,000 袋を確保するとともに、必要

に応じ、縄、針金、及び杭等を整備するものとする。 

２．その他、災害発生に伴う復旧用資材、防疫用資材及び薬品資材等については、関係業者との連携

を図るものとする。 
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（２）島原地域広域市町村圏組合消防本部 

① 施設（設備・車両）         （  ）は広域圏全体       令和 8 年 4 月現在 
消   防   施   設 数  量 消   防   施   設 数  量 

高機能指令センターⅡ型 1 式 

消 防 自 動 車 

資機材搬送車 1(2) 

消 防 無 線 

基地局 1(4) 広報車 1(5) 

陸上移動局（移動） 11(29) 連絡車 1(1) 

陸上移動局（携帯） 44(95) 梯子車 1(1) 

消防自動車 

水槽付消防ポンプ自動車 2(4) 査察車 1(1) 

消防ポンプ自動車 1(5) 救助工作車 1(2) 

救急車 3(8) 指揮車 1(2) 

本部車 1(1) 防火広報車 1(1) 

② 主な装備（島原消防署本署） 

種類 品     名 数量 種類 品     名 数量 

警
防
機
材 

かぎ付梯子 5 

警
防
機
材 

有毒ガス測定器 2 

救命索発射銃 1 放射線測定器 7 

油圧ジャッキ 1 空気呼吸器 26 

可搬ウインチ 2 防塵マスク 13 

大型油圧スプレッダー 2 可燃性ガス測定器 5 

三連梯子 5 酸素濃度測定器 2 

空気式救助マット 1 送排風機 1 

サバイバースリング・縛帯 3 耐電手袋 6 

マンホール救助器具 2 耐電ズボン 6 

マット型空気ジャッキ 1 防塵メガネ 5 

ガス溶断機 1 防毒マスク 11 

鉄線カッター 8 陽圧式化学防護衣 4 

大型油圧切断機 1 耐電衣 6 

万能斧 13 耐電長靴 8 

携帯用コンクリート破砕器具 1 携帯警報器 11 

ハンマードリル 2 化学防護衣（陽圧を除く） 3 

エンジンカッター 2 耐熱服 2 

チェ－ンソー 5 簡易画像探査機 1 

救命浮環 5 救命胴衣 30 

救命ボート 1 緩降機 2 

バスケット型担架 4 携帯投光器 14 

投光器 7 携帯無線機 13 

携帯拡声器 9 発電機 9 

空気鋸 1   

ハンマー 6   

削岩機 2   
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（３）消防団                             令和 8 年 4 月現在 

地 

区 

分  団  名 
団 員 

(定数) 
装    備 

管   轄   区   域 

（詰所・格納庫所在地） 

 

消 防 団 本 部 22 指 揮 車 

 

本部員 14 名 

女性消防団員 8名 

三 
 

会 
 

地 
 

区 

第 1 分 団 
17 

(20) 

消 防 ポ ン プ 

自 動 車 

礫石原町、広高野町、油掘町、長貫町 

（油堀町丙 2047-2） 

第 2 分 団 
27 

(30) 

消 防 ポ ン プ 

自 動 車 

寺中町、原口町、中野町、洗切町 

（寺中町丙 2606-2） 

第 3 分 団 
23 

(30) 

消 防 ポ ン プ 

自 動 車 

中原町、津吹町、三会町、亀の甲町 

（中原町乙 1516-3） 

第 4 分 団 
28 

(30) 

消 防 ポ ン プ 

自 動 車 

稗田町、出平町、出の川町、下宮町、大手原町、御

手水町 

（出平町甲 452-4）
 

杉 

谷 

地 

区 

第 5 分 団 
26 

(30) 

消 防 ポ ン プ 

自 動 車 

西町、江里町、立野町、山寺町 

（山寺町丙 808） 

第 6 分 団 
27 

(30) 

消 防 ポ ン プ 

自 動 車 

宇土町、中尾町、原町、本町、杉山町、前浜町 

（本町乙348-1） 

第 7 分 団 
16 

(20) 

消 防 ポ ン プ 

自 動 車 

南千本木町、北千本木町、上折橋町、下折橋町、六

ツ木町 

（六ツ木町甲 1072-1） 

中 

央 

地 

区 

 

第 8 分 団 
19 

(20) 

消 防 ポ ン プ 

自 動 車 

上の町、中町、片町、宮の町、新田町、田町、新馬

場町、北門町、城内一丁目・二丁目・三丁目、先魁

町、今川町 

（上の町 1317） 

第 9 分 団 
17 

(20) 

消 防 ポ ン プ 

自 動 車 

柏野町、南柏野町、城西中の丁、桜門町、古丁、江

戸丁、下の丁、新建、下新丁、浦の川、柿の木町、

上新丁一丁目・二丁目・三丁目、城見町、北原町、

本光寺町 

（下新丁 2474-1） 

第 1 0 分 団 
16 

(20) 

消 防 ポ ン プ 

自 動 車 

桜町、万町、堀町、加美町、中堀町、高島一丁目・二丁

目、新町一丁目・二丁目、弁天町一丁目・二丁目、湊道

一丁目・二丁目、白土町 

（弁天町一丁目79-1） 

第 1 1 分 団 
19 

(20) 

消 防 ポ ン プ 

自 動 車 

寺町、萩原一丁目・二丁目・三丁目、萩が丘一丁目・

二丁目、青葉町、小山町、上の原一丁目・二丁目・

三丁目 

（上の原一丁目 6205-4） 

第 1 2 分 団 
30 

(30) 

消 防 ポ ン プ 

自 動 車 

坂上町、坂下町、八幡町、西八幡町、栄町、湖南町、

浦田一丁目・二丁目、元船津町、蛭子町一丁目・二

丁目、有馬船津町、白土桃山一丁目・二丁目、霊南

一丁目・二丁目 

（浦田一丁目 816-1） 
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分  団  名 
団 員 

(定数) 
装    備 

管   轄   区   域 

（詰所・格納庫所在地） 

中
央
地
区 

第 1 3 分 団 
26 

(30) 

消 防 ポ ン プ 

自 動 車 

崩山町、新山一丁目・二丁目・三丁目・四丁目、津

町、広馬場町、中組町、湊新地町、白山町、湊町、

下川尻町、南下川尻町、緑町 

（白山町 46-1） 

安 
 

中 
 

地 
 

区 

第 1 4 分 団 
20 

(20) 

消 防 ポ ン プ 

自 動 車 

大下町、門内町、新湊一丁目・二丁目 

（大下町丙 1062-3） 

第 1 5 分 団 
20 

(20) 

消 防 ポ ン プ 

自 動 車 

南上木場町、北上木場町、白谷町、仁田町、天神元

町、札の元町 

（天神元町乙 509-2） 

第 1 6 分 団 
20 

(20) 

消 防 ポ ン プ 

自 動 車 

浜の町、南安徳町、中安徳町、鎌田町、北安徳町、

梅園町、南崩山町、平成町、船泊町、秩父が浦町、

親和町 

（北安徳町丁 3083-1） 

有 
 
 
 

明 
 

 
 

地 
 
 
 

区 

第 1 7 分 団 
35 

(35) 

小 型 動 力 

ポ ン プ 

積 載 車 

有明町大三東一野、松崎、松尾、山之内、小原上、

小原下、半田 

（有明町大三東乙 950-1） 

第 1 8 分 団 
24 

(25) 

小 型 動 力 

ポ ン プ 

積 載 車 

有明町大三東東小路、境之松、才木、出口、払山（有

明町大三東丙 479-2） 

第 1 9 分 団 
30 

(30) 

消 防 ポ ン プ 

自 動 車 

有明町大三東菅、小路、大原、中、甘木、門前 

（有明町大三東戊 801-2） 

第 2 0 分 団 
28 

(30) 

小 型 動 力 

ポ ン プ 

積 載 車 

有明町大三東柏野、源在高野、川内、山之内上、一

本松、二ツ石 

（有明町大三東戊 2905-1） 

第 2 1 分 団 
26 

(30) 

小 型 動 力 

ポ ン プ 

積 載 車 

有明町湯江浜東、浜西、神木、池田、川原 

（有明町湯江甲 681-1） 

第 2 2 分 団 
24 

(25) 

小 型 動 力 

ポ ン プ 

積 載 車 

有明町湯江久原、戸切、森岡、平山 

（有明町湯江乙 1739） 

第 2 3 分 団 
27 

(30) 

消 防 ポ ン プ 

自 動 車 

有明町湯江枦山、舞人堂、庄司屋敷、城之尾、釘崎 

（有明町湯江丙 411-1） 

第 2 4 分 団 
18 

(20) 

小 型 動 力 

ポ ン プ 

積 載 車 

有明町湯江沖之尾、温泉屋敷、野田、向之原 

（有明町湯江丁 1571-1） 

計  

 

585 

(639) 
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２－２ 水道施設  

令和 8年 4月現在 

 

連番  施設名  所在地  備  考  

１  舞人堂第 1水源・舞人堂配水池  有明町湯江丙 1804-2    

２  舞人堂第２水源地 有明町湯江乙 2248-2    

３  久原第１・第２水源、久原配水池  有明町湯江乙 929-2    

４  出口第１・第２水源、出口配水池  有明町大三東丁 1658-4    

５  松崎第１・第２水源、松崎配水池  有明町大三東甲 971-2    

６  川内第１水源、川内第１配水池  有明町大三東戊 5606-4    

７  川内第２配水池  有明町大三東戊 5121-13    

８  
水の出口第１・第２水源、水の出口配水

池  
有明町湯江丁 3622-55    

９  二ツ石第１・第２水源、二ツ石配水池 有明町大三東戊 5551-26    

１０ 高野第１・第２水源、高野配水池  有明町大三東戊 5585-17    

１１ 高野第３水源地 有明町大三東戊 5585-19    

１２ 三会配水池  出平町甲 633-1    

１３ 三会第２水源地 出の川町甲 2650-2    

１４ 三会第３水源地 津吹町乙 529-2    

１５ 油堀第１・第２水源、油堀配水池  油堀町丙 1977    

１６ 礫石原第１水源地  礫石原町甲 1201-168    

１７ 礫石原第２水源・礫石原配水池  礫石原町甲 1201-266    

１８ 立野第１･第２水源、立野配水池 立野町丙 1782  

１９ 江里配水池  江里町乙 2173-2    

２０ 森岳第 1水源地  本光寺町 3338-3    

２１ 森岳第２水源・森岳配水池  本光寺町 3350-1    

２２ 折橋第 1配水池  上折橋町甲 1582-2    

２３ 折橋第 2配水池  上折橋町甲 1573    

２４ 折橋第 1・第 2水源、折橋第３配水池  下折橋町 3698-1    

２５ 上の原第１水源地  上の原一丁目 6277    
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連番  施設名  所在地  備  考  

２６ 上の原第２水源地 下折橋町 4643-2  

２７ 上の原第３水源地 下折橋町 4605-4  

２８  上の原配水池  島原市字眉山 5643-80   

２９  中木場第２水源地 大下町丙 1380-2   

３０ 
中木場低区配水池、 

中木場第3水源地、安中配水池 
大下町丙 1491-11  

３１  中木場高区配水池  仁田町乙 1871-第 7    
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２－３ 指定緊急避難場所 

令和8年 4月年現在 

連 

番 

地 

区 
避難場所 所 在 地 

災害種別ごとの可否 
標 高

（ｍ） 

上段； 

収容面積(㎡) 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ 
下段： 

収容人員（人） 

１ 

三 

 

 

 

 

 

 

 

会 

三 会 中 学 校 
下 宮 町 甲

2511-2 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 56 

6,000 

6,000 

２ 
三 会 小 学 校 

長 貫 分 校 
長貫町丙1902 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 143 

1,000 

1,000 

３ 三 会 小 学 校 中原町乙1462 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 28 
4,000 

4,000 

４ 
島原市農村環

境改善ｾ ﾝ ﾀ ｰ 

中 原 町 乙

1935-3 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 27 

329 

329 

５ 
三会ふれあい

運 動 広 場 

広 高 野 町 甲

1265 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 210 

7,000 

7,000 

６ 

杉

谷 

杉 谷 公 民 館 
宇 土 町 乙

687-1 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 63 

307 

307 

７ 第 四 小 学 校 
宇 土 町 乙

670-1 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 65 

6,500 

6,500 

８ 
下折橋町集合

避難施設1号棟 

下 折 橋 町

3691-1 
〇 〇 〇 × 〇 〇 〇 99 

436 

436 

９ 
島 原 

農 業 高 校 
下折橋町4520 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 74 

24,496 

24,496 

１０ 
杉 谷 

運 動 広 場 
宇土町乙1337 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 170 

2,100 

2,100 

１１ 

森

岳 

島 原 市 役 所 上の町537 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 4 
100 

100 

１２ 第 一 小 学 校 
城 内 一 丁 目

1129 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 14 

7,000 

7,000 

１３ 第 一 中 学 校 
城 内 一 丁 目

1222 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 24 

8,000 

8,000 

１４ 
北門町集合避

難 施 設 
北門町130 〇 〇 × 〇 〇 〇 〇 4 

800 

800 
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連番 地区 避難場所 所 在 地 

災害種別ごとの可否 
標高

（ｍ） 

上段； 

収容面積(㎡) 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ 
下段： 

収容人員（人） 

１５ 

森 

 

 

岳 

島 原 高 校 
城内二丁目

1130 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 17 

19,314 

19,314 

１６ 
島 原 

商 業 高 校 

城内一丁目

1213 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 17 

17,067 

17,067 

１７ 
島 原 

工 業 高 校 

本 光 寺 町

4353 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 59 

33,686 

33,686 

１８ 島原消防署 
新 馬 場 町

872-2 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 9 

4533 

100 

１９ 森岳公民館 
城内一丁目

1177-イ第 3 
〇 × 〇 〇 〇 〇 × 19 

283 

283 

２０ 
島原特別支

援 学 校 
新田町562 〇 〇 × 〇 〇 〇 × 3 

1,200 

1,200 

２１ 
島 原 

文 化 会 館 

城内一丁目

1177-2 
〇 × ○ 〇 〇 〇 × 16 

1,000 

1,000 

２２ 
島 原 城 

跡 公 園 

城内一丁目 

1184-1 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 28 

7,000 

7,000 

２３ 

霊 

 

丘 

第二小学校 
萩が丘二丁

目5688 
〇 〇 〇 × 〇 〇 × 37 

8,000 

8,000 

２４ 

霊丘公民館

（中央公園含

む） 

新町二丁目

103-1 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 7 

221 

221 

２５ 

※霊丘公園 

体 育 館 ・ 

弓 道 場 

弁天町二丁

目7295-1 
〇 〇 × 〇 〇 × 〇 5 

8,750 

8,750 

 

２６ 

 

島原総合運

動 公 園 

上の原三丁

目5643-7 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 65 

59,300 

59,300 

２７ 
島原市保健

セ ン タ ー 

霊南二丁目

45 
〇 〇 × 〇 〇 × 〇 3 

3,402 

3,402 
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連番 
地

区 
避難場所 所在地 

災害種別ごとの可否 標高

（ｍ） 

上段； 

収容面積(㎡) 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ 
下段： 

収容人員（人） 

２８ 

 

白 

 

山 

第三小学校 広馬場町7758 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 10 
5,500 

5,500 

２９ 第二中学校 
新 山 三 丁 目

8916 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 27 

8,000 

8,000 

３０ 白山公民館 西八幡町7657 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 12 
270 

270 

３１ 
ひょうたん

池 公 園 

南 下 川 尻 町

9336 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 20 

3,400 

3,400 

３２ 

安 

 

中 

島原復興ア

リ ー ナ 

平成町 2-1、

2-2 
〇 〇 × 〇 〇 × 〇 6 

72,260 

72,260 

３３ 
新湊町集合 

避 難 施 設 

新湊二丁目 

丙 2024-2 
〇 〇 〇 × 〇 〇 〇 14 

5,000 

5,000 

３４ 
島 原 

中 央 高 校 
船泊町3415 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 8 

10,800 

10,800 

３５ 第五小学校 
大下町 

丙 1049-1 
〇 〇 〇 × × 〇 × 48 

5,000 

5,000 

３６ 安中公民館 
大下町 

丙 1114-1 
〇 〇 〇 〇 × 〇 〇 47 

190 

190 

３７ 第三中学校 梅園町丁2898 〇 〇 〇 〇 × 〇 〇 41 
8,000 

8,000 

３８ 
安 中 

運 動 広 場 

新 湊 二 丁 目

1692-4 
〇 〇 〇 × 〇 〇 〇 36 

2,100 

2,100 

３９ 

湯 

 

江 

島 原 

平 和 会 館 

島原市秩父が

浦丁2669-23 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 19 

330 

200      

４０ 湯江小学校 
有明町湯江丙

839 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 25 

5,500 

5,500 

４１ 
有明の森フ

ラワー公園 

有明町湯江乙

2524-607 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 230 

35,000 

35,000 
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連番 
地

区 
避難場所 所在地 

災害種別ごとの可否 

標高（ｍ） 

上段； 

収容面積(㎡) 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ 
下段： 

収容人員(人) 

４２ 
湯

江 

有 明 の 森 

運 動 公 園 

有明町湯江丁

3621-1 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 230 

  20,900 

20,900 

４３ 百花台公園 
有明町湯江丁

3622-1 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 235 

279,300 

279,300 

４４ 
高

野 
高野小学校 

有明町大三東

丁2133-1 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 119 

3,000 

3,000 

４５ 

大 

三 

東 

舞 岳 山 荘 
有明町大三東

戊5580-2 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 388 

24,490 

24,490 

４６ 
有 明 

中 学 校 

有明町大三東

戊1535-2 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 24 

8,000 

8,000 

４７ 
有 明 

公 民 館 

有明町大三東

戊1438-1 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 20 

316 

316 

４８ 
大 三 東 

小 学 校 

有明町大三東

丙582-1 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 20 

5,000 

5,000 

４９ 

有 明 農 村 

環境改善セ

ン タ ー 

有明町大三東

戊787-1 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 13 

2,500 

2,500 

５０ 

有明農業者

トレーニン

グセンター 

有明町大三東

戊1445 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 20 

496 

496 

５１ 

島 原 市 

有 明 総 合 

文 化 会 館 

有明町大三東

戊1382 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 20 

9,900 

9,900 

５２ 
島原市役所 

有 明 庁 舎 

有明町大三東

戊1327 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 18 

150 

150 

５３ 
有明青少年 

武 道 館 

有明町大三東

戊1450 
〇 × 〇 〇 〇 〇 〇 21 

182 

182 

５４  
有 明 保 健 

セ ン タ ー 

有明町大三東

戊1386 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 20 

956 

956 

＊Ａ:風水害 Ｂ：地震災害 Ｃ：津波災害 Ｄ：土砂災害 Ｅ：溶岩ドーム崩壊災害 Ｆ：高潮災害 Ｇ：眉山崩壊災害 

＊収容面積は、グランド等の面積、収容人員は１㎡／人として計算 

※広域的かつ多機能的な避難所の整備 

（雲仙普賢岳の溶岩ドーム崩壊時及び火山噴火災害時等の大規模災害時における多数の避難者に対応する 

ための2次的な避難所として、また、他市からの避難者の受入れのため広域的な避難所並びに大規模災害時に

多数の遺体が発生した場合の遺体安置所として整備する）
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２－４ 指定避難所 

（１）避難所一覧                          令和8年 4月現在 

連番 
地

区 
避  難  所 所  在  地 

標高

(ｍ) 

収容人員  

床面積 

㎡ 
通常 

3.6 ㎡/人 

感染症・

長期間5.6

㎡/人 

１ 

三 

 

会 

三 会 中 学 校
 

下宮町甲2511-2
 

56
 

444 285 1600 

２ 三 会 小 長 貫 分 校
 

長貫町丙1902
 

143
 

66 42 240 

３ 三 会 小 学 校
 

中原町乙1462
 

28 523 336 1886 

４ 農村環境改善センター
 

中原町乙1935-3
 

27
 

149 95 537 

５ 

杉 

 

 

谷 

杉 谷 公 民 館 宇土町乙687-1 63 139 89 502 

６ 第 四 小 学 校 宇土町乙670-1 65 577 371 2080 

７ 
下折橋町集合避難施設

１ 号 棟 
下折橋町3691-1 99 132 34 436 

８ 島 原 農 業 高 校 下折橋町4520 74 581 373 2093 

９ 

森 

 

 

岳 

島 原 市 役 所 上の町537 4 0 0  

１０ 第 一 小 学 校 城内一丁目1129 14 824 529 2967 

１１ 第 一 中 学 校 城内一丁目1222 24 799 513 2877 

１２ 北門町集合避難施設 北門町130 4 121 77 436 

１３ 島 原 高 校 城内二丁目1130 17 1053 677 3793 

１４ 島 原 商 業 高 校 城内一丁目1213 17 344 221 1240 

１５ 

 

島 原 工 業 高 校 本光寺町4353 59 864 555 3112 

１６ 島 原 消 防 署 新馬場町872-2 9 0 0 3752 

１７ 島 原 特 別 支 援 学 校 新田町562 3 115 74 415 

１８ 森 岳 公 民 館 
城内一丁目 

1177 イ第 3 
19 132 82 462 

１９ 島 原 文 化 会 館 
城内一丁目

1177-2 
19 1408 905 5072 

２０ 

霊 

丘 

第 二 小 学 校 
萩が丘二丁目

5688 
37 694 446 2500 

２１ 霊 丘 公 民 館 新町二丁目103-1 7 100 64 361 

２２ 
※霊丘公園体育館・ 

弓 道 場 

弁天町二丁目

7295-1 
5 471 303 1699 

２３ 島原市保健センター

 

霊南二丁目45
 

3 111 71 400 

２４ 
白

山 

第三小学校
 

広馬場町7758
 

10
 

768
 

494
 

2768
 

２５ 第二中学校 新山三丁目8916 27 856 550 3083 
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連番 
地

区 
避  難  所 所  在  地 

標高

(ｍ) 

収容人員 
床面積 

㎡ 
通常 

3.6㎡/人 
感染症

5.6㎡/人 

２６ 
白

山 
白 山 公 民 館 西八幡町7657 12 122 78 441 

２７ 

安 

 

 

中 

新湊町集合避難施設 
新湊二丁目丙

2024-2 
14 136 93 1480 

２８ 島 原 中 央 高 校 船泊町丁3415 8 503 1035 5800 

２９ 第 五 小 学 校 大下町丙1049-1 48 486 313 1753 

３０ 安 中 公 民 館 
大下町丙1114-第

1 
47 86 55 310 

３１ 第 三 中 学 校
 

梅園町丁2898 41 464 298 1672 

３２ 
島原復興アリーナ 

（サブアリーナ含む） 
平成町2-1・2-2 6 1019 655 3670 

３３ 

大 

 

 

三 

 

 

東 

有 明 中 学 校 
有明町大三東戊

1535-2 
24 747 480 2692 

３４ 有 明 公 民 館 
有明町大三東戊

1438-1 
20 143 92 516 

３５ 大 三 東 小 学 校 
有明町大三東丙

582-1 
20 487 313 1756 

３６ 
有 明 農 村 環 境 

改 善 セ ン タ ー 

有明町大三東戊

787-1 
13 71 45 257 

３７ 
ト レ ー ニ ン グ 

セ ン タ ー 

有明町大三東戊

1445 
20 225 144 810 

３８ 有 明 総 合 文 化 会 館 
有明町大三東戊

1382 
20 416 267 1500 

３９ 有 明 保 健 セ ン タ ー 
有明町大三東戊

1386 
20 66 42 239 

４０ 
島 原 市 役 所 

有 明 庁 舎 

有明町大三東戊

1327 
18 0 0 150 

４１ 青 少 年 武 道 館 
有明町大三東戊

1450 
21 82 53 298 

４２  

高  

野 

高 野 小 学 校 
有明町大三東丁

2133-1 
119 274 176 989 

４３ 舞 岳 山 荘 
有明町大三東戊

5580-2
 

388 223 143 806 

４４ 
湯 

江 
湯 江 小 学 校 有明町湯江丙839 25 391 251 1410 

※広域的かつ多機能的な避難所の整備 

（雲仙普賢岳の溶岩ドーム崩壊時及び火山噴火災害時等の大規模災害時における多数の避難者に対応する 

ための2次的な避難所として、また、他市からの避難者の受入れのため広域的な避難所並びに大規模 

災害時に多数の遺体が発生した場合の遺体安置所として整備する） 

※通常時の収容人員の算定においては、１人あたり3.5㎡以上（スフィア基準）を考慮し、算定した。 

感染症対応（パンデミック）時は、通常の広さに、2㎡のスペースを加えることにより、飛沫感染等に 

対応した収容スペースを考慮し、算定した。
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２－５ 福祉避難所 

（1）高齢者、障害者等                         令和 8年 4月現在 

 

（2）母子、妊産婦等 

連番 施   設   名 所   在   地 標高（ｍ） 備 考 

１ 養護老人ホーム島原なごみ荘 緑町8200-1 23  

２ 特別養護老人ホーム 秩父が浦荘 秩父が浦町丁3552 16  

３ 特別養護老人ホーム 淡淡荘 江里町乙2010-1 76  

４ 
地域密着型特別養護老人ホーム  

淡淡荘Ⅱ 
萩が丘二丁目6122 70  

５ 特別養護老人ホーム びざん 緑町8200 23  

６ 特別養護老人ホーム 白光苑 有明町大三東戊783-1 13  

７ 
社会福祉法人 瑠璃光会 

デイサービスセンター 宝生園中堀町 
中堀町153-1 7  

８ デイサービスセンター湧水園 秩父が浦町丁3552 16  

９ 
小規模多機能型居宅介護事業所  

楽苑 
有明町湯江乙1138 75  

１０ 
地域密着型特別養護老人ホーム 

まゆやまの里 
稗田町甲227-1 25  

１１ アミスブィラ森岳 城内一丁目1836-1 15  

１２ 小規模多機能ホーム 暖 城見町4203-2 41  

１３ サービス付き高齢者向け住宅 伽暖 城見町4203-2 41  

１４ リハビリデイサービスⅮan 柏野町2796-6 33  

１５ サービス付き高齢者向け住宅 心暖 有明町大三東戊1217-1 17  

１６ デイサービス 暖 有明町大三東戊1214-1 16  

１７ 高齢者向け賃貸住宅 暖 有明町大三東戊1214-1 16  

連番 施   設   名 所   在   地 標高（ｍ） 備 考 

１ 社会福祉法人みのり会 太陽寮 船泊町丁3289-1 2 （28人＋α） 
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 ２－６ 福祉施設 

（１）特別養護老人ホーム                       令和8年 4月現在 

 

 

（２）グループホーム、デイサービス等 

・グループホーム    

連番 施設名 所在地 標高（ｍ） 備 考 

１ 特別養護老人ホーム白光苑 有明町大三東戊783-1 13  

２ 特別養護老人ホーム淡淡荘 江里町乙2010-1 76  

３ 小規模特別養護老人ホーム淡淡荘 江里町乙2010-1 76  

４ 特別養護老人ホームびざん 緑町8200 23  

５ 
ユニット型小規模特別養護老人ホー

ムびざん 
緑町8200 23  

６ 特別養護老人ホーム秩父が浦荘 秩父が浦町丁3552 16  

連番 施設名 所在地 標高（ｍ） 備 考 

１  グループホームありあけ 有明町大三東丙470-1 13  

２  グループホーム楽苑 有明町湯江乙1138 75  

３  グループホーム庄司屋敷 有明町湯江甲1347 28  

４  グループホームたけふえ 有明町湯江丁2591-2 53  

５  グループホーム野の花 江里町乙2346-1 99  

６  グループホームおよりの郷Ⅱ 鎌田町丁4133 26  

７  グループホームあおぞら 六ツ木町807-1 79  

８ グループホームふるさとの家｢城下｣ 新湊二丁目1743-1 26  

９  グループホーム｢城下｣しまばら 新湊二丁目1740 26  

１０  グループホーム親和 親和町丁2670-10 17  

１１  グループホーム親和２ 親和町丁2672 16  

１２  グループホームおよりの郷 秩父が浦町丁3543-13 14  

１３  グループホームしおさい 中安徳町丁1769-3 59  

１４  グループホーム長庚堂 弁天町一丁目7054 5  

１５  グループホーム長庚堂Ⅱ 弁天町一丁目7063 5  

１６  グループホーム心 緑町 9177-5 23  

１７  グループホームふれあい 南下川尻町8189-2 23  

１８ 
医療法人 重眞会 

グループホーム まこと 
中野町丙30-7 13  
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・デイサービス 

連番 施設名 所在地 標高（ｍ） 備 考 

１ 特定非営利活動法人 遊々 有明町 湯江丁1788 29  

２ デイサービスセンター 暖 有明町大三東戊1214-1 17  

３ デイサービス 咲楽 有明町大三東戊795− 1 12  

４ デイサービスセンター百華苑 有明町大三東戊783-1 13  

５ デイサービスセンター 真心 有明町大三東戊1352-1 17  

６ デイサービス あっぷる 有明町大三東丙471-1 13  

７ デイサービス ありあけ 有明町大三東丙470-1 13  

８ 通所介護 ひかり 中野町丙30-7 13  

９ デイサービス ゆうゆう 下宮町甲2463-1 39  

１０ デイサービスセンター 美笑  山寺町丙355-3 26  

１１ 老人ディサービス 淡淡荘 江里町2000-1 76  

１２ デイサービスセンター しまばら 江里町乙2353-1 94  

１３ デイサービスセンター 宝生園 杉山町673-1 65  

１４ デイサービ１３ あおぞら 六ツ木町807-1 75  

１５ リハビリデイサービスＤan 柏野町2796-6 34  

１６ 銀の星学園 宮の町249-1 3  

１７ 社会福祉法人 悠久会 若菜寮 新田町605-2 3  

１８ 
個別リハビリ特化型デイサービスがん

ばＲeha 
桜門町2681-3 28  

１９ デイサービスセンターあんしんハウス 上新丁一丁目4158-1 37  

２０ リハサポート２ 加美町999 8  

２１ デイサービスセンター宝生園 中堀町 中堀町153-1 7  

２２ 健康事業サポート事業 ひととき 新町一丁目127-10 6  
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連番 施設名 所在地 標高（ｍ） 備 考 

２３ 老人デイサービスセンター淡淡荘Ⅱ 萩が丘二丁目6122 70  

２４ デイサービス 上の湯 新山四丁目8826 25  

２５ デイサービスセンター 心 緑町9177-5 23  

２６ デイサービスセンター 和心  緑町9178-1 23  

２７ リハサポート 下川尻町7905 13  

２８ 九十九会 シニアクラブ 秩父が浦町丁3552-53 26  

２９ デイサービス およりの郷 秩父が浦町丁3543-13 13  

３０ デイサービスセンター 湧水園  秩父が浦町丁3552 16  

３１ 
ウェルフェアしまばら あんなかサロ

ン 
安徳町丁1814-4 57  

３２ 「城下」宅老所 新湊二丁目丙1680-1 30  

３３ 「城下」しまばら 新湊二丁目丙1470-1 30  

３４ ふるさとの家「城下」 新湊二丁目丙1740-2 30  

３５ デイセンター「城下」 新湊二丁目丙1743 30  

３６ デイサロン 葵 新湊二丁目丙1713-32 30  

３７ デイサービス しおさい 中安徳町1769-1 59  

３８ ミニデイホームしおさい 中安徳町1769-3 59  

３９ デイホーム 輪が家 浜の町丁 9  
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（３）障害グループホーム・デイサービス 

・グループホーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連番 施設名 所在地 標高（ｍ） 備 考 

１ 清華ホーム 有明町大三東甲1715 56  

２ しまばら（南高愛隣会） 宮の町738 7  

３ ゆえ（南高愛隣会） 宮の町738 7  

４ ウイング（医療法人ウイング） 中野町丙1175 34  

５ 都久志荘 新田町284-2 2  

６ グリーンハイツ 礫石原町丙723-1 253  

７ ひかり 城内三丁目1233-2 21  

８ ひまわり 城見町3931-1 49  

９ あい 蛭子町一丁目7458 8  

１０ 
ありあけ（ふれあいネットワー

ク・ピア） 
有明町湯江甲267-2 5  

１１ 希望（野の花） 有明町大三東甲2179 26  

１２ ほのぼの（しあわせ会） 有明町湯江甲876-1 13  

１３ こころ（しあわせ会） 有明町湯江甲876-1 13  
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・デイサービス 

連番 施設名 所在地 標高（ｍ） 備 考 

１ ＴＥＲＲＡＣＥいろは 宮の町738 7  

２ 島原グリーンステーション 緑町 8258-1 20  

３ 光のフェアリー 萩が丘二丁目5732 30  

４ 松光学園 立野町丙1900-19 300 
 

５ 島原療護センター 礫石原町甲1201-91 285 
 

６ 若菜寮 新田町605-2 3 
 

７ 銀の星学園 宮の町249-1 3 
 

８ 明の星寮 宮の町626-1 2 
 

９ きらり作業所 新田町282-2 2 
 

１０ 清華学園 有明町大三東甲2150 19 
 

１１ ありがとう 中安徳町丁4265 25 
 

１２ 島原市通園施設あいあい 
下川尻町7895 

（島原病院内） 
18  

１３ デイサービスゆうゆう 下宮町甲2463-1 40 
 

１４ 児童デイサービス スマイル 片町 578-8 3 
 

１５ 
児童デイサービス  

ＡＣＴしまばら１ 
萩原二丁目5004-3 

23 
 

１６ 
児童デイサービス  

ＡＣＴしまばら２ 
萩原二丁目5004-3 23  

１７ 
児童デイサービス  

ＡＣＴしまばら３ 
萩原二丁目5004-3 23  

１８ ＰＡＲＫさくら 宮の町738 7 
 

１９ 子供シティー「城下」 新湊二丁目丙1679-5 33 
 

２０ アステップ 湊道二丁目7023 5 
 

２１ あんなか 中安徳町丁1814-4 57 
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２－７ 医療機関 

令和8年4月現在 

連番 施設名 所在地 標高（ｍ） 連絡先 

１ 
長崎県島原病院 

（支援病院） 
下川尻町7895 17 63-1145 

２ 松岡病院 江戸丁1919 17 62-2526 

３ 
貴田神経内科・ 

呼吸器科内科病院 
有明町大三東戊790-2 14 68-0040 

４ 
うちだ耳鼻咽喉科 

クリニック 
弁天町二丁目1291 6 62-2560 

５ 木下内科医院 中野町丙22-1 13 64-5851 

６ さかい消化器内科・外科クリニック 宮の町650-1 6 62-6655 

７ 島原マタニティ病院 新町二丁目262-1 4 62-7111 

８ 高城病院 中野町丙1165 40 62-3105 

９ 前田医院 新田町587-2 3 62-6501 

１０ 松下ひふ科 新馬場町852-2 8 62-6556 

１１ 山口外科胃腸科医院 大手原町甲2304− 2 9 62-3200 

１２ くすのきクリニック 有明町大三東戊1365-1 15 68-5500 

１３ 山内眼科クリニック 有明町大三東戊110− 1 15 68-5811 

１４ 柴田長庚堂病院 中堀町68 7 64-1111 

１５ 稲田整形外科医院 片町655 6 62-6355 

１６ 喜多内科医院 弁天町二丁目7389− 1 6 62-5101 

１７ 
ストレスクリニック 

ウイング 
片町643-2 6 62-0030 

１８ たかお循環器科・内科 桜町953-1 7 62-6300 

１９ 土井外科消化器内科医院 中町823 5 62-6305 

２０ 中村眼科医院 中町829 4 62-3926 

２１ しろたに内科クリニック 北門町103-5 11 65-0222 

２２ 宮崎医院 上の町869 7 62-2258 
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令和8年 4月現在 

２３ 新生病院 城内一丁目1193 12 62-5131 

２４ 池田病院 湖南町6893-2 7 62-5161 

２５ かわはら内科胃腸科医院 坂上町7543− 1 10 62-5413 

２６ 坂本医院内科・婦人科 親和町2670-10 16 63-4641 

２７ 島原保養院 南下川尻町8189-2 23 62-2969 

２８ 整形外科西村クリニック 下川尻町7904-11 13 62-0888 

２９ 林内科医院 津町409-15 3 62-6657 

３０ 水田小児科医院 親和町7 6 62-7177 

３１ いとう整形外科 広馬場町373-1 4 61-0110 

３２ 山崎産婦人科医院 湊町350 10 64-1103 

３３ わたなべ内科クリニック 中安徳町丁4364 24 62-1515 

３４ こみね眼科 中安徳町丁4310 21 65-0001 

３５ 島原こころのクリニック 広馬場町22-1 6 65-5566 

３６ いでた整形クリニック 親和町3565-11 8 61-0700 

３７ うちだキッズクリニック 新湊二丁目2534-1 16 63-3000 

３８ なおみレディースクリニック 南安徳町丁4452 25 61-1400 

３９ まつしま内科クリニック 柏野町1472 33 71-5500 
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２－８ 歯科医院 

令和8年 4月現在 

連番 施設名 所在地 標高（ｍ） 連絡先 

１ 末吉歯科 有明町大三東戊636-1 5 68-0150 

２ 森元歯科クリニック 有明町大三東戊1361-1 15 68-0017 

３ 松本歯科医院 有明町大三東戊1321 16 68-3872 

４ 松井歯科医院 有明町大三東乙66-1 6 68-0011 

５ キタ忍歯科医院 湊町354 9 63-6711 

６ まつおデンタルクリニック 北門町1563-1 25 65-0233 

７ 松藤歯科 北安徳町丁3008-5 6 62-7355 

８ 大岡歯科医院 弁天町一丁目7408-3 6 63-7616 

９ 植木歯科医院 白山町26 9 62-3765 

１０ 宮﨑歯科医院 萩原2-5230-3 33 62-1180 

１１ 喜多歯科 中町796 6 62-4745 

１２ スマイル歯科 大手原町甲14-1 7 62-8718 

１３ 大田歯科医院 大下町丙1309-2 44 62-7407 

１４ 野島デンタルクリニック 前浜町甲74-1 10 62-8440 

１５ 高城歯科クリニック 先魁町1164-5 12 64-6480 

１６ 寺田歯科診療所 新町二丁目112 4 62-4427 

１７ 山口歯科医院 新町一丁目213 6 62-3016 

１８ まき歯科 上新丁１丁目4158-1 33 64-5077 

１９ 吉田歯科医院 田町690-2 7 62-5026 

２０ はらぐち歯科医院 上の町533 4 62-4361 

２１ みやざき歯科 湖南町6875-1 6 62-7300 

２２ 清水歯科医院 亀の甲町乙1696-4 14 63-4848 

２３ いなだ歯科 加美町1000-2 7 62-2901 

２４ 渡部歯科医院 下川尻町16 4 63-1750 

２５ 大塩歯科医院 浦田一丁目809-1 8 62-4579 

２６ しらくら歯科医院 有明町湯江丙4-4 5 68-3844 

２７ 林 歯科医院 津町586-1 3 73-6884 

２８ あおい歯科 南安徳町丁4455 24 61-1800 
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２－９ 認定こども園、保育所 

（１）認定こども園等 

令和 8年 4月現在 

連番 
施設名 所在地 電話番号 

標 高

（ｍ） 
備考 

１ 勝光幼稚園 有明町大三東戊1480-1 0957-68-0466 20 認定こども園 

２ ひかわ第一幼稚園 上新丁三丁目4118-1 0957-62-4420 32 認定こども園 

３ 島原幼稚園 上の原三丁目6496-1 0957-62-2955 26 認定こども園 

４ ありあけ幼稚園 坂上町7528 0957-62-2584 10 認定こども園 

５ 清華こども園 有明町大三東甲2150 0957-68-1163 19 認定こども園 

６ みどり保育園 柿の木町4022-1 0957-64-4805 36 認定こども園 

７ 山寺保育園 山寺町丙848 0957-62-2566 42 認定こども園 

８ いろは保育園 片町丁578-8 0957-73-9556 3 
企業主導型保育

園 
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（２）保育所 

令和8年 4月現在 

連番 
施設名 所在地 電話番号 

標 高

（ｍ） 
備 考 

１ 向陵保育園 有明町湯江丙728-1 0957-68-0609 25  

２ みやま保育園 有明町湯江乙1741 0957-68-0694 92  

３ 東向保育園 有明町湯江甲421 0957-68-0551 10  

４ 恵祥保育園 有明町大三東丁2106-4 0957-68-1371 109  

５ 心香保育園 有明町大三東戊452-1 0957-68-0346 15  

６ 誓願幼児園 有明町大三東乙955 0957-68-3715 22  

７ 桜花保育園 亀の甲町乙100 0957-62-3834 18  

８ おさなご園 津吹町乙1380-3 0957-62-2537 38  

９ たけしま保育園 下折橋町4554 0957-63-2037 87  

１０ 愛児保育園 上の町896 0957-62-2766 12  

１１ 春陽保育園 萩が丘一丁目5624-2 0957-62-5556 58  

１２ 寺町保育園 寺町5954 0957-63-2355 9  

１３ こひつじ保育園 湊道二丁目7008-2 0957-62-1414 6  

１４ 浦田保育園 浦田一丁目816-1 0957-62-4011 5  

１５ わかくさ園保育所 新山二丁目8934-1 0957-62-3638 26  

１６ 中木場保育園 大下町丙1047 0957-64-2135 52  

１７ 安徳保育園 中安徳町丁4178 0957-62-7708 33  

１８ 白山保育園 白山町50-1 0957-62-2401 13  

１９ 三会保育園 油堀町丙652 0957-63-2268 169 
公立、へき地

学童保育 
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２－１０ 市公用車保有台数 

        市 公 用 車 保 有 台 数     令和８年4月 1 日 

所       管  軽自動車 
小型 
自動車 

普通 
自動車 

乗
合
自
動
車 

特
種
用
途 

大
型
特
殊 

小
型
特
殊 

原
付
第
２
種 

原

付

第

１

種 

リ

ー

ス

車

再

掲 

部 名 課 名 
保 管 

場 所 

台

数 

貨

物 

乗

用 

特

種

用

途 

貨

物 

乗

用 

貨

物 

乗

用 

市長公室 

秘書人事課 本 庁 4     1  3        

シティプロ 本 庁 2  2            1 

総務部 

税務課 本 庁 4  4            1 

契約管財課 本 庁 12 1 5  1 2  3       1 

市民部 

市民安全課 本 庁 5   1      4      

市民窓口サービ

ス課 
本 庁 1  1             

環境課 本 庁 6 6             1 

福祉保健部 

福祉課 本 庁 4  3           1  

こども課 本 庁 1  1            1 

保険健康課 本 庁 2  2            1 

商工 

観光部 

商工振興課 本 庁 2 1 1            1 

しまばら観光課 本 庁 4 2   1 1          

建設部 

道路課 本 庁 5 2 2    1         

都市整備課 本 庁 5  2  3           

議会事務局 本 庁 1       1        

本 庁 小 計 58 12 23 1 5 4 1 7 0 4 0 0 0 1 7 

市民部 
市民安全課 有明庁舎 2   １      1      

農林水産部 
農林課 有明庁舎 4 4             1 

耕地水産 有明庁舎 5 3 2             

教育委員会 

教育総務課 有明庁舎 5 1 3     1        

スポーツ課  1    1           

有 明 支 所 4  1     3        

農業委員会 1  1             

水 道 課 5 1 3  1           

有明庁舎 小計 27 9 10 1 2 0 0 4 0 1 0 0 0 0 1 

市長公室 
政策企画課 タクシー事業者 8       8        

市民部 

市民安全課 消防詰所・団本部等 26         26      

市民協働課 

安中公民館 1  1            1 

三会公民館 1  1            1 

杉谷公民館 1  1            1 

環境課 収集詰所 5      2   2  1    

福祉保健部 

こども課 保健センター 1  1             

保険健康課 
保健センター 6 4 2             

有明保健センター 6 1 5            4 

商工観光部 
商工振興課 有明の森フラワー公園 2 1 1             

建設部 
道路課 

道路管理事務所 4 1     1   2      

陸上競技場 1           1    

農林水産部 
農林課 舞岳山荘 5 1       1   3    

教育委員会 
教育総務課 小中学校 16 2              

スポーツ課 島原復興アリーナ 1 1            14  

水道課 水道課倉庫 6 4   2           

その他 小計 90 15 12 0 2 0 3 8 1 30 0 5 1 13 7 

合 計 175 36 45 2 9 4 4 19 1 35 0 5 1 14 15 
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２－１１ ヘリコプター離着陸適地一覧 

名  称 所在地 
所有

者 

地籍 

障害物 

災害の種類 

広さ 
面積 

(㎡) 

溶

岩 

ドーム

火

山 

地

震 

津

波 

眉

山 

崩

落 

三会小学校 中原町乙 1462 市長 90×50 4,500 
ﾌｪﾝｽ、 

体育館 
○ ○ ○ ○ 

三会中学校 下宮町甲 2511-2 市長 90×60 5,400 ﾌｪﾝｽ、校舎 ○ ○ ○ ○ 

島原市営三会運動広場 広高野町 市長 110×110 12,100 ﾌｪﾝｽ、樹木 ○ × ○ ○ 

第四小学校 宇土町乙 670-1 市長 140×60 8,400 擁壁、校舎 ○ ○ ○ ○ 

島原市営杉谷運動広場 宇土町 市長 150×120 18,000 ﾌｪﾝｽ、樹木 ○ × ○ ○ 

前浜町公園 前浜町乙 1-7 市長 50×50 2,500 樹木 ○ ◎ × ○ 

島原工業高校 本光寺町 4353 
県知

事 
150×120 18,000 

樹木､ﾎﾟｰﾙ、

ﾌｪﾝｽ、校舎 
○ ○ ○ × 

島原商業高校 城内一丁目 1213 
県知

事 
110×70 7,700 

ﾌｪﾝｽ、 

体育館 
○ ○ ○ × 

島原高等学校 城内二丁目 1130 
県知

事 
120×80 9,600 

ﾌｪﾝｽ、校舎、 

体育館 
○ ○ ○ × 

第一中学校 城内一丁目 1222 市長 110×70 7,700 ﾌｪﾝｽ、校舎 ○ ○ ○ × 

第一小学校 城内一丁目 1229 市長 90×50 4,500 
ﾌｪﾝｽ、校舎、

体育館 
○ ○ ○ × 

第二小学校 萩が丘二丁目 5688 市長 110×60 6,600 
ﾌｪﾝｽ、 

体育館 
○ ○ ○ × 

市営陸上競技場 上の原三丁目 市長 180×100 18,000 ﾌｪﾝｽ ○ ○ ○ × 

第三小学校 広馬場町 7758 市長 90×50 4,500 
ﾌｪﾝｽ、校舎、

体育館 
○ ○ ○ × 

第二中学校 新山三丁目 8916 市長 180×110 19,800 
ﾌｪﾝｽ、校舎、

体育館 
○ ○ ○ × 

ひょうたん池公園  南下川尻町 市長 70×70 4,900 樹木 ○ ◎ ○ ○ 

島原中央高等学校  船泊町丁 3415 
有明

学園 
90×40 3,600 

ﾌｪﾝｽ、校舎 

体育館 
○ ○ ○ ○ 

第五小学校 大下町丙 1049-1 市長 70×60 4,200 
ﾌｪﾝｽ、校舎 

体育館 
× ○ ○ ○ 

第三中学校 梅園町丁 2898 市長 110×70 7,700 
ﾌｪﾝｽ、校舎、

体育館 
× ○ ○ ○ 

島原市営平成町 

多 目 的 広 場 
平成町 2番地１ 市長 250×120 30,000 

ﾌｪﾝｽ、ｽﾃｰｼﾞ

施設 
○ ◎ × ○ 

有明の森運動公園  
有 明 町 湯 江 丁

3621-1 
市長 142×138 19,596 

樹木、照明、

ﾎﾟｰﾙ、 

ﾊﾞｯｸﾈｯﾄ 

○ × ○ ○ 

中尾川河川敷ヘリ

ポート 
中尾町 

県知

事 
90×20 1,800 擁壁 ○ ◎ × ○ 

＊ ◎は、火山防災計画へ対応   
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２－１２ 観測機器及び監視装置  

 

観測機器及び監視装置 

令和 8年 4月現在  

 

観測機関 

 

 

機器・装置 

福岡管区

気象台火

山監視・

情報セン

ター 

九大地震

火山観測

研究セン

ター 

雲仙砂

防 

管理セ

ンター 

長崎森

林管理

署 

長崎県 

防災科

学技術

研究所 

国土地

理院 
計 

地震計 7 8 0 0 1 0 0 16 

傾斜計 3 0 6 1 0 0 0 10 

遠望監視装置 2 0 0 0 0 0 0 2 

熱映像装置 1 0 0 0 0 0 0 1 

空震計 1 0 0 0 0 3 0 4 

水温計 0 0 0 1 0 0 0 1 

地下水位計 0 0 0 1 0 0 0 1 

地震・傾斜・温度計 0 1 0 0 0 6 0 7 

水位計 0 0 0 0 0 0 0 0 

雨量計 1 0 0 3 3 0 0 7 

レーダー雨量計 0 0 0 0 0 0 0 0 

流速計 0 0 0 0 0 0 0 0 

ワイヤーセンサー 0 0 2 4 2 0 0 8 

監視カメラ 0 0 10 2 0 0 0 12 

超高感度カメラ 0 0 3 0 0 0 0 3 

震動センサー 0 0 6 0 2 0 0 8 

赤外線カメラ 0 0 0 0 0 0 0 0 

外気温度計 0 0 0 1 0 0 0 1 

GNSS観測装置 3 0 0 4 0 6 5 13 

地温計 0 0 0 1 0 0 0 1 

計 18 9 27 18 8 15 5 100 
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２－１３ 廃棄物関係施設 

令和 8年 4月現在 

施   設   名 所 在 地 処 理 方 式 処 理 能 力 摘  要 

東 部 リ レ ー セ ン タ ー 
島原市前浜町 

丙 74 
圧縮搬送 94ｔ/5ｈ 燃やせるごみ 

前 浜 ク リ ー ン 館 
島原市前浜町 

丙 7-1 

高負荷脱窒素処理方式

＋高度処理方式 
144KL/日 

し 尿 

浄化槽汚泥 

島原地域広域市町村圏 

組 合 ・ 不 燃 性 廃 棄 物 

最 終 処 分 場 

島原市西町丙

1450 
埋立 40 ㎥／日 不燃性残有物 

県 北 衛 生 社 

島原リサイクルプラント 

島原市西町

1397-1 

資源化施設（不燃物・

資源物を手選別・機械

選別後、圧縮・破砕処

理を行う） 

40ｔ/日 

不燃物 

 

資源物 

 

 

 

 

 

２－１４ 災害物資集配拠点 

令和 8 年４月現在 

番号 名   称 所 在 地 
敷地の 

現状 

面積

(㎡) 

所

有

者 

使用承諾の

有無 

1 島原復興アリーナ 島原市平成町 2-1 ホール 3,000 

島

原

市 

有 

2 島原市勤労者会館 湖南町 6954-4 ホール 773.0 有 

3 島原保健センター 霊南二丁目 45 会議室等 280.0 有 

4 
島 原 市 霊 丘 公 園 

体 育 館 ・ 弓 道 場 
弁天町二丁目 7295-1 アリーナ 1,400 有 

5 有明保健センター 有明町大三東戊 1386 会議室 44.5 有 

6 有明福祉センター 有明町大三東戊 1352-1 
トレーニン

グルーム 
200.0 有 
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２－１５ 仮設住宅建設可能用地 

令和 8 年４月現在 

※安中運動広場：土砂災害警戒区域 

※大野浜運動場：津波浸水区域 

上記 2地区については、他に建設できる場所が無い、又は、その時の災害の種類に 

より建設の可否を決定する。 

 

２－１６ 主要港湾施設 

令和 8年４月現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番

号 
名称 所在地 

敷地の

現状 

建設可

能敷地

面積

(㎡) 

建設

可能

戸数 

所有者 

使用承

諾の有

無 

1 
島原総合運動公園

( 多 目 的 広 場 ) 
上の原三丁目 5643-7 外 広場 3,400 42 

島原市 

有 

2 
島 原 市 有 明 の 森 

運 動 公 園 
有明町湯江乙 3621-1 運動場 16,700 208 有 

3 
島 原 市 営 三 会 

ふれあい運動広場 
広高野町甲 1265 運動場 16,000 200 有 

4 
島 原 市 営 

杉 谷 運 動 広 場 
宇土町乙 1337 運動場 9,800 122 有 

5 
島 原 市 営 

安 中 運 動 広 場 
新湊二丁目丙 1,692-4 外 運動場 5,700 71 有※ 

6 
島 原 市 有 明 

大 野 浜 運 動 場 
有明町大三東戊 656-1 運動場 7,600 95 有※ 

合     計 59,200 738 
  

港 湾 名 所在地 
岸壁長

（ｍ） 

水深

（ｍ） 

係船柱 

（基) 

耐震化の

有無 

島原港 

（外港地区） 

島原市下川尻

町 
100 －5.5 7 有 

島原港   

（新港地区） 

島原市大手原

町 
130 －7.5 8 無 
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２－１７ 資器材等の備蓄状況（災害備蓄物資を含む）       

■消防団等                          令和 8年４月現在 

 

水防倉庫名 

防災倉庫 消防団詰所、格納庫 

本庁舎 有明庁舎 
第 1 

分団 

第 2 

分団 

第 3 

分団 

第 4 

分団 

第 5 

分団 

第 6 

分団 

所在地 

上 の 町

537 

有明町大

三 東 戊

1329 

油堀町丙

2047-2 

寺中町丙

2606-2 

中原町乙

1516-3 

出 平 町

甲 452-4 

山 寺 町

丙 808 

本町乙

348-1 

備

蓄

資

器

材 

土のう袋 6,800 600 19 0 2 60 6 100 

鋼杭 20 130 2 0 0 0 3 3 

ﾌﾞﾙｰｼｰト 9 1 4 3 4 5 3 2 

ロープ 300 0 0 1 10 0 3 3 

掛けや 1 2 7 0 0 0 0 1 

スコップ 18 13 2 7 6 2 6 4 

ハンマー 6 3 0 2 1 2 1 2 

ツルハシ 0 1 2 0 1 1 0 0 

発電機 4 1 1 2 1 1 2 1 

投光器 6 0 0 2 1 0 2 3 

ﾁｪｰﾝｿｰ 3 0 0 0 0 0 0 0 

梯 子 16 台        

水防倉庫名 

消防団詰所、格納庫 

第７ 

分団 

第８ 

分団 

第９ 

分団 

第 10 

分団 

第 11 

分団 

第 12 

分団 

所在地 
六ッ木町甲

1072-1 

上の町 1317 下 新 丁

2474-1 

弁天町一丁

目 79-1 

上の原一丁

目 6205 

浦田一丁目 

816-3 

備

蓄

資

器

材 

土のう袋 0 0 0 0 30 0 

鋼杭 1 0 20 1 0 0 

ﾌﾞﾙｰｼｰト 2 1 1 2 1 0 

ロープ 3 2 2 1 5 5 

掛けや 1 0 1 0 0 1 

スコップ 5 1 4 2 7 1 

ハンマー 0 0 0 1 2 1 

ツルハシ 0 0 0 1 0 0 

発電機 1 2 1 2 1 1 

投光器 1 2 1 2 1 1 

ﾁｪｰﾝｿｰ 0 0 0 1 0 0 
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水防倉庫名 

消防団詰所、格納庫 

第 13 

分団 

第 14 

分団 

第 15 

分団 

第 16 

分団 

第 17 

分団 

第 18 

分団 

所在地 
白 山 町

1062-3 

大 下 町 丙

1062-3 

天神元町乙

509-2 

北安徳町丁

3083-1 

有明町大三

東乙 950-1 

有明町大三

東丙 479-2 

備

蓄

資

器

材 

土のう袋 0 0 0 40 0 15 

鋼杭 0 0 4 0 0 0 

ﾌﾞﾙｰｼｰト 1 1 3 1 3 2 

ロープ 10 1 5 6 8 4 

掛けや 1 0 0 0 1 1 

スコップ 4 2 4 2 6 3 

ハンマー 1 0 1 2 2 1 

ツルハシ 0 0 0 0 0 0 

発電機 2 1 1 1 1 1 

投光器 2 1 1 1 2 1 

ﾁｪｰﾝｿｰ 1 0 0 0 0 0 

       

水防倉庫名 

消防団詰所・格納庫 

第 19 

分団 

第 20 

分団 

第 21 

分団 

第 22 

分団 

第 23 

分団 

第 24 

分団 

所在地 
有明町大三

東戊 801-2 

有明町大三

東戊2905-1 

有明町湯江

甲 681-1 

有明町湯江

乙 1739 

有明町湯江

丙 411-1 

有明町湯江

丁 1571-1 

備

蓄

資

器

材 

土のう袋 0 0 0 0 0 0 

鋼杭 0 0 0 0 0 0 

ﾌﾞﾙｰｼｰト 1 2 0 1 0 1 

ロープ 3 3 3 8 3 3 

掛けや 2 2 1 1 1 2 

スコップ 4 3 3 7 3 2 

ハンマー 0 1 0 2 1 1 

ツルハシ 0 0 1 0 1 2 

発電機 0 1 1 1 1 1 

投光器 2 1 1 1 2 1 

ﾁｪｰﾝｿｰ 2 1 0 0 0 0 
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■避難所等                                        令和 8 年４月現在  

備蓄施設名 

避難所等 

島原市役所 有明支所 有明中学校 有明公民館 
大三東小学

校 

有明農村環

境改善セン

ター 

所在地 
上の町 537 有明町大三

東戊 1327 

有明町大三

東戊 1535-2 

有明町大三

東戊 1438-1 

有明町大三

東丙 582-1 

有明町大三

東戊 787-1 

備

蓄

品

名 

米飯 0 0 0 250 0 0 

パン 2,964 1,900 0 0 0 0 

飲料水 72 2,640 480 240 720 240 

ベッド 0 0 0 10 0 0 

毛布 0 0 0 59 30 0 

間仕切りｐ 0 0 0 9 0 0 

敷マット 0 0 0 0 0 0 

簡易トイレ 0 24 0 0 0 0 

携帯トイレ 0 3,000 0 0 0 0 

生理用品 0 0 0 0 0 0 

ミルク 0 0 0 0 0 0 

おむつ 0 0 0 0 0 0 
 

備蓄施設名 

避難所等 

トレーニン

グセンター 

有明総合文

化会館 

青少年武道

館 
高野小学校 舞岳山荘 湯江小学校 

所在地 
有明町大三

東戊 1445 

有明町大三

東戊 1382 

有明町大三 

東戊 1450 

有明町大三

東丁 2133-1 

有明町大三

東戊 5580-2 

有明町湯江

丙 839 

備

蓄

品

名 

米飯 0 250 0 250 0 250 

パン 0 0 0 0 0 0 

飲料水 240 480 240 120 120 120 

ベッド 0 0 0 23 0 0 

毛布 0 20 0 30 30 111 

間仕切りｐ 0 0 0 16 0 18 

敷マット 0 0 0 48 64 0 

簡易トイレ 0 0 0 0 0 0 

携帯トイレ 0 0 0 0 0 0 

生理用品 0 0 0 0 0 0 

ミルク 0 0 0 0 0 0 

おむつ 0 0 0 0 0 0 
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備蓄施設名 

避難所等 

下折橋町集

合避難施設 

島原農業 

高校 
第一小学校 第一中学校 

北門集合避

難施設 
島原高校 

所在地 
下 折 橋 町

3691-1 

下 折 橋 町

4520 

城内一丁目

1129 

城内一丁目

1222 

北門町 130 城内二丁目

1130 

備

蓄

品

名 

米飯 2,750 0 0 0 0 0 

パン 1,000 0 0 0 0 0 

飲料水 19,656 480 240 240 240 480 

ベッド 113 0 0 0 0 0 

毛布 1,836 0 30 30 0 0 

間仕切りｐ 319 0 0 0 0 0 

敷マット 716 0 0 0 0 0 

簡易トイレ 263 0 0 0 0 0 

携帯トイレ 33,700 0 0 0 0 0 

生理用品 7,848 0 0 0 0 0 

ミルク 6,064 0 0 0 0 0 

おむつ 0 0 0 0 0 0 

 

備蓄施設名 

避難所等 

三会中学校 
三会小長貫

分校 
三会小学校 

農村環境改

善センター 
杉谷公民館 第四小学校 

所在地 
下 宮 町 甲

2511-2 

長 貫 町 丙

1902 

中 原 町 乙

1462 

中 原 町 乙

1935-3 

宇 土 町 乙

687-1 

宇 土 町 乙

670-1 

備

蓄

品

名 

米飯 0 0 250 250 250 250 

パン 0 0 0 0 0 0 

飲料水 480 240 240 240 240 120 

ベッド 0 0 0 10 10 10 

毛布 20 0 30 15 70 25 

間仕切りｐ 0 0 0 14 16 27 

敷マット 0 0 0 0 0 48 

簡易トイレ 0 0 0 0 0 0 

携帯トイレ 0 0 0 0 0 0 

生理用品 0 0 0 0 0 0 

ミルク 0 0 0 0 0 0 

おむつ 0 0 0 0 0 0 
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備蓄施設名 

避難所等 

島 原 商 業

高 校 

島 原 工 業

高 校 

島 原 

消 防 署 

島 原 特 別

支援学校 

森 岳 

公 民 館 

島 原 文 化

会 館 

所在地 

城 内 一 丁

目 1213 

本 光 寺 町

4353 

新 馬 場 町

872-2 

新田町 562 城 内 一 丁

目 1177 イ

第 3 

城 内 一 丁

目 1177-2 

備

蓄

品

名 

米飯 0 250 0 0 250 250 

パン 0 0 0 0 0 0 

飲料水 480 120 240 240 240 480 

ベッド 0 0 0 0 10 0 

毛布 0 0 0 0 29 111 

間仕切りｐ 0 0 0 0 21 18 

敷マット 0 0 0 0 16 0 

簡易トイレ 0 0 0 0 0 0 

携帯トイレ 0 0 0 0 0 0 

生理用品 0 0 0 0 0 0 

ミルク 0 0 0 0 0 0 

おむつ 0 0 0 0 0 0 

備蓄施設名 

避難所等 

第 二 

小 学 校 

霊 丘 公 民

館 

霊丘公園

体 育 館・ 

弓 道 場 

第 三 

小 学 校 

第 二 

中 学 校 

白 山 

公 民 館 

所在地 

萩 が 丘 二

丁目 5688 

新 町 二 丁

目 103-1 

弁 天 町 二

丁 目

7295-1 

広 馬 場 町

7758 

新 山 三 丁

目 8916 

西 八 幡 町

7657 

備

蓄

品

名 

米飯 0 250 250 0 0 250 

パン 0 0 0 0 0 0 

飲料水 480 230 960 120 480 240 

ベッド 0 10 20 10 0 5 

毛布 20 29 200 30 20 35 

間仕切りｐ 0 9 100 0 0 18 

敷マット 0 0 0 0 0 0 

簡易トイレ 0 0 0 0 0 0 

携帯トイレ 0 0 0 0 0 0 

生理用品 0 0 0 0 0 0 

ミルク 0 0 0 0 0 0 

おむつ 0 0 0 0 0 0 
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備蓄施設名 

避難所等 

新湊町集合

避難施設 

島 原 

中央高校 

第 五 

小 学 校 
安中公民館 

第 三 

中 学 校 

島原復興ア

リーナ（メ

イン・サブ） 

所在地 
新湊二丁目

丙 2024-2 

船 泊 町 丁

3415 

大 下 町 丙

1049-1 

大 下 町 丙

1114-第 1 

梅 園 町 丁

2898 

平成町 2-1 

平成町 2-2 

備

蓄

品

名 

米飯 1,000 250 0 0 0 0 

パン 0 0 0 0 0 0 

飲料水 480 240 480 120 480 0 

ベッド 920 23 0 0 0 0 

毛布 1,228 60 20 0 20 0 

間仕切りｐ 85 16 0 0 0 0 

敷マット 6 48 0 0 0 0 

簡易トイレ 115 0 0 0 0 0 

携帯トイレ 10,200 0 0 0 0 0 

生理用品 0 0 0 0 0 0 

ミルク 0 0 0 0 0 0 

おむつ 0 0 0 0 0 0 
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２－１８ 高潮浸水想定区域内にある避難促進施設 

令和８年５月現在 

連番 区分 施設名 所在地 連絡先 標 高 備 考 

1 

福祉

施設 

第一都久志荘 新田町 284-2 63-1673 ２  

2 第二都久志荘 新田町 530-3 62-5679 ２  

3 第三都久志荘 宮の町 245-2 64-4151 ４  

4 明けの星寮 宮の町 626-1 63-7280 ２  

5 銀の星学園 宮の町 249-1 62-2961 ３  

6 きらり悠久会作業所 新田町 282-2 73-9866 ２  

7 学校 島原特別支援学校 新田町 562 64-4463 ３  

8 
医療

施設 
前田医院 新田町 587-2 62-6501 ３  

 

 

 

 

２－１９ 土砂災害警戒区域内にある避難促進施設 

令和８年５月現在 

 

 

 

 

連番 施設名 所在地 連絡先 
標 高

(m) 
備 考 

1 第五小学校 大下町丙 1049 62-2761 48 
 

2 中木場保育園 大下町丙 1047 64-2135 52 
 

3 春陽保育園 萩が丘 1-5624-2 62-5556 57 
 

4 デイサービス 宝生園 杉山町甲 673-1 64-5608 64 
 

5 
デイサービス 

およりの郷 
門内町丙 622-1 64-1150 63 

 

6 つばさホーム 門内町丙 628 62-5722 63 
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２－２０ 津波災害警戒区域内にある避難促進施設 

令和８年５月現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連

番 
区分 施設名 所在地 連絡先 

標 高 

（m） 

備 考 

1 

福祉

施設 

 第一都久志荘 新田町 284-2  63-1673   ２  

2  第二都久志荘 新田町 530-3 62-5679 ２  

3  第三都久志荘 宮の町 245-2 64-4151 ４  

4 明けの星寮 宮の町 626-1 63-7280 ２  

5 銀の星学園 宮の町 249-1 62-2961 ３  

6  きらり悠久会作業所 新田町 282-2 73-9866 ２  

7 学校 島原特別支援学校 新田町 562 64-4463 ３  

8 
医療

施設 
前田医院 新田町 587-2 62-6501 ３ 
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２－２１ 活動火山対策特別措置法に基づく避難促進施設 

 

令和８年５月現在 

 

 

 

 

  

 

連番 
区分 施設名 所在地 連絡先 

標 高 

（m） 

（対象となる火山

現象） 

1 

学校 

高野小学校 有明町大三東丁 2133-1  68-0034 119 
火砕流 

（火砕サージ含む） 

2 三会小学校長貫分校 長貫町丙 1902  62-3991 143 
火砕流 

（火砕サージ含む） 

3 第五小学校 大下町丙 1049  62-7504 48 
火砕流 

（火砕サージ含む） 

4 

保育

園 

恵祥保育園 有明町大三東丁 2106-4  68-1371 109 
火砕流 

（火砕サージ含む） 

5 三会保育園 油堀町丙 652 63-2268 169 
火砕流 

（火砕サージ含む） 

噴石 

6 中木場保育園 大下町丙 1047 64-2135 52 
火砕流 

（火砕サージ含む） 

7 

福祉

施設 

グループホーム野の花 江里町乙 2346-1 65-5111 99 
火砕流 

（火砕サージ含む） 

噴石 

8 島原療護センター 礫石原町甲 1201-91 64-5131 285 
火砕流 

（火砕サージ含む） 

噴石・溶岩流 

9 松光学園 立野町丙 1900-19 64-0187 300 
火砕流 

（火砕サージ含む） 

噴石・溶岩流 

10 デイサービスしまばら 江里町乙 2353-1 65-5118 94 
火砕流 

（火砕サージ含む） 

噴石 

11 
デイサービス 

およりの郷 
門内町丙 622-1 64-1150 63 

火砕流 

（火砕サージ含む） 

12 つばさホーム 門内町丙 628 65-5722 63 
火砕流 

（火砕サージ含む） 

13 
その

他 

平成新山ネイチャーセ

ンター 
南千本木町垂木台地 63-6752 485 

火砕流 

（火砕サージ含む） 

噴石 

14 
島原市有明農林漁業体

験実習施設(舞岳山荘) 
有明町大三東戊 5580-2 68-5888 388 

火砕流 

（火砕サージ含む） 

噴石・溶岩流 
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２－２２ 受援時等の宿泊候補施設一覧 

 

受援時の宿泊候補施設一覧（１） 

 【島原市】   令和 8 年４月 

№ 施 設 名 住 所（島原市） 
連絡先

（0957） 
室数 備考 

1 ホテル南風楼 弁天町 2 丁目 7331-1 62-5111 95   

2 東洋九十九ベィホテル 秩父が浦町丁 3552-53 62-3111 52   

3 HOTEL シーサイド島原      新湊町 1 丁目 38-1  64-2000 85   

4 HOTEL 水脈 mio 万町 503-5 73-9030 2   

5 旅館海望荘 下川尻町 45 62-2225 18   

6 藤乃井旅館 湊町 22 62-4406 7   

7 新山温泉上の湯 新山 4 丁目 8826 63-2290 10   

8 島原ステーションホテル花みずき 中町 548-1 62-1000 43   

9 島原東洋シティホテル 湊町 299 62-3120 42   

10 ビジネスホテルとらや 湊町 1-4 63-3332 27   

11 島原白山ホテル 中組町 19 63-5400 40   

12 ビジネスホテル千鳥 弁天町 2 丁目 7393-4 62-4845 28   

13 島原東洋パークサイドホテル 白土桃山 1 丁目 1284-1 63-0011 81   

14 島原ステーションホテル 今川町 930 65-0666 52   

15 民宿 しまばら 杉山町甲 510 62-2681 9   

16 民宿 浪花 秩父が浦町丁 3523-20  63-2168 8   

17 民宿 花月 田町 783 62-3031 13   

18 体験実習施設「舞岳山荘」 有明町大三東戊5580-2 68-5888 14   
      
 【南島原市】     

№ 施 設 名 住 所（南島原市） 
連絡先

（0957） 
室数 備考 

1 ザ・マーキーズ 深江町丙 760 番地 72-2031 30(人)   

2 雲仙みかどホテル本館 西有家町甲 5292 番地 2 72-5420 156   

3 潮湯旅館 西有家町須川 242 番地 82-3121 10   

4 須川観光ホテル 西有家町須川 1100 番地 38 82-3967 12   

5 エコ・パーク論所原 北有馬町丙 4731 番地 1  65-7056  1 ケビン  

6 原城温泉 真砂 南有馬町丁 133 番地 85-3155 14   

7 原城の宿 城 南有馬町丁 170 番地 85-2020 15   

8 
口之津温泉しらはま 

ビーチホテル 
口之津町甲 2829 番地 1 86-3030 77(人)   

9 隣のたこちゃん 口之津町丁 5846 番地 2 86-3883 1   

10 民宿まつお 口之津町丁 158 番地 86-3944 8   

11 雲仙館 加津佐町己 2817 番地 1 87-2052 7   

12 ときわ屋旅館 加津佐町己 2710 番地 87-2013 3 
休館

中 

13 民宿太陽 加津佐町己 2818 番地 1 87-4964 7   

14 かづさオートキャンプ場 加津佐町乙 430 番地  73-6632  ８区画 
キャン

プ場  
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受援時等の宿泊候補施設一覧（２） 
 【雲仙市】   令和８年４月 

№ 施 設 名 住 所（雲仙市） 
連絡先

（0957） 
室数 備考 

1 半水盧  小浜町雲仙 380-1  73-2111  14   

2  ゆやど雲仙新湯  小浜町雲仙 320 番地  73-3301  49   

3 素泊まりの宿森の家  小浜町雲仙 380-13  73-3615 5    

4 雲仙温泉 青雲荘  小浜町雲仙 500-1  73-3273  63   

5 雲仙いわき旅館  小浜町雲仙 318 番地  73-3338  35   

6 コンドミニアム 雲仙よか湯  小浜町雲仙 380 番地  73-2002  9   

7 民宿進藤  小浜町雲仙 434-3  73-2323 11   

8 有明ホテル  小浜町雲仙 380  73-3206  47   

9 雲仙湯元ホテル  小浜町雲仙 316 番地  73-3255  44   

10 丸登屋旅館 小浜町雲仙 467  73-3457 20   

11 東園  小浜町雲仙 181  73-2588  27   

12 民芸モダンの宿 雲仙福田屋  小浜町雲仙 380-2  73-2151  34   

13 雲仙スカイホテル  小浜町雲仙 323-1  73-3345 47   

14 Mt,Resort 雲仙九州ホテル  小浜町雲仙 320  73-3234  25   

15 民宿 関荘  小浜町雲仙 214  73-3477 10   

16 民宿 雲仙  小浜町雲仙 140  73-3525 12   

17 TSUDOI guest house  小浜町雲仙 323-2-2  60-4225 2   

18 湯快リゾート 雲仙東洋館  小浜町雲仙 128 番地  73-3243 149   

19 なごみのやど旅館富士屋  小浜町北本町 927-3  74-2155  8   

20  つたや旅館  小浜町北本町 907  74-2134  20   

21 旅館山田屋  小浜町北本町 905-7  75-0505  12   

22 湯宿蒸気家  小浜町北本町 14-7  74-2101  16   

23 ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ・ｽﾊﾟﾎﾃﾙ ｵﾚﾝｼﾞﾍﾞｲ  小浜町マリーナ 20-3  76-0881  7   

24 ビジネス小浜タウンホテル  小浜町北本町 877-6  74-3590  14   

25 福徳屋旅館  小浜町北本町 930  74-2181  18   

26 旅館ゆのか  小浜町北本町 905-26  75-0100 11   

27 寿楽 小浜町北本町 942-8 76-0660 23   

28 むつみの宿 旅館和多屋  小浜町北本町 930  74-2234  10   

29 旅館 國﨑  小浜町南本町 10-8  74-3500  10   

30 やまぼうし 小浜町南本町 10-11  74-3500 10   

31 伊勢屋  小浜町北本町 905  74-2121  24   

32 小浜ビジネスホテル  小浜町北本町 114-12  75-0331  10   

33 浜観ホテル  小浜町北本町 1681  74-2222  87   

34 ジスコホテル小浜温泉 小浜町南本町 145-2  61-1250 36   

35 遊学の館  国見町神代丙 1230-1  78-3331  9   

36 割烹旅館 観月荘  国見町多比良 293  78-2027  9   

37 末廣旅館  国見町神代乙 370  78-2716 1   

38 旅館松栄  国見町神代 349 78-2719  1   

39 奥雲仙 寿妙院  国見町土黒庚 2323  78-3521 1   

40 HOTEL AZ 長崎雲仙店  瑞穂町古部乙 10-9  77-4401  91   

41 ふれあい会館  瑞穂町西郷幸 621-8  77-4111 9   

42 長崎県立千々石少年自然の家  千々石町乙 1486-2  37-2769  16   

43 春日屋 愛野町甲有明 3995  36-0118  7   
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３－１ 災害時の連絡先 

 

機関名 通常時電話番号 休日・夜間電話番号 

国 

内閣府 代表 03-5253-2111 代表 03-5253-2111 

消防庁 代表 03-5253-5111 宿直室 03-5253-7777 

九州管区警察局 代表 092-622-5000 代表 092-622-5000 

九州厚生局 代表 092-472-2361 代表 092-472-2361 

九州農政局 代表 096-211-9111 代表 096-211-9111 

九州農政局長崎県拠点 農政推進グループ 095-845-7123 農政推進グループ 095-845-7123 

九州防衛局 
企画部地方調整課

地方協力確保室 
092-483-8816 当直室 092-483-8832 

九州地方整備局 企画部防災課 092-476-3544 代表 092-471-6331 

雲仙復興事務所 調査・品質確保課 0957-64-4171 調査・品質確保課 0957-64-4171 

長崎港湾・空港整備事務所 保全課 095-878-5203 副所長 090-5486-4126 

九州経済産業局 企画部総務課 092-482-5405 企画部総務課 090-7396-9444 

九州産業保安監督部 管理課 092-482-5927     

福岡財務支局長崎財務事務所 総務課 095-827-7095     

九州総合通信局 無線通信部陸上課 096-326-7857     

九州森林管理局 企画調整室 096-328-3511     

長崎森林管理署 総務グループ 090-3329-4407 代表   

長崎海上保安部 警備救難課 095-827-5134 警備救難課 095-827-5134 

佐世保海上保安部 警備救難課 0956-31-6003 警備救難課 0956-31-6003 

対馬海上保安部 警備救難課 0920-52-0118 警備救難課 0920-52-0118 

三池海上保安部 警備救難課 0944-53-0521 警備救難課 0944-53-0521 

大阪航空局長崎空港事務所 総務課 0957-53-6151     

九州運輸局長崎運輸支局 総務企画担当 095-822-0010     

長崎地方気象台 防災 095-811-4862   

長崎労働局 総務課 095-801-0020     

自衛隊 

陸上自衛隊第 16 普通科連隊 代表 0957-52-2131 代表 0957-52-2131 

海上自衛隊佐世保地方総監部 代表 0956-23-7111 代表 0956-23-7111 

航空自衛隊西部航空方面隊司令部 代表 092-581-4031 代表 092-581-4031 

県 

災害対策本部 危機管理課 095-824-3597 防災室 095-825-7855 

長崎県警察本部 代表 095-820-0110 代表 095-820-0110 
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島原振興局 総務課 0957-63-5036 代表 0957-63-0111 

消防局（本部） 

島原地域広域市町村圏組合消防本部 代表 0957-62-7711 代表 0957-62-7711 

公共機関 

日本銀行長崎支店総務課 総務課 095-820-6110     

日本赤十字社長崎県支部 事業推進課 095-821-0680 事業推進課長 090-7152-1222 

日本放送協会長崎放送局 企画総務 095-821-1115 放送部 095-821-3121 

西日本高速道路㈱九州支社 
保全ｻｰﾋﾞｽ事業部

保全ｻｰﾋﾞｽ統括課  ゚
092-717-1730 

保全ｻｰﾋﾞｽ事業部

保全ｻｰﾋﾞｽ統括課 
092-717-1730 

九州旅客鉄道㈱長崎支社 総務企画課 095-827-4050 長崎駅 095-822-0063 

西日本電信電話㈱長崎支店 災害対策室 095-893-8059 災害対策室 095-893-8059 

日本郵便㈱島原支店 代表 0957-65-4602 代表 0957-65-4602 

日本通運㈱ 長崎支店 代表 095-846-2111 代表 095-846-2111 

九州電力㈱島原配電事業所 代表 0957-62-8083 代表 0957-62-8083 

(社)島原医師会 (一社)島原医師会代表 0957-62-4453 (一社)島原医師会代表 0957-62-4453 

(社)島原南高歯科医師会 事務局 0957-62-3507 事務局 0957-62-3507 

(一社)島原薬剤師会 事務局 0957-65-0301 事務局 0957-65-0301 

西部ガス㈱ 島原営業所 代表 0957-63-1313 代表 0957-63-1313 

(一社)長崎県ＬＰガス協会 事務局 095-824-3770     

(一社)長崎県バス協会 代表 095-822-9018     

(公社）長崎県トラック協会 代表 095-838-2281     

島原鉄道㈱ 鉄道部鉄道課 0957-62-2232 鉄道課運行指令所 0957-62-6623 

熊本フェリー㈱ 島原支店 0957-65-0701 島原支店 0957-65-0701 

九州商船㈱ 総務部庶務課 095-822-9151 当直室 095-822-4748 

長崎放送㈱ 報道部 095-823-1533 報道部 095-823-1533 

㈱テレビ長崎 報道部 095-827-2000 報道部（守衛） 095-827-2000 

長崎文化放送㈱ 報道制作局 095-843-7004 報道制作局 095-843-7004 

㈱長崎国際テレビ ＮＩＢ報道部 095-820-3001 ＮＩＢ報道部 095-820-3001 

㈱エフエム島原 放送部 0957-62-0885 放送部 0957-62-0885 

㈱長崎新聞社 代表 095-844-2111 代表 095-844-2111 

（長崎県地域防災計画 資料編令和７年６月修正より）
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３－２ アマチュア無線局 

 

日本アマチュア無線連盟 島原レピータ局管理団体名簿 
                 

 

 

 

 

 

 

局    名 氏     名 

J Ｅ ６ Ｕ Ｅ Ｒ 堀 川 悠 仁 

Ｊ Ｈ ６ Ｋ Ｘ Ｃ 林 田  勉 

Ｊ Ｈ ６ Ｍ Ｇ Ｙ 島 田 和 義 

Ｊ Ｅ ６ Ｖ Ｄ Ｂ 原  嗣 典 

Ｊ Ａ ６ Ｖ Ｓ Ｃ 櫻 木 政 信 

Ｊ Ｏ ６ Ｅ Ｆ Ｌ 石 村 和 博 

J Ｎ ６ Ａ Ａ Ｈ 宇 土 幸 正 

Ｊ Ｈ ６ Ｋ Ｔ Ｑ 木 村 幸 二 

Ｊ Ｐ ６ Ｖ Ｚ Ｎ 荒 木 万 勝 
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水害に関する防災行動計画（タイムライン） 

  

 

洪水 

気象情

報等 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

  

 

 

    

          

          

          

          

 

3
-
3 

３
－
３

 
防
災

行
動

計
画
（

タ
イ
ム

ラ
イ
ン

）
 

➡ 時間の流れ ➡ 

市の 
体制 

●高齢者等 
避難 

 

 
●避難指示 

 
●緊急安全確保 

多 

◆避難所の増設検討 
 

◆避難所の増設 
 

◆避難所開設の検討 
 

◆避難所の開設 
 

●警戒体制 
 

●災害警戒本部体制 
（第１配備） 

●災害警戒本部体制 
（第２配備） 
 

◎気象情報の収集 
１時間ごとの河川水位、流域雨量指数の予

測値、実況雨量、予測雨量の確認 

◎継続的な気象情報の収集 
１０分ごとの河川水位、流域雨量指数の予測値 
、実況雨量、予測雨量の確認 

雨量 

対応

行動 

避難

所等 

避難

指示

等 

●災害対策本部 
体制（第３配備） 

 

●災害対策本部 
体制（第４配備） 

 

水防団

の体制 
◇水防団待機水

位（待機） 
 

◇氾濫注意水位 
（水防団出動） 
 

◇氾濫危険水位 
（水防団警戒） 
 

・気象防災速報（記録的

短時間大雨） 
・レベル４氾濫危険警報 
・レベル４大雨危険警報 

・台風の進路上で暴風域

に入る可能性大 
・洪水キキクル「紫」 

・レベル３氾濫警報 
・レベル３大雨警報

及び暴風等の警

報 
・洪水キキクル「赤」 

・レベル５氾濫特別警報 
・レベル５大雨特別警報 
・市内において相当の被

害が発生、またはその

恐れがある場合 
・洪水キキクル「黒」 

・市全域にわたり甚

大な被害が発生、

またはその恐れ

がある場合 

・レベル２氾濫注意報 

・レベル２大雨注意報 

・洪水キキクル「黄」 
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土砂災害に関する防災行動計画（タイムライン） 

  

 

土砂 

 

 

災害 

気象情

報等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

  

 

    

          

          

          

➡ 時間の流れ ➡ 

・レベル２土

砂災害注意報 

・土砂キキク

ル「黄」 

・気象防災速報（記録的

短時間大雨） 
・台風の進路上で暴風域

に入る可能性大 
・レベル４土砂災害危険

警報が発表  
・局地的な災害が発生 

またはその可能性があ

る場合 
・土砂キキクル「紫」 

 

・レベル５土砂災害特

別警報が発表された

場合。 
・市内において相当の

被害が発生、または

その恐れがある場

合 
・土砂キキクル「黒」 

 

・市全域にわたり甚

大な被害が発生、

またはその恐れ

がある場合 

・レベル３土砂災害警

報及び暴風等の警報 
・夜間～早朝にかけて

レベル３土砂災害警

報に切り替わる可能

性がある場合 
・土砂キキクル「赤」 

市の 
体制 

●高齢者等 
避難 

 

 
●避難指示 

 
●緊急安全確保 

多 

◆避難所の増設検討 
 

◆避難所の増設 
 

◆避難所開設の検討 
 

◆避難所の開設 
 

●警戒体制 
 

●災害警戒本部体制 
（第１配備） 

●災害警戒本部体制 
（第２配備） 

◎気象情報の収集 
１時間ごとの河川水位、流域雨量指数の予

測値、実況雨量、予測雨量の確認 

◎継続的な気象情報の収集 
１０分ごとの河川水位、流域雨量指数の予測値 
、実況雨量、予測雨量の確認 

雨量 

対応

行動 

避難

所等 

避難

指示

等 

●災害対策本部 
体制（第３配備） 

●災害対策本部 
体制（第４配備） 

３
－
３
 

防
災
行
動

計
画
（
タ
イ

ム
ラ
イ

ン
）
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高潮災害に関する防災行動計画（タイムライン） 

  

 

高潮 

 

 

災害 

気象情

報等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

  

 

    

          

          

          

3
-
3 

➡ 時間の流れ ➡ 

・レベル２高

潮注意報が

発表された

場合 

・レベル４高潮危険警報

が発表され、局地的な

災害が発生またはその

恐れがある場合 
・夜間～早朝にかけて台

風の暴風域に入ること

が予想される場合 
・避難の必要性について

情報提供があった場合 
 

 

・レベル５高潮特別警報が発表された場合 
・高潮氾濫発生情報が発表された場合 
・海岸堤防の倒壊や、その他被害等発生の通報を

受けた場合 
・危険潮位 3.8ｍを超える場合 

・レベル３高潮警報が

発表された場合 

市の 
体制 

●高齢者等 
避難 

 

 
●避難指示 

 
●緊急安全確保 

多 

◆避難所の増設検討 
 

◆避難所の増設 
 

◆避難所開設の検討 
 

◆避難所の開設 
 

●警戒体制 
 

●災害警戒本部体制 
（第１配備） 

●災害警戒本部体制 
（第２配備） 

◎気象情報の収集 
１時間ごとの河川水位、流域雨量指数の予

測値、実況雨量、予測雨量の確認、台風の進

路・潮位の確認 
重点地域の巡回や住民への周知に努める 

◎継続的な気象情報の収集 
１０分ごとの河川水位、流域雨量指数の予測値、 
実況雨量、予測雨量の確認・警戒区域の潮位の確認 

雨量 

対応

行動 

避難

所等 

避難

指示

等 

●災害対策本部 
体制（第３配備） 

●災害対策本部 
体制（第４配備） 

３
－
３
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画
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４－１ 島原市防災会議条例 

 

 

昭和 38 年 ３月 29日条例第 10号 

昭和 44 年 ７月 11日条例第 21号 

昭和 45 年 ６月 20日条例第 28号 

昭和 53 年 ６月 28日条例第 21号 

平成 ７年 ９月 29日条例第 20号 

平成 11 年 12 月 22 日条例第 35号 

平成 25 年 ３月 26日条例第 12号 

                            令和 8 年 ３月 24 日条例第 4号 

 

島原市防災会議条例 

（目的） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 16条第６項の規定に基づき、

島原市防災会議（以下「防災会議」という。）の所掌事務及び組織を定めることを目的とする。 

 

（所掌事務） 

第２条 防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(１) 島原市地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

(２) 水防計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

(３) 市長の諮問に応じて市の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 

(４) 前号に規定する重要事項に関し、市長に意見を述べること。 

(５) 前４号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務 

 

（会長及び委員） 

第３条 防災会議は、会長及び委員 40人以内で組織する。 

２ 会長は、市長をもつて充てる。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 会長に事故あるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

５ 委員は、次に掲げる者のいずれかのうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

(１)  指定地方行政機関の職員のうち、市長が定める職にある者。 

(２)  陸上自衛隊の自衛官のうち、市長が定める職にある者 

(３)  長崎県の知事の部内の職員のうち、市長が定める職にある者 

(４)  長崎県警察の警察官のうち、市長が定める職にある者 

(５)  市長の部内の職員のうち、市長が定める職にある者 

(６)  島原市教育委員会教育長 

(７)  島原地域広域市町村圏組合消防本部の消防長 

(８)  島原市消防団長 

(９)  指定公共機関又は指定地方公共機関の職員 

(10)  自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者 

６ 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 
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７ 前項の規定にかかわらず、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期

間とする。 

 

（専門委員） 

第４条 防災会議に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、関係地方行政機関の職員・長崎県の職員・市の職員・関係指定公共機関の職員・

関係指定地方公共機関の職員及び学識経験のある者のうちから、市長が任命する。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 

 

（雑則） 

第５条 前各条に定めるもののほか、防災会議の議事その他防災会議の運営に関し必要な 

 事項は、会長が防災会議にはかつて定める。 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

附 則（昭和 44 年７月 11 日条例第 21号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

附 則（昭和 45 年６月 20 日条例第 28号） 

 この条例は、公布の日から施行し、昭和 45 年４月１日から適用する。 

 

附 則（昭和 53 年 6 月 28 日条例第 21号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

附 則（平成 7年 9月 29 日条例第 20 号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

附 則（平成 11 年 12 月 22 日条例第 35号） 

１ この条例は、平成 12年４月 1日から施行する。 

２ 島原市水防協議会条例（昭和 56 年島原市条例第 12号）は、廃止する。 

３ 島原市報酬及び費用弁償条例（昭和 31 年島原市条例第 19 号）の一部を次のように改正する。 

   

別表第１中水防協議会委員の項を削る。 

 

附 則（平成 25 年 3 月 26 日条例第 12号） 

 この条例は、公布の日から施行する 

 

附 則（令和 8年 3月 24 日条例第 4 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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４－２ 島原市防災会議委員名簿                   （令和8年 5月現在） 

                                                     

会 長 島 原 市 市 長 古 川 隆 三 郎 

 委 員  号 所 属 機 関 名 役 職 名 氏   名 

01 

1 

長 崎 地 方 気 象 台 次 長 堀 田 幸 男 

02 長 崎 森 林 管 理 署 署 長 小 野 貴 行 

03 国 土 交通 省 長 崎 河 川国 道 事 務所 砂 防課 課 長 岡 本  徹 

04 2 陸 上 自 衛 隊 第 十 六 普 通 科 連 隊 第 1 中 隊 長 吉 村 雄 太 

05 

3 

長 崎 県 島 原 振 興 局 局 長 吉 田 稔 

06 長 崎 県 島 原 振 興 局 管 理 部 長 松 尾 亮 子 

07 長 崎 県 島 原 振 興 局 農 林 水 産 部 長 清 水 孝 司 

08 長 崎 県 島 原 振 興 局 建 設 部 長 木 戸 正 敏 

09 長 崎 県 島 原 振 興 局 保 健 部 長 安 藤 隆 雄 

10 長 崎 県 島 原 病 院 院 長 蒲 原 行 雄 

11 4 島 原 警 察 署 署 長 松 本 健 

12 5 島 原 地 域 広 域 市 町 村 圏 組 合 消 防 長 亀 川 高 政 

13 

 

 

 

6 

島 原 市 副 市 長 金 子 忠 教 

14 島 原 市 市 長 公 室 長 鍬 取 寛 泰 

15 島 原 市 総 務 部 長 園 田 尊 博 

16 島 原 市 市 民 部 長 松 田 博 文 

17 島 原 市 福 祉 保 健 部 長 松 本 直 喜 

18 島 原 市 農 林 水 産 部 吉 田 修 三 

19 島 原 市 建 設 部 長 中 川 正 秀 

20 島 原 市 商 工 観 光 部 長 園 田 隆 幸 

21 7 島 原 市 教 育 委 員 会 教 育 長 堀 口 達 也 

22 8 島 原 市 消 防 団 団 長 金 子 宗 弘 

23 

9 

島 原 市 社 会 福 祉 協 議 会 会 長 松 尾 豪 彦 

24 西 部 ガ ス ㈱ 島 原 事 業 所 所 長 山 田 勇 一 

25 島 原 鉄 道 ㈱ 代表取締役社長 山 中  剛 

26 九 商 フ ェ リ ー ㈱ 管 理 部 長 本 田 光 政 

27 熊 本 フ ェ リ ー ㈱ 島 原 支 店 支 店 長 松 岡 浩 二 

28 Ｎ Ｈ Ｋ 長 崎 放 送 局 コンテンツセンタ-長 飯 沼 智 

29 九州電力送配電株式会社 島原配電事業所 所 長 椎 原 光 彦 

30 一 般 社 団 法 人 島 原 市 医 師 会 会 長 髙 尾 雅 己 

31 九 州 大 学 特 任 教 授 松 島  健 

32 

10 

安 中 地 区 自 主 防 災 会 相 談 役 横 田 哲 夫 

33 行 政 相 談 委 員 ア ド バ イ ザ ー 珠 林 成 子 

34 防 災 士 会 島 原 支 部 会 員 松 本 久 仁 子 

35 島 原 女 性 防 災 ク ラ ブ 代 表 岡 本 ル ミ 

 島 原 市 防 災 ア ド バ イ ザ ー 
山口大学大学院 

准 教 授 
瀧 本 浩 一 
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４－３ 

 島原市災害対策本部条例 

 

昭和 38 年３月 29 日条例第 11号       

平成 25 年３月 26 日条例第 12号 

改正 

 

島原市災害対策本部条例 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号）第 23 条の２第８項の規定 

 に基づき、島原市災害対策本部に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

 

 （組織） 

第２条 災害対策本部長は、災害対策本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。 

２ 災害対策副本部長は、災害対策本部長を助け、災害対策本部長に事故があるときは、 

 その職務を代理する。 

３ 災害対策本部員は、災害対策本部長の命を受け、災害対策本部の事務に従事する。 

 

 （部） 

第３条 災害対策本部長は、必要と認めるときは、災害対策本部に部を置くことができる。 

２ 部に属すべき災害対策本部員は、災害対策本部長が指名する。 

３ 部に部長を置き、災害対策本部長の指名する災害対策本部員がこれに当たる。 

４ 部長は、部の事務を掌理する。 

 

 （雑則） 

第４条 前各条に定めるもののほか、災害対策本部に関し必要な事項は、災害対策本部長 

 が定める。 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

附 則（平成 25 年３月 26 日条例第 12号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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４－４ 島原市消防団設置条例 

 

昭和 40 年 10 月９日条例第 26号 

平成 19 年 １月４日条例第 ２号 

改正 

 

 

島原市消防団設置条例 

 

 

（目的） 

第１条 この条例は、消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号）第 18 条第１項の規定に基づき、消

防団の設置、名称及び区域について定めることを目的とする。 

 

（消防団の設置、名称及び区域） 

第２条 本市における水火災又は地震等の災害を防除し、及びこれらの災害による被害を軽減す

るため、消防団を置く。 

 

２ 消防団の名称及び区域は、次のとおりとする。 

名称 区域 

島原市消防団 本市内一円 

 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

附 則（平成 19 年１月４日条例第２号） 

この条例は、公布の日から施行する。（後略） 
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４－５ 島原市消防団員の定員、任免、職務等に関する条例 

 

昭和 40 年 10 月９日条例第 27号 

改正 

昭和 44 年３月 28 日条例第６号 

昭和 45 年３月 31 日条例第５号 

昭和 46 年３月 31 日条例第 12号 

昭和 47 年３月 31 日条例第４号 

昭和 48 年３月 31 日条例第 11号 

昭和 49 年３月 27 日条例第 11号 

昭和 50 年３月 31 日条例第５号 

昭和 51 年３月 30 日条例第 13号 

昭和 52 年３月 29 日条例第 10号 

昭和 53 年 10 月３日条例第 25号 

昭和 56 年３月 25 日条例第 13号 

昭和 57 年 12 月 25 日条例第 23号 

昭和 59 年３月 27 日条例第５号 

昭和 61 年３月 31 日条例第 12号 

昭和 63 年３月 28 日条例第９号 

平成２年３月 30 日条例第８号 

平成２年 10 月２日条例第 22号 

平成４年３月 30 日条例第９号 

平成６年３月 30 日条例第８号 

平成８年３月 28 日条例第７号 

平成 10 年３月 30 日条例第９号 

平成 12 年３月 24 日条例第４号 

平成 15 年３月 27 日条例第２号 

平成 17 年 12 月５日条例第 85号 

平成 18 年３月 30 日条例第１号 

平成 19 年１月４日条例第２号 

平成 23 年 12 月 22 日条例第 14号 

令和元年 9月 30 日条例第 45号 

令和 4年 4月 30 日条例第 4 号 

 

 

 

 

島原市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例 

 

 

（目的） 

 

第１条 この条例は、消防組織法（昭和 22年法律第 226 号）第 19 条第２項及び第 23条の規定に

基づき、非常勤の消防団員（以下「団員」という。）の定員、任免、給与、服務等について定める

ことを目的とする。 

（定員） 
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第２条 団員の定数は、639 人とする。 

（任命） 

第３条 消防団長（以下「団長」という。）は消防団の推薦に基づき市長が任命し、その他の団員

は、次の各号の資格を有する者のうちから、市長の承認を得て団長が任命する。 

(１) 消防団の区域内に居住し、又は勤務する者 

(２) 年齢 18歳以上の者 

(３) 志操堅固で、かつ、身体強健な者 

（欠格条項） 

第４条 次の各号のいずれかに該当する者は、団員となることができない。 

(１) 禁錮(こ)以上の刑に処せられ、その執行を終るまでの者又はその執行を受けることがなく

なるまでの者 

(２) 第６条の規定により懲戒免職の処分を受け、当該処分の日から２年を経過しない者 

(３) ６箇月以上の長期にわたり居住地を離れて生活することを常とする者 

（分限） 

第５条 任命権者は、団員が次の各号のいずれかに該当する場合においては、その意に反して、

これを降任し、又は免職することができる。この場合において、団長が当該処分をするときは、

あらかじめ市長の承認を得なければならない。 

(１) 勤務成績が良くない場合 

(２) 心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれにたえない場合 

(３) 前２号に規定する場合のほか、団員に必要な適格性を欠く場合 

(４) 定数の改廃又は予算の減少により過員を生じた場合 

２ 団員は、次の各号のいずれかに該当するに至つたときは、その身分を失う。 

(１) 前条第２号を除く各号のいずれかに該当するに至つたとき。 

(２) 消防団の区域外に転住し、又は転勤したとき。 

（懲戒） 

第６条 任命権者は、団員が次の各号のいずれかに該当する場合においては、懲戒処分として戒

告、停職又は免職することができる。この場合において、団長が当該処分をするときは、前条第

１項後段の規定を準用する。 

(１) 消防に関する法令並びに条例又は規則に違反した場合 

(２) 職務上の義務に違反し、又は職務を怠つた場合 

(３) 団員としてふさわしくない非行があつた場合 

２ 停職は、１箇月以内の期間を定めて行う。 

（分限及び懲戒の処分手続） 

第７条 分限及び懲戒に関する処分の手続については、別に定める。 

（服務） 
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第８条 団員は、団長の招集によつて出動し、職務に従事するものとする。ただし、招集を受け

ない場合であつても、水火災その他の災害の発生を知つたときは、あらかじめ指定するところに

従い直ちに出動し、職務に従事しなければならない。 

第９条 団員であつて 10日以上居住地を離れる場合は、団長にあつては市長に、その他の者にあ

つては団長に届け出なければならない。ただし、特別の事情がない限り団員の半数以上が同時に

居住地を離れることはできない。 

第 10 条 団員は、職務上知り得た秘密を他にもらしてはならない。 

第 11 条 団員は、消防団の正常な運営を阻害し、若しくは著るしくその活動能力を低下させる等

の集団的行動を行つてはならない。 

（報酬） 

第 12 条 団員の報酬は、年額報酬及び出動報酬とする。 

２ 団員には、次により年額報酬を支給する。 

(１) 団長 年額 82,500 円 

(２) 副団長 年額 69,000 円 

(３) 本部部長 年額 50,500 円 

(４) 分団長 年額 50,500 円 

(５) 副分団長 年額 45,500 円 

(６) 部長 年額 38,000 円 

(７) 班長 年額 37,000 円 

(８) その他の団員 年額 36,500 円 

３ 団員が災害、警戒、訓練等の職務に従事する場合においては、次により出動報酬を支給

する。 

(１) 災害の場合 １日につき 8,000 円 

(２) 警戒の場合 １日につき 3,500 円 

(３) 訓練等の場合 １日につき 3,500 円 

４ 年額報酬は、年額を２分し、９月及び３月にこれを支給する。 

５ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、それぞれの勤務した

期間に応じて月割計算した額を支給する。 

(１) 年の中途において、団員となったとき、又はその職を離れたとき、若しくは死亡し

たとき。 

(２) 年の中途において、報酬年額の異なる階級に異動したとき。 

６ 出動報酬は、第３項に掲げる職務の従事に係る報告がなされた日の属する 月の翌月に

支給する。 
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（費用弁償） 

第 13 条 団員が公務のために旅行する場合においては、費用弁償を支給するものとし、その額

は、島原市旅費支給条例（昭和28年島原市条例第17号）の例による。 

２ 前項の規定により、支給する旅費相当額は、団長については副市長の職にある者の旅費相

当額を、副団長については一般職の職員の６級以下４級以上の職にある者の旅費相当額を、

本部部長、分団長、副分団長、部長、班長及びその他の団員については一般職の職員の３

級以下の職にある者の旅費相当額を費用弁償として支給する。 

３ 費用弁償は、その都度支給する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第 12条及び第 13条の規定は、昭和 40年４

月１日から適用する。 

（条例の廃止） 

２ 島原市消防団条例（昭和 24 年条例第 21号）は、廃止する。 

（報酬等の内払） 

３ 島原市消防団条例（昭和 24 年条例第 21号）第８条の規定に基づき、昭和 40 年４月１日か

らこの条例の施行日の前日までに団員に支払われた報酬は、この条例第 12 条及び第 13 条

の規定による報酬及び費用弁償の内払とみなす。 

（有明町の編入に伴う経過措置） 

４ 有明町の編入の日（以下「編入日」という。）前に、有明町消防団員の定員、任免、給与、

服務等に関する条例（昭和 41 年有明町条例第３号。以下「有明町条例」という。）の規定

によりなされた処分、手続その他の行為は、この条例の相当規定によりなされたものとみ

なす。 

５ 編入日前にした行為に対する懲戒の適用については、有明町条例の例による。 

６ 編入日前に支給事由が発生した費用弁償の取扱いについては、有明町条例の例による。 

附 則（昭和 44 年３月 28 日条例第６号） 

この条例は、昭和 44 年４月１日から施行する。 

附 則（昭和 45 年３月 31 日条例第５号） 

（施行期日等） 

１ この条例は、昭和 45 年４月１日から施行する。ただし、第 13 条第２項の改正規定は、昭

和 44年６月１日から適用する。 

（経過措置） 

２ 昭和 44 年６月１日以後出発した旅行で、改正前の島原市消防団員の定員、任免、給与、服

務等に関する条例の規定により支給された旅費は、改正後の島原市消防団員の定員、任免、

給与、服務等に関する条例の規定により支給されたものとみなす。 
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附 則（昭和 46 年３月 31 日条例第 12号） 

この条例は、昭和 46 年４月１日から施行する。 

附 則（昭和 47 年３月 31 日条例第４号） 

この条例は、昭和 47 年４月１日から施行する。 

附 則（昭和 48 年３月 31 日条例第 11号） 

この条例は、昭和 48 年４月１日から施行する。 

附 則（昭和 49 年３月 27 日条例第 11号） 

この条例は、昭和 49 年４月１日から施行する。 

附 則（昭和 50 年３月 31 日条例第５号） 

この条例は、昭和 50 年４月１日から施行する。 

附 則（昭和 51 年３月 30 日条例第 13号） 

この条例は、昭和 51 年４月１日から施行する。 

附 則（昭和 52 年３月 29 日条例第 10号） 

この条例は、昭和 52 年４月１日から施行する。 

附 則（昭和 53 年 10 月３日条例第 25号） 

この条例は、公布の日から施行し、昭和 53年 10 月１日から適用する。 

附 則（昭和 56 年３月 25 日条例第 13号） 

この条例は、昭和 56 年４月１日から施行する。 

附 則（昭和 57 年 12 月 25 日条例第 23号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和 59 年３月 27 日条例第５号） 

この条例は、昭和 59 年４月１日から施行する。 

附 則（昭和 61 年３月 31 日条例第 12号） 

（施行期日） 

１ この条例は、昭和 61年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の島原市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例第

13 条の規定は、この条例の施行の日以後に出発する旅行から適用し、同日前に出発し

た旅行については、なお従前の例による。 

附 則（昭和 63 年３月 28 日条例第９号） 

（施行期日） 

１ この条例は、昭和 63年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の島原市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例第 13

条第２項の規定は、この条例の施行の日以後に出発する旅行から適用し、同日前に出発
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した旅行については、なお従前の例による。 

附 則（平成２年３月 30日条例第８号） 

この条例は、平成２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２年 10 月２日条例第 22 号） 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の島原市消防団員の定員、任免、給与、服務等に

関する条例（以下「新条例」という。）の規定は、平成２年４月１日から適用する。 

２ 新条例の規定は、平成２年４月１日以後に出発する旅行及び同日前に出発し、かつ、同日以

後に完了する旅行のうち同日以後の期間に対応する分について適用し、当該旅行のうち同日

前の期間に対応する分及び同日前に完了した旅行については、なお従前の例による。 

３ 新条例の規定を適用する場合においては、改正前の島原市消防団員の定員、任免、給与、服

務等に関する条例の規定に基づいて支給された旅費は、新条例の規定による旅費の内払とみ

なす。 

附 則（平成４年３月 30日条例第９号） 

この条例は、平成４年４月１日から施行する。 

附 則（平成６年３月 30日条例第８号） 

この条例は、平成６年４月１日から施行する。 

附 則（平成８年３月 28日条例第７号） 

１ この条例は、平成８年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の島原市消防団員の定員、任命、給与、服務等に関する条例第 13 条第

２項の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に出発する旅行及び施行

日前に出発し、かつ、施行日以後に完了する旅行のうち施行日以後の期間に対応する分につ

いて適用し、当該旅行のうち施行日前の期間に対応する分及び施行日前に完了した旅行につ

いては、なお従前の例による。 

附 則（平成 10 年３月 30 日条例第９号） 

この条例は、平成 10 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 12 年３月 24 日条例第４号） 

１ この条例は、平成 12年４月１日から施行する。 

２ 民法の一部を改正する法律（平成 11年法律第 149 号）による改正前の民法（以下「旧法」と

いう。）の規定による禁治産の宣告を受けた禁治産者は、改正後の民法（以下「新法」という。）

の規定による後見開始の審判を受けた成年被後見人とみなす。 

３ 旧法の規定による心身耗弱を原因とする準禁治産の宣告を受けた準禁治産者は、新法の規定

による保佐開始の審判を受けた被保佐人とみなす。 

４ 前項に規定する準禁治産者以外の準禁治産者に関する本条例の適用については、なお従前の

例による。 

附 則（平成 15 年３月 27 日条例第２号） 
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この条例は、平成 15 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 17 年 12 月５日条例第 85号） 

この条例は、平成 18 年１月１日から施行する。 

附 則（平成 18 年３月 30 日条例第１号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 18年４月１日から施行する。 

（島原市旅費支給条例等の一部改正に伴う経過措置） 

16 前３項の規定による改正後の（中略）島原市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関す

る条例の規定は、切替日以後に出発する旅行から適用し、切替日前に出発した旅行につい

ては、なお従前の例による。 

附 則（平成 19 年１月４日条例第２号） 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条中第 13 条第２項の改正規定は、平成

19 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 23 年 12 月 22 日条例第 14号） 

この条例は、平成 24 年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年９月 30日条例第 45 号） 

この条例は、令和元年 12月 14 日から施行する。 

附 則（令和４年３月 30日条例第４号） 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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４－６ 島原市消防団の組織等に関する規則 

昭和 41 年 ３月 31日規則第 ５号 

昭和 48 年 ３月 31日規則第 ４号 

昭和 50 年 ９月 27日規則第 12号 

昭和 58 年 ６月 ４日規則第 13号 

昭和 61 年 ２月 28日規則第 ３号 

昭和 62 年 ６月 ２日規則第 18号 

平成 12 年 ３月 28日規則第 ６号 

平成 15 年 ３月 27日規則第 ４号 

平成 17 年 12月 26 日規則第 44号 

平成 18 年 11 月 ６日規則第 19号 

平成 24 年 ３月 30日規則第 ４号 

平成 28 年  5月 10 日規則第 12 号 

改正 

 

 

島原市消防団の組織等に関する規則 

 

（目的） 

第１条 この規則は、消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号）第 18 条第２項及び第 23条第２項並

びに消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例（昭和 40年島原市条例第 27号）第７

条の規定に基づき、消防団の組織及び消防団員の階級等並びに消防団員の分限等に関し必要な

事項を定めることを目的とする。 

 

（消防団の組織等） 

第２条 島原市消防団の組織は、本部及び 24 分団をもって構成する。 

２ 前項の本部及び分団の組織並びに事務分掌については、別に定める。 

 

（本部の位置） 

第３条 消防団の本部は、島原市役所内に置く。 

 

（分団の名称及び区域） 

第４条 消防団の各分団の名称及び区域は、別表第１のとおりとする。 

 

（消防団員の階級） 

第５条 消防団員の階級は、消防団長、副団長、本部部長、分団長、副分団長、部長、班長及び

団員とする。 

 

（消防団員の職務） 

第６条 消防団員の職務内容は、次の表のとおりとする。 

階級 職務内容 

消防団長 消防団の事務を統括し、消防団員を指揮監督する。 

例規等ー13



4-6 

 

 

副団長 消防団長を補佐し、消防団長に事故あるとき、又は消防団長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

本部部長 消防団長の命を受け、当該部の事務を掌る。 

分団長 消防団長の命を受け、当該分団の事務を掌理し、所属の消防団員を指揮監督する。 

副分団長 分団長を補佐し、分団長に事故あるとき、又は分団長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

部長 上司の命を受け、当該部の事務を掌り、分団長及び副分団長ともに事故あるとき、

又はそれらの者がともに欠けたときは、分団長の職務を代理する。 

班長 上司の命を受け、当該班の事務を掌る。 

団員 上司の命を受け、消防事務に従事する。 

 

（消防団員の階級別定員及び配置） 

第７条 消防団員の階級別定員及び配置は、別表第２のとおりとする。 

 

（消防団員の訓練及び礼式） 

第８条 消防団員の訓練及び礼式については、消防訓練礼式の基準（昭和 40年消防庁告示第１号）

によるものとする。 

 

（消防団員の服制） 

第９条 消防団員の服制については、消防団員服制（昭和 25 年国家公安委員会告示第１号）によ

るものとする。 

 

（消防団員の分限及び懲戒に関する処分の手続） 

第 10条 消防団員の分限及び懲戒に関する処分の手続は、島原市職員の分限に関する手続及び効

果に関する条例（昭和 26年島原市条例第 33号）を準用するものとする。 

 

附 則 

１ この規則は、昭和 41年４月１日から施行する。 

２ 島原市消防団設置規則（昭和 24 年島原市規則第２号）は、廃止する。 

 

附 則（昭和 48 年３月 31 日規則第４号） 

この規則は、昭和 48 年４月１日から施行する。 

 

附 則（昭和 50 年９月 27 日規則第 12号） 

１ この規則は、公布の日から施行し、昭和 50年４月１日から適用する。 

２ 次に掲げる規則は、廃止する。 

(１) 消防法及び島原市火災予防条例の施行に関する規則（昭和 37年島原市規則第 18 号） 

(２) 危険物の規制に関する規則（昭和 40年島原市規則第 19 号） 

 

附 則（昭和 58 年６月４日規則第 13 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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附 則（昭和 61 年２月 28 日規則第３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

附 則（昭和 62 年６月２日規則第 18 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

附 則（平成 12 年３月 28 日規則第６号） 

この規則は、平成 12 年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成 15 年３月 27 日規則第４号） 

この規則は、平成 15 年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成 17 年 12 月 26 日規則第 44号） 

この規則は、平成 18 年１月１日から施行する。 

 

附 則（平成 18 年 11 月６日規則第 19号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

附 則（平成 24 年３月 30 日規則第４号） 

この規則は、平成 24 年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成 28 年 5 月 10 日規則第 12号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成 28年４月１日から適用する。 
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別表第１（第４条関係） 

名称 管轄区域 

第１分団 礫石原町、広高野町、油堀町、長貫町 

第２分団 寺中町、原口町、中野町、洗切町 

第３分団 中原町、津吹町、三会町、亀の甲町 

第４分団 稗田町、出平町、出の川町、下宮町、大手原町、御手水町 

第５分団 西町、江里町、立野町、山寺町 

第６分団 宇土町、中尾町、原町、本町、杉山町、前浜町 

第７分団 南千本木町、北千本木町、上折橋町、下折橋町、六ツ木町 

第８分団 
上の町、中町、片町、宮の町、新田町、田町、新馬場町、北門町、城内一丁目、

城内二丁目、城内三丁目、先魁町、今川町 

第９分団 

柏野町、南柏野町、城西中の丁、桜門町、古丁、江戸丁、下の丁、新建、下新

丁、浦の川、柿の木町、上新丁一丁目、上新丁二丁目、上新丁三丁目、城見町、

北原町、本光寺町 

第 10 分団 
桜町、万町、堀町、加美町、中堀町、高島一丁目、高島二丁目、新町一丁目、

新町二丁目、弁天町一丁目、弁天町二丁目、湊道一丁目、湊道二丁目、白土町 

第 11 分団 
寺町、萩原一丁目、萩原二丁目、萩原三丁目、萩が丘一丁目、萩が丘二丁目、

青葉町、小山町、上の原一丁目、上の原二丁目、上の原三丁目 

第 12 分団 

坂上町、坂下町、八幡町、湖南町、西八幡町、栄町、浦田一丁目、浦田二丁目、

元船津町、蛭子町一丁目、蛭子町二丁目、有馬船津町、白土桃山一丁目、白土

桃山二丁目、霊南一丁目、霊南二丁目 

第 13 分団 
崩山町、新山一丁目、新山二丁目、新山三丁目、新山四丁目、津町、広馬場町、

中組町、湊新地町、白山町、湊町、下川尻町、南下川尻町、緑町 

第 14 分団 大下町、門内町、新湊一丁目、新湊二丁目 

第 15 分団 南上木場町、北上木場町、白谷町、仁田町、天神元町、札の元町 

第 16 分団 
浜の町、南安徳町、中安徳町、鎌田町、北安徳町、梅園町、南崩山町、平成町、

船泊町、秩父が浦町、親和町 

第 17 分団 有明町大三東 一野、松崎、松尾、山ノ内、小原上、小原下、半田 

第 18 分団 有明町大三東 東小路、境ノ松、才木、出口、払山 

第 19 分団 有明町大三東 菅、小路、大原、中、甘木、門前 

第 20 分団 有明町大三東 柏野、源在高野、川之内、山之内上、一本松、二ッ石 

第 21 分団 有明町湯江 浜東、浜西、神木、池田、川原 

第 22 分団 有明町湯江 久原、戸切、森岡、平山 

第 23 分団 有明町湯江 枦山、舞人堂、庄司屋敷、城之尾、釘崎 

第 24 分団 有明町湯江 沖之尾、温泉屋敷、野田、向之原 
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別表第２（第７条関係） 

階級別定員及び配置 

階級別本部 

本部分団別 

消防 

団長 
副団長 

本部 

部長 
分団長 

副分 

団長 
部長 班長 団員 計 

本部 １ ６ ７       １ １ ８ 24 

第１分団          １ １ ２ ６ 10 20 

第２分団          １ １ ２ ６ 20 30 

第３分団          １ １ ２ ６ 20 30 

第４分団          １ １ ２ ６ 20 30 

第５分団          １ １ ２ ６ 20 30 

第６分団          １ １ ２ ６ 20 30 

第７分団          １ １ ２ ６ 10 20 

第８分団          １ １ ２ ６ 10 20 

第９分団          １ １ ２ ６ 10 20 

第 10 分団          １ １ ２ ６ 10 20 

第 11 分団          １ １ ２ ６ 10 20 

第 12 分団          １ １ ２ ６ 20 30 

第 13 分団          １ １ ２ ６ 20 30 

第 14 分団          １ １ ２ ６ 10 20 

第 15 分団          １ １ ２ ６ 10 20 

第 16 分団          １ １ ２ ６ 10 20 

第 17 分団          １ １ ２ ６ 25 35 

第 18 分団          １ １ ２ ６ 15 25 

第 19 分団          １ １ ２ ６ 20 30 

第 20 分団          １ １ ２ ６ 20 30 

第 21 分団          １ １ ２ ６ 20 30 

第 22 分団          １ １ ２ ６ 15 25 

第 23 分団          １ １ ２ ６ 20 30 

第 24 分団          １ １ ２ ６ 10 20 

計 １ ６ ７ 24 24 49 145 383 639 
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４－７ 島原市防災行政無線管理運用規程 

 

平成 27 年３月 30 日訓令第２号 

 

 

 

島原市防災行政無線管理運用規程 

 

島原市防災行政無線管理運用規程（平成 17年訓令第 13号）の全部を改正する。 

 

目次 

 

第１章 総則（第１条・第２条） 

 

第２章 組織（第３条～第５条） 

 

第３章 運用（第６条～第 10条） 

 

第４章 管理（第 11 条） 

 

第５章 受信設備（第 12条～第 15条） 

 

第６章 設備の保守（第 16 条） 

 

第７章 無線従事者（第 17 条～第 19 条） 

 

第８章 関係機関との協定（第 20条～第 22条） 

 

 

附則 

 

 

第１章 総則 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、市民の安全と福祉の増進に寄与することを目的として設置する島原市防災

行政無線の管理及び運用について、電波法（昭和 25 年法律第 131 号。以下「法」という。）その

他の法令に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 
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第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 無線局 法第２条第５号に規定するものをいう。施設全体の構成を別表１に示す。 

(２) 同報系 同報通信方式により親局からの情報を戸別受信機、防災ラジオ、屋外拡声局、登

録者メール、防災ホームページ、ケーブルテレビテロップを通じて一斉に伝達する通信系統の総

称をいう。 

(３) 移動系 デジタル方式により親局と陸上移動局及び、陸上移動局相互間で通話を行う通信

系統をいう。 

(４) 親局 同報系及び移動系通信の運用を総合的に管理、統制するために設置する無線局及び

装置をいう。 

(５) その他の通信所 有明庁舎に設置する親局以外に放送設備を有する本庁及び島原広域消防

本部をその他の通信所という。 

(６) 再送信局 同報系通信において電波の電弱地帯を改善するための簡易な中継局をいう。 

(７) 基地局 移動系通信を行うにあたり必要な無線局をいう。 

(８) 陸上移動局 移動系の無線送受信設備で可搬型、車載型及び携帯型のものをいう。 

(９) 気象観測局 屋外拡声局のうち無線送受信設備により雨量観測を行うものをいう。 

(10) 無線電話局 屋外拡声局のうち無線送受信設備により親局との無線電話を行うものをいう。 

(11) 運用回線 親局とその他通信所を結ぶ回線であり、㈱ケーブルビジョン島原が管理する光

ファイバーと本庁・島原広域消防本部・有明庁舎に設置するマイクロ回線をいう。 

(12) 戸別受信機 同報系の無線受信設備で屋内に設置するものをいう。 

(13) 防災ラジオ 同報系の無線を受信し自動起動するラジオをいう。 

(14) 屋外拡声局 同報系の無線受信設備で拡声装置を有し、屋外に設置するものをいう。施設

の配置図を別表２に示す。 

(15) 登録者メール 親局からの放送内容を防災メール登録者に伝達するものをいう。 

(16) 防災ホームページ 親局からの放送内容を市及び防災ホームページで表示するものをいう。 

(17) ケーブルテレビテロップ 親局からの放送内容を民間ケーブルテレビ局の専用チャンネル

に表示するものをいう。 

(18) 遠隔制御器 親局と有線で接続された送受信設備で親局の機能を分掌するものをいう。 

(19) 無線従事者 電波法第 40 条第１項第４号の資格を有する職員をいう。 

 

第２章 組織 

 

（総括管理者） 

第３条 全ての無線局を総括管理し、次条に規定する管理責任者を指揮監督するため、総括管理

者を置く。 

 

２ 総括管理者は、市長をもって充てる。 

（管理責任者） 

第４条 第２条第４号から第 19 号までに定める設備（以下「親局等」という。）を管理し、次条

に規定する通信担当者及び無線従事者を指揮監督するため、管理責任者を置く。 
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３ 管理責任者は、市民部市民安全課長をもって充てる。 

 

（通信担当者等） 

第５条 無線局（屋内受信設備を除く。）に通信担当者及び無線従事者（以下「通信担当者等」と

いう。）を置く。 

 

２ 通信担当者等は、管理責任者が指名するものとし、管理責任者は指名後速やかに通信担当者

等指名届により、総括管理者に通知しなければならない。 

 

３ 第１項に規定する通信担当者等のうち、親局の通信担当者等は、法第 40 条第１項に定める資

格を有する者でなければならない。 

 

第３章 運用 

 

（運用時間） 

 

第６条 無線局の運用は次のとおりとする。 

放送の種類 放送の時間 

特別放送 即時 

緊急防災放送 即時 

緊急行政放送 即時 

一般放送 ７：30、12：30、19：45 

祈念放送 指定時間 

時報 ８：00、12：00、17：00、19：45 ※島原地区は正午のみ 

 

 

 

（通信及び通報の種類） 

第７条 同報系及び移動系において行う通信の種類は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 

(１) 特別放送 避難勧告・指示、Ｊ－ＡＬＥＲＴ等、人命・財産の保護保全に直結する情報で

あり、緊急一斉放送を行う通信をいう。 

(２) 緊急防災放送 火災発生、気象警報、治安情報等、人命・財産の保護に係る喚起的情報で

あり、一斉放送を行う通信をいう。 

(３) 緊急行政放送 行事の中止等、住民の生活において急を要する情報であり、一斉放送を行

う通信をいう。 

(４) 一般放送 住民の生活を補完する情報であり、情報を必要とする者に対して定時での放送

を行う通信をいう。 

(５) 祈念放送 災害、終戦等、哀悼を意としたサイレン放送 

(６) 時報 ミュージックチャイム 

例規等ー20



4-7 

  

 

(７) 試験放送 無線設備の試験のために行う通信をいう。 

(８) 一斉放送 屋内受信設備又は陸上移動局に対し、同時に同一内容の通報を行う通信をいう。 

 

（通信統制） 

第８条 総括管理者は、非常災害時の緊急時に通信がふくそうしたときは、緊急通信を最優先さ

せるため、無線局に対して割込通信を行い、又は通信の中止を命ずることができる。 

 

（放送の優先順位等） 

第９条 同報系の無線局の通信による放送（以下「放送」という。）は、次の各号に掲げる順序に

より、優先順位をつけ放送するものとする。 

(１) 風水害、火災、地震等の非常事態に関する放送 

(２) 人命救助その他特に緊急重要な放送 

(３) 本市行政に係る周知連絡に関する放送 

 

（放送の申請） 

第 10条 前条第１項第３号の放送を申請しようとする課等の長は、放送希望日の前週水曜日、水

曜日が祝日の場合その前日の正午までに、防災行政無線放送申請書（様式第１号）を総括管理者

に提出しなければならない。 

 

２ 総括管理者は、前項による申請があった場合は、申請内容にそって放送するものとする。た

だし、申請書中の放送内容が放送をする必要がないと認められる時は、その旨を申請者に通知す

るものとする。 

 

第４章 管理 

 

（運用状況報告） 

第 11条 管理責任者は、その管理に属する親局等を常に点検するとともに、その点検結果及び運

用状況を把握し、異常が発見された場合、速やかにその措置を行うと共に総括管理者に報告しな

ければならない。（様式第２号） 

 

２ 管理責任者は、親局等に故障等の管理上の支障が生じたときは、前項にかかわらず、速やか

にその旨を総括管理者に報告し、その指示を受けなければならない。 

 

（屋外拡声局） 

第 12条 屋外拡声局の設備の一部である拡声装置は、本市が無線放送等の用に供するほか、設置

された町の町内会長又は自治会長及び消防団員が、地域住民の安全及び福祉のために使用するこ

とができるものとする。 

 

 

（拡声装置の保全） 

第 13条 拡声装置を使用する者は、受信設備に異常を発見したときは、直ちに市長にその状況を

届け出なければならない。 
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（屋内受信設備の設置） 

第 14条 屋内受信機は、戸別受信機、文字表示戸別受信機、防災ラジオに分類し、その設置は全

世帯、全事業所を対象に配備する。 

 

（屋内受信設備の貸与等） 

第 15条 屋内受信設備の貸与については、屋内受信設備設置要綱に定めるものとする。 

 

第６章 設備の保守 

 

（保守点検） 

第 16条 無線設備の正常な通信機能を維持するため、次のとおり保守点検を行うものとする。 

(１) 日点検 使用の都度実施する。 

(２) 半年点検 半年に１回実施する。 

 

第７章 無線従事者 

 

（選任及び解任） 

第 17 条 総括管理者は、通信担当者を選任し、又は解任したときは電波法第 39 条の４、又は電

波法第 51条の規定により、無線従事者選（解）任届（様式第３号）を九州総合通信局長へ提出す

るものとする。 

 

（研修） 

第 18条 総括管理者は、毎年１回以上、通信担当者等に対し法及び関係法令、無線機の取扱要領

等についての研修を行うものとする。 

 

（無線従事者の配置、養成） 

第 19条 総括管理者は、無線局の運用に必要なだけの無線従事者を配置するものとする。 

 

２ 無線管理者は、無線担当者の適正な配置を確保するため、常に無線従事者の養成に留意する

ものとする。 

 

第８章 関係機関との協定 

 

（協定の内容） 

第 20条 火災発生及び鎮火の放送を行うため、島原広域消防本部と機器設置及び運用に係る協定

を締結する。 

 

２ 火災発生及び緊急情報のケーブルテレビ自主放送番組でのテロップ放送を行うため、㈱ケー

ブルビジョン島原（かぼちゃてれび）、西九州電設株式会社（ひまわりてれび）と機器設置及び運

用に係る協定を締結する。 

 

３ 防災行政無線の防災ラジオによる放送を行うため、㈱ＦＭしまばらと機器設置及び運用に係

る協定を締結する。 
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（様式） 

 

第 21条 この規程により使用する書類の様式は、総括管理者が別に定める。 

 

（委任） 

 

第 22条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、総括管理者が別に定める。 

 

 

 

附 則 

 

この訓令は、平成 27 年４月１日から施行する。 
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別表 1島原市防災行政無線施設（同報系）システム系統図 ≪全体構成≫                          №１  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
L3

非常・電源装置 

無線受信装置 

配信処理装置 

耐雷トランス 

≪市民安全課≫無線室側 【本庁舎】 ≪無線室≫ （18Ｇ簡易多重無線装置系は移動系共用につき移動系参照） 

空 中 線（受信用） 

≪屋上≫ 

J-ALERT 用空中線 

【再送信子局】 

外部接続箱 

非常・電源装置 

スピーカ 

屋外拡声装置 

耐雷トランス 

空中線（送受信用） 

【屋外拡声子局】 

【戸別受信機】 

【文字表示戸別受信機】 

防災サーバ 

【有明支所】 

屋外拡声装置 

凡例 

新設・更新 

ﾙｰﾀ 
ISP 

【島原広域消防本部】 

（L3-SW・18Ｇ簡易多重無線装置系は移動系共用につき移動系参照） 

【防災ラジオ】 

非常電源装置（UPS） 発動発電機 各装置 

無線受信装置 屋外拡声装置 

ＮＷ監視装置（光・ﾏｲｸﾛ） 

SpeeÇAN 

 RAＩDＥN 

自営光回線 

L3-SW

︵
移
動
系
共
用
︶ 

地区遠隔装置 

INS64 

INS64 

3.4K 専用線 

≪屋上≫ 

親局用空中線 

屋外拡声装置 非常・電源装置 無線受信装置 耐雷トランス 

子局用空中線 

操作卓・ 

無線送受信装置 

ＮＷ系装置 
非常電源装置（UPS） 

自動起動装置 

J-ALERT 用空中線 

耐雷トランス 

5Ｇ用空中線×2 

 

≪2階ヘッドエンド室≫ 【ＦＭしまばら】 

L2-SW
 

CATVＬ字

送出装置 

音声ＩＰ化装置 

≪屋上≫ 

5Ｇ用空中線 

ルータ 

発動発電機 

J-ALERT 受信機 

J-ALERT 表示装置 J-ALERT 受信機 回転灯 

L2-SW
 

発動発電機 
無線系電源装置 

音声 IP 化装置 無線送受信装置 

（現用・予備） 

子局用空中線 

自動通信記録装置 

操作卓 

（関係装置含

む） 

被遠隔制 

御装置 

電源装置・バッテリー 
5Ｇ無線ﾘﾝｸ 

5Ｇ無線ﾘﾝｸ 電源装置・バッテリー 

MC 自営光回線 

L3-SW

︵
移
動
系
共
用
︶ 

MC 自営光回線 

CATVＬ字送出装置 CATV 放送設備 

遠隔制御装置（Ｂ型） 

音声 IP 化装置(IN) 

3.4K 専用線 遠隔制御装置（Ｂ型） 高機能通信指令装置 

集中制御装置 

【ひまわりてれび】 

電子地図サーバ 

統合放送装置 

電子地図装置 

回転灯 

空 中 線 戸別受信機 

防災ラジオ 空 中 線 

空 中 線 

回転表示灯 

文字表示戸別受信機 

空 中 線（送信用） 

無線送信装置 

非常・電源装置 

無線受信装置 

屋外拡声装置 

耐雷トランス 

空 中 線 

【簡易型屋外子局】 

無線送受信装置 

雨量計発信器 

既 設 

F W
 

5Ｇ無線システム 

5Ｇ無線 

アクセスシステム 

MC 自営光回線 

本庁舎 

有明支所 

ぷら+送信設備（クラウド） 

ISP 

  

18G 簡易多重無線装置 

（消防本部向け） 

（移動系共用） 

一括監視装置 

４
－
７
 

J-ALERT 表示装置 

耐震トランス 非常・電源装置 

ＬＧＷＡＮ 

FM しまばら向け 

L2-SW
 

情報表

示盤 

承認スイッチＢｏｘ 

ISP 

子局用空中線 

L2-SW
 

FM 放送

設備 

信号変換

装置 

拡 声

子局 

緊急告知信

号発生器 

音声 IP化装置 

L 3-SW
 

CATV 放送設備 

 
FM しまばら 
ネットワーク 

ISP 

ⅬGWĀN 

  

18G 簡易多重無線装置 

（消防本部向け） 

（移動系共用） 

L2-SW

︵LG
W

A
N

-net

︶ 

ISP 

電子地図装置 

情報表示盤 

HＵＢ 

統合放送装置 ＭＣ 

ＵＰＳ 

無線系装置 

長寿命型バッテリー 

高性能スピーカー 

長寿命型バッテリー 

高性能スピーカー 

長寿命型バッテリー 

長寿命型バッテリー 

高性能スピーカー 
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別表 1                         島原市防災行政無線施設（移動系）システム系統図 ≪全体構成≫                               №２    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

無線受信装置（Ⅰ型） 

≪無線室≫ 【有明支所】 

空 中 線（送受信用） 

≪屋上≫ 

【移動局（半固定局）】 

充電器 

凡例 

新設・更新 

非常電源装置（UPS） 

発動発電機 

（同報系共用） 
各装置 

18Ｇ用空中線×２ ＯＤＵ×２ 

データ通信サーバ 

主統制台 

同軸避雷器 

既 設 

 

 

 

統制局制御装置 

※装置内 UPS 更新 

遠隔制御装置 

音声 IP 化装置 

18Ｇ簡易多重無線装置 

（有明支所向け） 

（同報系共用） 

18Ｇ簡易多重無線装置 

（仁多基地局向け） 

L3-SW

︵
同
報
系
共
用
︶ 

≪屋上≫ 

非常電源装置（UPS） 
発動発電機 各装置 

18Ｇ用空中線×2 ＯＤＵ×2 

≪無線室≫ 【消防本部】 

≪局舎内≫ 【仁多基地局】 

18Ｇ簡易多重無線装置 

（消防本部向け） 

発動発電機 各装置 

≪屋上≫ 

18Ｇ用空中線 ＯＤＵ 

≪無線室≫ 【本庁舎】 

5GHZ 帯 無線ⅬＡＮ 

（消防本部向け） 

（同報系共用） 

L3-SW

︵
同
報
系
共
用
︶ 

音声 IP 化装置 副統制台 

非常電源装置（UPS） 

（同報系共用） 

発動発電機 
各装置 

直流電源装置（DC-48V） 

基地局用空中線 同軸避雷器 

≪局舎内≫ 【立野基地局】 

18Ｇ簡易多重無線装置 

（有明支所向け） 

発動発電機 各装置 

≪屋上≫ 

18Ｇ用空中線 ＯＤＵ 

直流電源装置（DC-48V） 

基地局用空中線 同軸避雷器 

耐雷トランス 

耐雷トランス 
耐雷トランス 

無線受信装置（Ⅱ型） 

空 中 線（送受信用） 

【移動局（車載局）】 

充電器 

空 中 線（送受信用） 

【移動局（携帯局）】 

基地局無線送受信装置 ローノイズアンプ 基地局無線送受信装置 

空 中 線（受信用） 

無線受信装置（ｶﾒﾗ） 

L2-SW
 

5G 無線アクセスシステム 

（消防本部向け） 

（同報系共用） 

庁舎交換機（既設） 

４
－
７

 

L2-SW

︵
同
報
系
共
用
︶ 

自動通信記録装置 

運用管理装置 

移動系 

（半固定局） 

（1.5ＫⅤＡ） 

L3-SW
 

空中線共用器装置 

L3-SW
 

ローノイズアンプ 

空中線共用器装置 

18Ｇ簡易多重無線装置 

（消防本部向け） 

（同報系共用） 

18Ｇ簡易多重無線装置 

（立野基地局向け） 

移動系 

（半固定局） 

L3-SW

︵
同
報
系
共
用
︶ 

（5ＫⅤＡ、同報系共用） 
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 別表２          島原市無線局一覧表（移動系） 

№ 種別 
機器 

局 名 無線局呼出名称 
設置場所   

形状 

1 基地局 FB 基地 仁田基地局  しまばらぼうさいにたこうえん 
島原市仁田町乙１８４５－１４５ 

仁田団地第一公園内 

2 基地局 FB 基地 島原（立野）基地局  しまばらぼうさい 島原市立野町丙１６６５－１ 

3 陸上移動局 ML 半固定 消防団本部 しまばらぼうさい３００ 

島原市新馬場町８７２－２ 

島原地域広域市町村圏組合  

消防本部内 

4 陸上移動局 ML 半固定 本庁 しまばらぼうさい４０１ 
島原市上の町５３７ 

島原市役所内 

5 陸上移動局 ML 半固定 有明支所 しまばらぼうさい５０２ 
島原市有明町大三東戊１３２７ 

島原市有明庁舎内 

6 陸上移動局 ML 車載 団本部指揮車１ しまばらぼうさい３０１ 

島原市新馬場町８７２－２ 

島原地域広域市町村圏組合  

消防本部内 

7 陸上移動局 ML 車載 団本部指揮車２ しまばらぼうさい３０２ 

島原市新馬場町８７２－２ 

島原地域広域市町村圏組合  

消防本部内 

8 陸上移動局 ML 車載 本庁車載 しまばらぼうさい４０２ 島原市上の町５３７ 

9 陸上移動局 ML 車載 有明車載 しまばらぼうさい５０３ 島原市有明町大三東戊１３２７ 

10 陸上移動局 ML 携帯 第１分団１ しまばらぼうさい０１１ 島原市油堀町丙２０４７番地２ 

11 陸上移動局 ML 携帯 第１分団２ しまばらぼうさい０１２ 〃 

12 陸上移動局 ML 携帯 第２分団１ しまばらぼうさい０２１ 島原市寺中町丙２６０６番地２ 

13 陸上移動局 ML 携帯 第２分団２ しまばらぼうさい０２２ 〃 

14 陸上移動局 ML 携帯 第３分団１ しまばらぼうさい０３１ 島原市中原町乙１５１６番地３ 

15 陸上移動局 ML 携帯 第３分団２ しまばらぼうさい０３２ 〃 

16 陸上移動局 ML 携帯 第４分団１ しまばらぼうさい０４１ 島原市出平町甲４５２番地４ 

17 陸上移動局 ML 携帯 第４分団２ しまばらぼうさい０４２  

18 陸上移動局 ML 携帯 第５分団１ しまばらぼうさい０５１ 島原市山寺町丙８０８番地 

19 陸上移動局 ML 携帯 第５分団２ しまばらぼうさい０５２  

20 陸上移動局 ML 携帯 第６分団１ しまばらぼうさい０６１ 島原市本町乙３４８番地１ 

21 陸上移動局 ML 携帯 第６分団２ しまばらぼうさい０６２  

22 陸上移動局 ML 携帯 第７分団１ しまばらぼうさい０７１ 島原市六ツ木町甲 1072-１、1044-5 

23 陸上移動局 ML 携帯 第７分団２ しまばらぼうさい０７２  

24 陸上移動局 ML 携帯 第８分団１ しまばらぼうさい０８１ 島原市上の町１３１７番地 

25 陸上移動局 ML 携帯 第８分団２ しまばらぼうさい０８２  

26 陸上移動局 ML 携帯 第９分団１ しまばらぼうさい０９１ 島原市下新丁２４７４番地１ 

 

27 陸上移動局 ML 携帯 第９分団２ しまばらぼうさい０９２ 〃 

28 陸上移動局 ML 携帯 第１０分団１ しまばらぼうさい１０１ 島原市弁天町一丁目７９番地１ 

29 陸上移動局 ML 携帯 第１０分団２ しまばらぼうさい１０２ 〃 

30 陸上移動局 ML 携帯 第１１分団１ しまばらぼうさい１１１ 島原市上の原一丁目６２０５番地４ 

31 陸上移動局 ML 携帯 第１１分団２ しまばらぼうさい１１２ 〃 

32 陸上移動局 ML 携帯 第１２分団１ しまばらぼうさい１２１ 島原市浦田一丁目８１６番地３ 

33 陸上移動局 ML 携帯 第１２分団２ しまばらぼうさい１２２ 〃 

34 陸上移動局 ML 携帯 第１３分団１ しまばらぼうさい１３１ 島原市白山町４６番地１ 

35 陸上移動局 ML 携帯 第１３分団２ しまばらぼうさい１３２ 〃 

36 陸上移動局 ML 携帯 第１４分団１ しまばらぼうさい１４１ 島原市大下町丙１０６２番地３ 

37 陸上移動局 ML 携帯 第１４分団２ しまばらぼうさい１４２ 〃 

38 陸上移動局 ML 携帯 第１５分団１ しまばらぼうさい１５１ 島原市天神元町乙５０９番地２ 

39 陸上移動局 ML 携帯 第１５分団２ しまばらぼうさい１５２ 〃 
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40 陸上移動局 ML 携帯 第１６分団１ しまばらぼうさい１６１ 島原市北安徳町丁３０８３番地１ 

41 陸上移動局 ML 携帯 第１６分団２ しまばらぼうさい１６２ 〃 

42 陸上移動局 ML 携帯 第１７分団１ しまばらぼうさい１７１ 島原市有明町大三東乙９５０番地１ 

43 陸上移動局 ML 携帯 第１７分団２ しまばらぼうさい１７２ 〃 

44 陸上移動局 ML 携帯 第１８分団１ しまばらぼうさい１８１ 島原市有明町大三東丙４７９番地２ 

45 陸上移動局 ML 携帯 第１８分団２ しまばらぼうさい１８２ 〃 

46 陸上移動局 ML 携帯 第１９分団１ しまばらぼうさい１９１ 島原市有明町大三東戊８０１番地２ 

47 陸上移動局 ML 携帯 第１９分団２ しまばらぼうさい１９２ 〃 

48 陸上移動局 ML 携帯 第２０分団１ しまばらぼうさい２０１ 島原市有明町大三東戊２９０５番地１ 

49 陸上移動局 ML 携帯 第２０分団２ しまばらぼうさい２０２ 〃 

50 陸上移動局 ML 携帯 第２１分団１ しまばらぼうさい２１１ 
島原市有明町湯江甲６８１番地１、甲９３

番地７ 

51 陸上移動局 ML 携帯 第２１分団２ しまばらぼうさい２１２ 〃 

52 陸上移動局 ML 携帯 第２２分団１ しまばらぼうさい２２１ 島原市有明町湯江乙１７３９番地 

53 陸上移動局 ML 携帯 第２２分団２ しまばらぼうさい２２２ 〃 

54 陸上移動局 ML 携帯 第２３分団１ しまばらぼうさい２３１ 島原市有明町湯江丙４１１番地１ 

55 陸上移動局 ML 携帯 第２３分団２ しまばらぼうさい２３２ 〃 

56 陸上移動局 ML 携帯 第２４分団１ しまばらぼうさい２４１ 島原市有明町湯江丁１５７１番地１ 

 

57 陸上移動局 ML 携帯 第２４分団２ しまばらぼうさい２４２ 〃 

58 陸上移動局 ML 携帯 団本部指揮車３ しまばらぼうさい３０３ 島原市新馬場町８７２－２ 

59 陸上移動局 ML 携帯 消防団団長 しまばらぼうさい３０４ 島原市新馬場町８７２－２ 

60 陸上移動局 ML 携帯 湯江副団長 しまばらぼうさい３０５ 島原市新馬場町８７２－２ 

61 陸上移動局 ML 携帯 大三東副団長 しまばらぼうさい３０６ 島原市新馬場町８７２－２ 

62 陸上移動局 ML 携帯 三会副団長 しまばらぼうさい３０７ 島原市新馬場町８７２－２ 

63 陸上移動局 ML 携帯 杉谷副団長 しまばらぼうさい３０８ 島原市新馬場町８７２－２ 

64 陸上移動局 ML 携帯 中央副団長 しまばらぼうさい３０９ 島原市新馬場町８７２－２ 

65 陸上移動局 ML 携帯 安中副団長 しまばらぼうさい３１０ 島原市新馬場町８７２－２ 

66 陸上移動局 ML 携帯 湯江部長 しまばらぼうさい３１１ 島原市新馬場町８７２－２ 

67 陸上移動局 ML 携帯 大三東部長 しまばらぼうさい３１２ 島原市新馬場町８７２－２ 

68 陸上移動局 ML 携帯 三会部長 しまばらぼうさい３１３ 島原市新馬場町８７２－２ 

69 陸上移動局 ML 携帯 杉谷部長 しまばらぼうさい３１４ 島原市新馬場町８７２－２ 

70 陸上移動局 ML 携帯 中央部長 しまばらぼうさい３１５ 島原市新馬場町８７２－２ 

71 陸上移動局 ML 携帯 安中部長 しまばらぼうさい３１６ 島原市新馬場町８７２－２ 

72 陸上移動局 ML 携帯 総務部長 しまばらぼうさい３１７ 島原市新馬場町８７２－２ 

73 陸上移動局 ML 携帯 消防署職員１ しまばらぼうさい３１８ 島原市新馬場町８７２－２ 

74 陸上移動局 ML 携帯 消防署職員２ しまばらぼうさい３１９ 島原市新馬場町８７２－２ 

75 陸上移動局 ML 携帯 有明公民館 しまばらぼうさい７００ 島原市有明町大三東戊１４３８－１ 

76 陸上移動局 ML 携帯 三会公民館 しまばらぼうさい７０１ 島原市中原町乙１９３５ 

77 陸上移動局 ML 携帯 杉谷公民館 しまばらぼうさい７０２ 島原市宇土町乙６８７－１ 

78 陸上移動局 ML 携帯 森岳公民館 しまばらぼうさい７０３ 島原市城内１丁目１１７７－ｲ第３ 

79 陸上移動局 ML 携帯 霊丘公民館 しまばらぼうさい７０４ 島原市新町二丁目１０３－１ 

80 陸上移動局 ML 携帯 白山公民館 しまばらぼうさい７０５ 島原市西八幡町７６５７ 

81 陸上移動局 ML 携帯 安中公民館 しまばらぼうさい７０６ 島原市大下町丙１１１４-第１ 

82 陸上移動局 ML 携帯 消防主任 しまばらぼうさい８００ 島原市新馬場町８７２－２ 

83 陸上移動局 ML 携帯 市役所８０１ しまばらぼうさい８０１ 
長崎県島原市上の町５３７ 

島原市役所内 

84 陸上移動局 ML 携帯 市役所８０２ しまばらぼうさい８０２ 
長崎県島原市上の町５３７ 

島原市役所内 
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85 陸上移動局 ML 携帯 市役所８０３ しまばらぼうさい８０３ 
長崎県島原市上の町５３７ 

島原市役所内 

 

86 陸上移動局 ML 携帯 市役所８０４ しまばらぼうさい８０４ 
長崎県島原市上の町５３７ 

島原市役所内 

87 陸上移動局 ML 携帯 市役所８０５ しまばらぼうさい８０５ 
長崎県島原市上の町５３７ 

島原市役所内 

88 陸上移動局 ML 携帯 市役所８０６ しまばらぼうさい８０６ 
長崎県島原市上の町５３７ 

島原市役所内 

89 陸上移動局 ML 携帯 市役所８０７ しまばらぼうさい８０７ 
長崎県島原市上の町５３７ 

島原市役所内 

90 陸上移動局 ML 携帯 市役所８０８ しまばらぼうさい８０８ 
長崎県島原市上の町５３７ 

島原市役所内 

91 陸上移動局 ML 携帯 市役所８０９ しまばらぼうさい８０９ 
長崎県島原市上の町５３７ 

島原市役所内 

92 陸上移動局 ML 携帯 市役所８１０ しまばらぼうさい８１０ 
長崎県島原市上の町５３７ 

島原市役所内 

93 陸上移動局 ML 携帯 市役所８１１ しまばらぼうさい８１１ 
長崎県島原市上の町５３７ 

島原市役所内 

94 陸上移動局 ML 携帯 市役所８１２ しまばらぼうさい８１２ 
長崎県島原市上の町５３７ 

島原市役所内 

95 陸上移動局 ML 携帯 市役所８１３ しまばらぼうさい８１３ 
長崎県島原市上の町５３７ 

島原市役所内 

96 陸上移動局 ML 携帯 市役所８１４ しまばらぼうさい８１４ 
長崎県島原市上の町５３７ 

島原市役所内 

97 陸上移動局 ML 携帯 市役所８１５ しまばらぼうさい８１５ 
長崎県島原市上の町５３７ 

島原市役所内 

98 陸上移動局 ML 携帯 市役所８１６ しまばらぼうさい８１６ 
長崎県島原市上の町５３７ 

島原市役所内 

99 陸上移動局 ML 携帯 市役所８１７ しまばらぼうさい８１７ 
長崎県島原市上の町５３７ 

島原市役所内 

100 陸上移動局 ML 携帯 市役所８１８ しまばらぼうさい８１８ 
長崎県島原市上の町５３７ 

島原市役所内 

101 陸上移動局 ML 携帯 市役所８１９ しまばらぼうさい８１９ 
長崎県島原市上の町５３７ 

島原市役所内 

102 陸上移動局 ML 携帯 市役所８２０ しまばらぼうさい８２０ 
長崎県島原市上の町５３７ 

島原市役所内 

103 陸上移動局 ML 携帯 市役所８２１ しまばらぼうさい８２１ 
長崎県島原市上の町５３７ 

島原市役所内 

104 陸上移動局 ML 携帯 市役所８２２ しまばらぼうさい８２２ 
長崎県島原市上の町５３７ 

島原市役所内 

105 陸上移動局 ML 携帯 市役所８２３ しまばらぼうさい８２３ 
長崎県島原市上の町５３７ 

島原市役所内 
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様式第１号（第１０条関連） 

 

令和  年  月  日 

 

防 災 行 政 無 線 放 送 申 請 書 

                                                   

無線局管理責任者  様 
（市民安全課長） 
 

放 送 申 請 部 門 

部長 課長 班長 班員 担当 

     

下記により放送を申請します。 

区 分 □緊急  □一般 

放送件名  

放 送 日 
 □即時 

□令和  年  月  日（  ）～ 令和  年  月  日（  ）  延べ  日 

放送時間  □全時間帯  □07：30  □12：30  □19：45 

放送媒体 □防災ラジオ  □屋外拡声子局  □ホームページ  □メール  □ＣＡＴＶ 

放送地域  □市内全域  □特定地域（                  ） 

放 送 文 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※放送日前週木曜日正午までに市民安全課に提出すること。 

 

 登録日・登録者 

 

 

受付日・受付者 
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様式第２号（第１１条関連） 
 

令和  年  月  日 

 

 

無線局管理責任者  様 
（市民安全課長） 

無線局通信担当者 

 

 

無 線 設 備 管 理 報 告 書 

 

 

 以下のとおり、無線局設備に●●の事象が発生したため、その状況等について報告致しま

す。 

 

 

１ 発生日時等 

  令和  年  月  日  時  分 

 

２ 事象内容 

 

３ 措置内容 

 

４ その他 
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様式第２号-1（第１１条関連）    
 
 

障  害  記  録  簿 
 

項   目 内     容 

障害発生日 令和  年  月  日（  ）   時  分    天気       

障害復旧日 令和  年  月  日（  ）   時  分    天気       

障害機器名  

障害の状況 

 

 

 

 

発見者： 

原   因 

 

 

 

 

 

究明者： 

措 置 状 況 

 

 

 

 

 

措置者： 

備   考  
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様式第３号（第１７条関連） 

 
 
 
 

無  線  従  事  者  選  （解）  任  届 
 
                               

 

                                                  令和  年  月  日 

 

九州総合通信局長 様 
 

 

                                        免許人住所  
                               
                             氏      名             

印 
 
 
次のとおり無線従事者を選（解）任したので、電波法第３９条の4並びに５１条の規定により 

届けます。 

選任又は解任の別 
 

 

 

 

 

 

同 上 年 月 日         
 

 

 

 

 

 

資            格 
 

 

 

 

 

 

免 許 証 の 番 号         
 

 

 

 

 

 

無 線 従 事 者         

免 許 の 年 月 日         

 

 

 

 

 

 

 

（ ふ り が な ）         

氏     名         

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

無線設備の操作に関す 

 る業務経歴の概要 

 

 

  

従事する無線局の免許 

番号・呼出符号又は           

呼出名称及び無線設備 

の設置場所 
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４－８ 島原市災害弔慰金の支給等に関する条例 

 

昭和 49 年 6 月 21 日条例第 28号 

  昭和 50 年 3月 31 日条例第  4 号 

昭和 51 年 12 月 25 日条例第 28号 

昭和 53 年 ６月 28日条例第 19号 

昭和 56 年 ９月 28日条例第 25号 

昭和 57 年 12 月 25 日条例第 28号 

     昭和 62 年  3 月 28日条例第 5 号 

平成 3 年 10 月 17 日条例第 13 号 

平成 17 年 9 月 30 日条例第 66 号 

平成 23 年 9 月 26 日条例第  9 号 

平成 31 年 3 月 26 日条例第  6 号 

令和元 年 9月 30 日条例第 47号 

 

島原市災害弔慰金の支給等に関する条例 

第１章 総則 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和 48 年法律第 82 号。以下「法」

という。）及び災害弔慰金の支給等に関する法律施行令（昭和 48 年政令第 374 号。以下「令」

という。）の規定に準拠し、暴風、豪雨等の自然災害により死亡した市民の遺族に対する災害弔

慰金の支給を行い、自然災害により精神又は身体に著しい障害を受けた市民に災害障害見舞金

の支給を行い、並びに自然災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付

けを行い、もつて市民の福祉及び生活の安定に資することを目的とする 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に掲げるとこ

ろによる。 

(１) 災害 暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波その他異常な自然現象により被害が

生ずることをいう。 

(２) 市民 災害により被害を受けた当時、島原市の区域内に住所を有した者をいう。 

  

第２章 災害弔慰金 

  

（災害弔慰金の支給） 

第３条 市長は、令第１条に規定する災害（以下この章及び次章において単に「災害」という。）

により死亡したときは、その者の遺族に対し、災害弔慰金の支給を行うものとする。 

  

被引用 

（災害弔慰金を支給する遺族） 
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第４条 災害弔慰金を支給する遺族の範囲は、法第３条第２項の遺族の範囲とし、その順位は、

次に掲げるとおりとする。 

(１) 死亡者の死亡当時において、死亡者により生計を主として維持していた遺族（兄弟姉妹

を除く。以下この項において同じ。）を先にし、その他の遺族を後にする。 

(２) 前号の場合において、同順位の遺族については、次に掲げる順序とする。 

イ 配偶者 

ロ 子 

ハ 父母 

ニ 孫 

ホ 祖父母 

(３) 死亡者に係る配偶者、子、父母、孫又は祖父母のいずれもが存しない場合であって兄弟

姉妹がいるときは、その兄弟姉妹（死亡した者の死亡当時その者と同居し、又は生計を同じく

していた者）に対して、災害弔慰金を支給するものとする。 

２ 前項の場合において、同順位の父母については、養父母を先にし、実父母を後にし、同順

位の祖父母については、養父母の父母を先にし、実父母の父母を後にし、父母の養父母を先に

し、実父母を後にする。 

３ 遺族が遠隔地にある場合その他の事情により、前２項の規定により難いときは、前２項の

規定にかかわらず、第１項の遺族のうち、市長が適当と認める者に支給することができる。 

４ 前３項の場合において、災害弔慰金の支給を受けるべき同順位の遺族が２人以上あるとき

は、その１人に対してした支給は、全員に対しなされたものとみなす。 

  

条沿革 

（災害弔慰金の額） 

第５条 災害により死亡した者１人当たりの災害弔慰金の額は、その死亡者が死亡当時におい

てその死亡に関し災害弔慰金を受けることができることとなる者の生計を主として維持してい

た場合にあつては 500 万円とし、その他の場合にあつては 250 万円とする。ただし、死亡者が

その死亡に係る災害に関し既に次章に規定する災害障害見舞金の支給を受けている場合は、こ

れらの額から当該支給を受けた災害障害見舞金の額を控除した額とする。 

  

（死亡の推定） 

第６条 災害の際現にその場に居合わせた者についての死亡の推定については、法第４条の規

定によるものとする。 

  

（支給の制限） 

第７条 弔慰金は次に掲げる場合には、支給しない。 

(１) 当該死亡者の死亡が、その者の故意又は重大な過失により生じたものである場合 

(２) 令第２条に規定する場合 

(３) 災害に際し、市長の避難の指示に従わなかつたことその他の特別の事情があるため、市

長が支給を不適当と認めた場合 

  

（支給の手続） 
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第８条 市長は、災害弔慰金の支給を行うべき事由があると認めるときは、規則で定めるとこ

ろにより支給を行うものとする。 

２ 市長は、災害弔慰金の支給に関し遺族に対し、必要な報告又は書類の提出を求めることが

できる。 

  

第３章 災害障害見舞金の支給 

  

（災害障害見舞金の支給） 

第９条 市長は、市民が災害により負傷し、又は疾病にかかり、治つたとき（その症状が固定

したときを含む。）に法別表に掲げる程度の障害があるときは、当該市民（以下「障害者」とい

う。）に対し、災害障害見舞金の支給を行うものとする。 

  

被引用 

（災害障害見舞金の額） 

第 10 条 障害者１人当たりの災害障害見舞金の額は、当該障害者が災害により負傷し、又は疾

病にかかつた当時においてその属する世帯の生計を主として維持していた場合にあつては 250

万円とし、その他の場合にあつては 125 万円とする。 

  

（準用規定） 

第 11 条 第７条及び第８条の規定は、災害障害見舞金について準用する。 

  

第４章 災害援護資金の貸付け 

  

（災害援護資金の貸付け） 

第 12 条 市長は、法第 10 条第１項に掲げる災害により、同条第１項各号に掲げる被害を受け

た世帯の市民である世帯主に対し、その生活の立て直しに資するため、災害援護資金の貸付け

を行うものとする。 

２ 前項に掲げる世帯は、その所得について法第 10 条第１項に規定する要件に該当するもので

なければならない。 

  

関連情報 

（災害援護資金の限度額） 

第 13 条 災害援護資金の１災害における１世帯当たりの貸付限度額は、災害による当該世帯の

被害の種類及び程度に応じ、それぞれ次に掲げるとおりとする。 

(１) 療養に要する期間がおおむね１月以上である世帯主の負傷（以下「世帯主の負傷」とい

う。）があり、かつ、次のいずれかに該当する場合 

イ 家財についての被害金額がその家財の価額のおおむね３分の１以上である損害（以下「家

財の損害」という。）及び住居の損害がない場合 150 万円 

ロ 家財の損害があり、かつ、住居の損害がない場合 250 万円 

ハ 住居が半壊した場合 270 万円 

ニ 住居が全壊した場合 350 万円 
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(２) 世帯主の負傷がなく、かつ、次のいずれかに該当する場合 

イ 家財の損害があり、かつ、住居の被害がない場合 150 万円 

ロ 住居が半壊した場合 170 万円 

ハ 住居が全壊した場合（ニの場合を除く。） 250 万円 

ニ 住居の全体が滅失若しくは流失した場合 350 万円 

(３) 第１号のハ又は前号のロ、若しくはハにおいて、被災した住居を建て直すに際しその住

居の残存部分を取り壊さざるを得ない場合等特別の事情がある場合には、「270 万円」とあるの

は「350 万円」と、「170 万円」とあるのは「250 万円」と、「250 万円」とあるのは「350 万円」

と読み替えるものとする。 

２ 災害援護資金の償還期間は、10 年とし、据置期間は、そのうち３年（令第７条第２項括弧

書に該当する場合は、５年）とする。 

  

（保証人及び利率） 

第 14 条 災害援護資金の貸付けを受けようとする者は、保証人を立てなければならない。ただ

し、広範囲にわたる大規模な災害その他やむを得ない理由により市長が保証人を立てることが

困難であると認める場合は、この限りでない。 

２ 災害援護資金は、保証人を立てる場合は、延滞の場合を除き無利子とし、前項ただし書の

規定により保証人を立てない場合は、据置期間中は無利子とし、据置期間経過後はその利率を

延滞の場合を除き年 1.5 パーセントとする。 

３ 第１項の保証人は、災害援護資金の貸付けを受けた者と連帯して債務を負担するものとし、

その保証債務は、令第９条の違約金を包含するものとする。 

  

被引用 

（償還等） 

第 15 条 災害援護資金は、年賦償還とする。 

２ 償還方法は、元利均等償還とする。ただし、貸付金の貸付けを受けた者は、いつでも繰上

償還をすることができる。 

３ 償還金の支払猶予、償還免除、報告等、一時償還及び違約金については、法第 13 条、第

14 条第１項及び第 16 条並びに令第８条、第９条及び第 12 条の規定によるものとする。 

  

条沿革関連情報 

（委任） 

第 16 条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（有明町の編入に伴う経過措置） 

２ 有明町の編入の日（以下「編入日」という。）前に、災害弔慰金の支給等に関する条例（昭

和 49 年有明町条例第 18 号。以下「有明町条例」という。）の規定によりなされた処分、手続

その他の行為は、この条例の相当規定によりなされたものとみなす。 
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３ 編入日前に、有明町の区域に住所を有していた者に対する編入日前に生じた災害に係る災

害弔慰金若しくは災害障害見舞金の支給又は災害援護資金の貸付けについては、前項の規定に

かかわらず、有明町条例の例による。 

附 則（昭和 50 年３月 31 日条例第４号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和 51 年 12 月 25 日条例第 28 号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の第５条の規定は昭和 51 年９月７日以後に生じた災

害により死亡した住民の遺族に対する災害弔慰金の支給について、改正後の第 10 条第１項の規

定は当該災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについて適用す

る。 

附 則（昭和 53 年６月 28 日条例第 19 号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の島原市災害弔慰金の支給及び災害援護資金の貸付

けに関する条例（以下「新条例」という。）第５条の規定は、昭和 53 年１月 14 日以降に生じ

た災害により死亡した市民の遺族に対する災害弔慰金の支給について、新条例第 10 条第１項の

規定は、当該災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについて適

用する。 

附 則（昭和 56 年９月 28 日条例第 25 号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の島原市災害弔慰金の支給及び災害援護資金の貸付

けに関する条例（以下「新条例」という。）第５条の規定は昭和 55 年 12 月 14 日以後に生じた

災害により死亡した市民の遺族に対する災害弔慰金の支給について、新条例第 10 条第１項の規

定は当該災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについて適用す

る。 

附 則（昭和 57 年 12 月 25 日条例第 28 号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の第９条、第 10 条及び第 11 条の規定は、昭和 57

年７月 10 日以後に生じた災害により負傷し又は疾病にかかつた市民に対する災害障害見舞金

の支給について適用する。 

附 則（昭和 62 年３月 28 日条例第５号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の島原市災害弔慰金の支給等に関する条例第 13 条第

１項の規定は、昭和 61 年７月 10 日以後に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対す

る災害援護資金の貸付けについて適用する。 

附 則（平成３年 10 月 17 日条例第 13 号） 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の島原市災害弔慰金の支給等に関する条例（以

下「改正後の条例」という。）第５条の規定は平成３年６月３日以後に生じた災害により死亡し

た市民の遺族に対する災害弔慰金の支給について、改正後の条例第 10 条の規定は当該災害によ

り負傷し又は疾病にかかつた市民に対する災害障害見舞金の支給について、改正後の条例第 13

条の規定は同年５月 26 日以後に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援

護資金の貸付けについて適用する。 

２ 改正後の条例の規定を適用する場合においては、改正前の島原市災害弔慰金の支給等に関

する条例の規定に基づいて支給された災害弔慰金及び災害障害見舞金並びに貸付けられた災害

援護資金は、改正後の条例の相当規定によるそれぞれの内払とみなす。 

附 則（平成 17 年９月 30 日条例第 66 号） 

例規等ー38



4-8 

 

この条例は、平成 18 年１月１日から施行する。 

附 則（平成 23 年９月 26 日条例第９号） 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の島原市災害弔慰金の支給等に関する条例第４条第

１項の規定は、平成 23 年３月 11 日以後に生じた災害により死亡した市民に係る災害弔慰金の

支給について適用する。 

附 則（平成 31 年３月 26 日条例第６号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 31 年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の島原市災害弔慰金の支給等に関する条例第 14 条及び第 15 条第３

項の規定は、この条例の施行の日以後に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する

災害援護資金の貸付けについて適用し、同日前に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主

に対する災害援護資金の貸付けについては、なお従前の例による。 

附 則（令和元年９月 30 日条例第 47 号） 

この条例は、公布の日から施行する。
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４－９ 島原市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則 

 

昭和 57 年 12 月 28 日規則第 15号 

平成 31 年  3 月 29 日規則第 7 号 

 

 

島原市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則 

 

島原市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則 

第１章 総則 

  

（目的） 

第１条 この規則は、島原市災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和 49年島原市条例第 28号。

以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

  

第２章 災害弔慰金の支給 

  

（支給の手続） 

第２条 市長は、条例第３条の規定により災害弔慰金を支給するときは、次に掲げる事項の調

査を行つたうえ災害弔慰金の支給を行うものとする。 

(１) 死亡者（行方不明者を含む。以下同じ。）の氏名、性別、生年月日 

(２) 死亡（行方不明を含む。）の年月日及び死亡の状況 

(３) 死亡者の遺族に関する事項 

(４) 支給の制限に関する事項 

(５) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

  

（必要書類の提出） 

第３条 市長は、この市の区域外で死亡した市民の遺族に対し、死亡地の官公署の発行する被

災証明書を提出させるものとする。 

２ 市長は、市民でない遺族に対しては、遺族であることを証明する書類を提出させるものと

する。 

第３章 災害障害見舞金の支給 

  

（支給の手続） 

第４条 市長は、条例第９条の規定により災害障害見舞金を支給するときは、次に掲げる事項

の調査を行つたうえ災害障害見舞金の支給を行うものとする。 

(１) 障害者の氏名、性別、生年月日 

(２) 障害の原因となる負傷又は疾病の状態となつた年月日及び負傷又は疾病の状況 

(３) 障害の種類及び程度に関する事項 

(４) 支給の制限に関する事項 

(５) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 
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（必要書類の提出） 

第５条 市長は、この市の区域外で障害の原因となる負傷又は疾病の状態となつた市民に対し、

負傷し又は疾病にかかつた地の官公署の発行する被災証明書を提出させるものとする。 

２ 市長は、障害者に対し、法別表に規定する障害を有することを証明する医師の診断書（別

紙様式第１号）を提出させるものとする。 

  

第４章 災害援護資金の貸付け 

  

（借入れの申込） 

第６条 災害援護資金（以下「資金」という。）の貸付けを受けようとする者（以下「借入申込

者」という。）は、次に掲げる事項を記載した借入申込書（別紙様式第２号）を市長に提出

しなければならない。 

(１) 借入申込者の住所、氏名及び生年月日 

(２) 貸付けを受けようとする資金の金額、償還の期間及び方法 

(３) 貸付けを受けようとする理由及び資金の使途についての計画 

(４) 保証人となるべき者に関する事項（条例第 14 条ただし書の規定により保証人を立てない

場合を除く。） 

(５) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

２ 借入申込書には次に掲げる書類を添えなければならない。 

(１) 世帯主の負傷を理由とする借入申込者にあつては、医師の療養見込期間及び療養概算額

を記載した診断書 

(２) 被害を受けた日の属する年の前年（当該被害を１月から５月までの間に受けた場合にあ

つては前々年とする。以下この号において同じ。）において、他の市町村に居住していた借

入申込者にあつては、当該世帯の前年の所得に関する当該市町村長の証明書 

(３) その他市長が必要と認めた事項 

３ 借入申込者は、借入申込書を、その者の被災の日の属する月の翌月１日から起算して３月

を経過する日までに提出しなければならない。 

  

条沿革 

（調査） 

第７条 市長は、借入申込書の提出を受けたときは、すみやかに、その内容を検討のうえ、当

該世帯の被害の状況、所得その他の必要な事項について調査を行うものとする。 

  

（貸付けの決定） 

第８条 市長は、借入申込者に対して資金を貸し付ける旨を決定したときは、貸付金の金額、

償還期間及び償還方法を記載した貸付決定通知書（別紙様式第３号）を、借入申込者に交付

するものとする。 

２ 市長は、借入申込者に対して、資金を貸付けない旨を決定したときは、貸付決定不承認通

知書（別紙様式第４号）を借入申込者に通知するものとする。 
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（借用書の提出） 

第９条 貸付決定通知書の交付を受けた者（以下「借受人」という。）は、すみやかに、借用書

（別紙様式第５号）に、借受人及び保証人の印鑑証明書を添えて市長に提出しなければなら

ない。ただし、条例第 14 条ただし書の規定により保証人を立てない場合は、借受人の印鑑

証明書のみを添えるものとする。 

  

条沿革 

（貸付金の交付） 

第 10 条 市長は、前条の借用書と引き換えに貸付金を交付するものとする。 

  

（償還の完了） 

第 11 条 市長は、借受人が貸付金の償還を完了したときは、当該借受人に係る借用書及びこれ

に添えられた印鑑証明書を遅滞なく返還するものとする。 

  

（繰上償還の申出） 

第 12 条 繰上償還をしようとする者は、繰上償還申出書（別紙様式第６号）を市長に提出する

ものとする。 

  

（償還金の支払猶予） 

第 13 条 借受人は、償還金の支払猶予を申請しようとするときは、支払猶予を受けようとする

理由、猶予期間その他市長が必要と認める事項を記載した申請書（別紙様式第７号）を市長

に提出しなければならない。 

２ 市長は、支払の猶予を認める旨を決定したときは、支払を猶予した期間その他市長が必要

と認める事項を記載した支払猶予承認書（別紙様式第８号）を、当該借受人に交付するもの

とする。 

３ 市長は、支払の猶予を認めない旨の決定をしたときは、支払猶予不承認通知書（別紙様式

第９号）を、当該借受人に交付するものとする。 

  

（違約金の支払免除） 

第 14 条 借受人は、違約金の支払免除を申請しようとするときは、その理由を記載した申請書

（別紙様式第 10 号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、違約金の支払免除を認める旨を決定したときは違約金の支払免除した期間及び支

払を免除した金額を記載した違約金支払免除承認書（別紙様式第 11 号）を当該借受人に交

付するものとする。 

３ 市長は、支払免除を認めない旨を決定したときは、違約金支払免除不承認通知書（別紙様

式第 12 号）を、当該借受人に交付するものとする。 

  

（償還免除） 

第 15 条 災害援護資金の償還未済額の全部又は一部の償還の免除を受けようとする者（以下

「償還免除申請者」という。）は、償還免除を受けようとする理由その他市長が必要と認め

る事項を記載した申請書（別紙様式第 13 号）を、市長に提出しなければならない。 
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２ 前項の申請書には、次の各号に掲げるいずれかの書類を添えなければならない。 

(１) 借受人の死亡を証する書類 

(２) 借受人が精神若しくは身体に著しい障害を受けて貸付金を償還することができなくなつ

たことを証する書類 

３ 市長は、償還の免除を認める旨を決定したときは、償還免除承認通知書（別紙様式第 14

号）を、当該償還免除申請者に交付するものとする。 

４ 市長は、償還の免除を認めない旨を決定したときは、償還免除不承認通知書（別紙様式第

15 号）を、当該償還免除申請者に交付するものとする。 

  

（督促） 

第 16 条 市長は、償還金を納付期限までに納入しない者があるときは、督促状を発行するもの

とする。 

  

（氏名又は住所の変更届等） 

第 17 条 借受人又は保証人について、氏名又は住所の変更等借用書に記載した事項に異同を生

じたときは、借受人はすみやかに、その旨を市長に氏名等変更届（別紙様式第 16 号）を提

出しなければならない。ただし、借受人が死亡したときは、同居の親族又は保証人が代つて

その旨を届け出るものとする。 

  

第 18 条 この規則に定めるもののほか、災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給並びに災害援護

資金の貸付けの手続について必要な事項は別に定める。 

  

附 則 

この規則は、昭和 57 年 12 月 28 日から施行する。 

附 則（平成 31 年３月 29 日規則第７号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

別紙様式（省略） 
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４－１０ 島原市小災害り災者に対する見舞金支給要綱 

 

昭和 51 年 2 月 10 日告示第 29号 

   昭和 54年 7 月  5日告示第 29 号 

平成  5 年 2 月 22 日告示第 14号 

平成 17 年 12 月 21 日告示第 93号 

平成 24 年 ７月 ６日告示第 61号 

平成 24 年 10 月 １日告示第 89号 

平成 29 年  3 月 3 日告示第 10号 

改正  

 

島原市小災害り災者に対する見舞金支給要綱 

 

 

（目的） 

第 1 条 この要綱は、本市区域内において発生した火災・風水害・その他の予測できない天災

地変等による災害（災害救助法・昭和 22 年法律第 118 号の適用を受ける災害を除く。以下「災

害」という。）により、被害を受けた市民又はその遺族に対し、災害見舞金を支給することに

より、災害を受けた者の保護と福祉の増進を図ることを目的とする。 

 

（支給対象） 

第 2条 災害見舞金（以下「見舞金」という。）は、災害により被害を受けた日に本市に住所を

有し、かつ、住民基本台帳法（昭和 42 年法律第 81 号）により本市の住民基本台帳に記録さ

れている者、若しくは、外国人登録法（昭和 27 年法律第 125 号）により本市の外国人登録原

票に登録されている者（以下「被災者」という。）又は、その遺族に支給する。 

 

（支給の制限） 

第 3条 見舞金は、被害者がその故意又は重大な過失により災害を受けたときは支給しない。 

２．被災者の遺族で、故意又は重大な過失により、被災者に災害を受けさせた者は、見舞金を

受け取ることができない。 

 

（遺族の範囲等） 

第 4 条 第 2 条に規定する遺族及びその順位は、島原市災害弔慰金の支給及び災害援護資金の

貸付に関する条例（昭和 49 年島原市条例第 28 号。以下「災害弔慰金支給条例」という。）第

4条の規定を準用する。 

 

（見舞金の種類及び額） 

第 5 条 見舞金の種類及びその支給を受ける者は次の各号に定める通りとし、その額はそれぞ

れの見舞金の種類及び被害の程度に応じ、別表に定めるところによる。 

(1) 死亡見舞金   災害により死亡した者の遺族 
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(2) 被災見舞金   災害により住家に被害を受けた世帯の世帯主 

２．前項第 1 号に定める死亡見舞金は、災害弔慰金支給条例の規定に基づく災害弔慰金を支給

するときは、支給しない。 

 

（支給の方法） 

第 6 条 見舞金は、被害者又はその遺族の請求により支給する。ただし、市長が当該見舞金の

支給を行うべき必要があると認めたときはこの限りでない。 

 

附 則 

 

（施行期日） 

１ この要綱は、昭和 51年７月１日以後の災害に係るものから適用する。 

（有明町の編入に伴う経過措置） 

 

２ 有明町の編入の日前に、小災害り災者に対する見舞金支給要綱（昭和 57 年有明町告示第４

号） 

の規定によりなされた承認その他の行為は、この要綱の相当規定によりなされたものとみなす。 

 

附 則（昭和 54 年７月５日告示第 29 号） 

この要綱は、昭和 54 年４月１日以後の災害に係るものから適用する。 

 

附 則（平成５年２月 22日告示第 14 号） 

この要綱は、平成４年４月１日以後の災害に係るものから適用する。 

 

附 則（平成 17 年 12 月 21 日告示第 93号） 

この要綱は、平成 18 年１月１日から施行する。 

 

附 則（平成 24 年７月６日告示第 61 号） 

この要綱は、平成 24 年７月９日から施行する。 

 

附 則（平成 24 年 10 月１日告示第 89号） 

この要綱は、平成 24 年９月 17日以後の災害に係るものから適用する。 

 

附 則（平成 29 年３月３日告示第 10 号） 

この要綱は、告示の日から施行し、平成 29年１月１日から適用する。 
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別 表（第 5条関係） 

種    類 被害の程度 金              額 

死 亡 見 舞 金 死 亡 一人につき 70,000 円 

ただし死亡者、主として生計を 

維持していた場合は 140,000 

円とする。 

   
 

被 災 見 舞 金 

全 焼 ・ 全 壊 

1 人世帯の場合 15,000 円 

2 人世帯の場合 20,000 円 

3 人以上の世帯の場合 1 人増す毎に 6,000 加算した額 

半焼・半壊 1 人世帯 10,000 円 

被災見舞金 

 

半焼・半壊 

  

2 人世帯 14,000 円 

3 人以上の世帯 1 人増す毎に 5,000 加算した額 

床 上 浸 水 

1 人世帯 ５,000 円 

2 人世帯 10,000 円 

3 人以上の世帯 1 人増す毎に 3,000 加算した額 

 備 考 

被害の程度のうち、火災の程度の判定は、島原地域広域市町村圏組合消防長の認定、その

他の災害の程度の判定は市長が認定する。
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４－１１ 島原市災害におけるし尿等処理費助成金支給要綱 

 

平成 24 年 10 月 22 日告示第 91 号 

 

 

 

島原市災害におけるし尿等処理費助成金支給要綱 

 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、本市区域内において災害により雨水及び海水等が便槽等に流入し、被害

を受けた者に対し、し尿等処理費助成金（以下「助成金」という。）を支給し、公衆衛生の

保全を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において「災害」とは、風水害等の自然災害で広範囲の地域にわたり床上浸

水等の被害が確認された場合とする。 

 

（支給の対象） 

第３条 助成金の支給対象となるものは、本市に住所を有する者の住家及び非住家で災害時に

床下浸水以上の被害を受け、緊急にし尿のくみ取りの必要を生じたものとする。 

 

（助成金の額） 

第４条 助成金の額は、災害の被害によるし尿のくみ取りに要した額とする。 

 

（提出書類） 

第５条 助成金の請求をしようとするものは、申請書に下記に掲げる書類を添えて請求しなけ

ればならない。 

(１) 領収書又はそれに代わる書類 

(２) その他市長が必要と認める書類 

 

（助成金の返還） 

第６条 市長は、助成金の交付をした後において、不正な手段でこれを受けたことが明らかな

者に対して、その全部又は一部の返還を命ずることができる。 

 

（雑則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、告示の日から施行し、平成２４年９月１７日から適用する。 
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５－１ 火災・災害等即報要領 

             

昭和５９年１０月１５日消防災第２６７号消防庁長官     

平成 ６年１２月消防災第２７９号                    

平成７年４月消防災第８３号                       

平成８年４月消防災第５９号                         

平成９年３月消防情第５１号                         

平成１２年１１月 消防災第９８号、消防情第１２５号 

平成１５年３月消防災第７８号、消防情第５６号、       

平成１６年９月消防震第６６号                         

平成２０年５月消防応第６９号                       

平成２０年９月第１６６号                          

平成２４年５月消防応第１１１号               

平成２９年２月消防応第１１号                       

平成３１年４月消防応第２８号 

令和 元年６月消防応第１２号 

改正                  

 

第１ 総則 
１．趣旨 

 この要領は、消防組織法（昭和22年法律第 226号）第40条の規定に基づき消防庁長官が求

める消防関係報告のうち、火災・災害等に関する即報について、その形式及び方法を定めるも

のとする。 

（参考） 

消防組織法第４０条 

 消防庁長官は、都道府県及び市町村に対し、消防庁長官の定める形式及び方法により消防統計及

び消防情報に関する報告をすることを求めることができる。 

 

２．火災・災害等の定義 

 「火災・災害等」とは、火災・災害及びその他の事故をいう。 

 なお、本要領における用語の定義については、本要領に特別の定めのない限り、「火災報告取

扱要領（平成6年4月21日付け消防災第100号）」、「災害報告取扱要領（昭和45年4月10日

付け消防防第246号）」、「救急事故等報告要領（平成６年10月17日付消防救第158号）」の定

めるところによる。 

 

３．報告手続 

（１）「第２ 即報基準」に該当する火災又は事故（（１）において「火災等」という。）が発生し

た場合には、当該火災等が発生した地域の属する市町村（当該市町村が消防の事務を処理する

一部事務組合又は広域連合の構成市町村である場合は、当該一部事務組合又は広域連合を含む。

以下第１から第３までにおいて同じ。）は、火災等に関する即報については都道府県を通じて

行うものとする。 

 ただし、２以上の市町村にまたがって火災等が発生した場合又は火災等が発生した地域の属す

る市町村と当該火災等について主として応急措置（火災の防御、救急業務、救助活動、事故の

処理等）を行った市町村が異なる場合には、当該火災等について主として応急措置を行った市

町村又はこれらの火災等があったことについて報告を受けた市町村が都道府県を通じて行う

ものとする。 

（２）「第２ 即報基準」に該当する災害が発生した場合(災害が発生するおそれが著しく大きい

場合を含む。以下同じ。)には、当該災害が発生し、またはそのおそれがある地域の属する市

町村は、災害に関する即報について都道府県に報告をするものとする。 
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（３）「第２ 即報基準」に該当する火災・災害等が発生した場合には、都道府県は、市町村から

の報告及び自ら収集した情報等を整理して、火災・災害等に関する即報について消防庁に報告

をするものとする。 

（４）「第３ 直接即報基準」に該当する火災・災害等が発生した場合には、市町村は、第１報を

都道府県に加え、消防庁に対しても、報告をするものとする。この場合において、消防庁長官

から要請があった場合については、市町村は第１報後の報告を引き続き消防庁に対しても行う

ものとする。 

（５）市町村は、報告すべき火災・災害等を覚知したときは、迅速性を最優先にとして可能な限

り早く(原則として、覚知後30分以内)、分かる範囲で、その第１報の報告をするものとし、

以後、各即報様式に定める事項について、判明したもののうちから逐次報告をするものとする。

都道府県は、市町村からの報告を入手後速やかに消防庁に対して報告を行うとともに、市町村

からの報告を待たずして情報を入手したときには、直ちに消防庁に対して報告を行うものとす

る。 

 

４．報告方法及び様式 

 火災・災害等の即報に当たっては、原則として（１）の区分に応じた様式に記載し、ファク

シミリ等により報告をするものとする。ただし、消防機関等への通報が殺到した場合又はファ

クシミリ等が使用不能な場合で当該方法による報告ができない場合には、迅速性を最優先とし、

電話等通信可能な方法による報告に代えることができるものとする。 

また、第1報以降の報告に土江は、各様式で報告が求められている項目が記載された既存資

料(地方公共団体が独自に作成した資料や災害対策本部会議で使用された資料など)による布

告に帰ることができるものとする。 

なお、画像情報を送信することができる地方公共団体は,(2)により被害状況等の画像情報の

送信を行うものとする。 

  

（１）様式 

ア 火災等即報・・・・・第１号様式及び第２号様式 

火災及び特定の事故（火災の発生を伴うものを含む。）を対象とする。 

特定の事故とは、石油コンビナート等特別防災区域内の事故、危険物等に係る事故、原子

力災害及び可燃性ガス等の爆発、漏えい等の事故とする。 

なお、火災（特定の事故を除く。）については、第１号様式、特定の事故については、第

２号様式により報告をすること。 

イ 救急・救助事故・武力攻撃災害等即報・・・・第３号様式 

救急事故及び救助事故並びに武力攻撃災害及び緊急対処事態における災害を対象とする。

なお、火災等即報を行うべき火災及び特定の事故に起因して生じた救急事故等ついては、第

3号様式による報告を省略することができる。ただし、消防庁長官から特に求められたもの

については、この限りではない。 

ウ 災害即報・・・・・第４号様式 

災害を対象とする。なお、災害に起因して生じた火災又は事故については、ア 火災等即

報、イ 救急・救助事故等即報を省略することができる。ただし、消防庁長官から特に求め

られたものについては、この限りではない。 

（２）画像情報の送信 

 地域衛星通信ネットワーク等を活用して画像情報を送信することができる地方公共団体

（応援団体を含む。）は、原則として次の基準に該当する火災・災害等が発生したときは、高

所監視カメラ、ヘリコプターテレビ電送システム、衛星地球局等を用いて速やかに被害状況

等の画像情報を送信するものとする。 

ア 「第３ 直接即報基準」に該当する火災・災害等 

イ 被災地方公共団体の対応のみでは十分な対策を講じることが困難な火災・災害等 

ウ 報道機関に大きく取り上げられる等社会的影響度が高い火災・災害等 
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 (テレビニュース速報のテロップまたはテレビ・新聞等のマスコミの全国版のニュースに

手報道される火災・災害等をいう。以下同じ) 

エ 上記に定める火災・災害等に発展するおそれがあるもの 

 

５ 報告に際しての留意事項 

（１）都道府県または市町村は、「第２ 即報基準」または「第３ 直接即報基準」に該当する火

災・災害等か判断に迷う場合には、できる限り広く報告をするものとする。 

（２）都道府県又は市町村は、自らの対応力のみでは十分な災害対策を講じることが困難な火災・

災害等が発生したときは、速やかにその規模を把握するための概括的な情報の収集に特に配意

し、迅速な報告に努めるものとする。 

   また、都道府県は、通信手段の途絶が発生し、区域内の市町村が報告を行うことができな

いと判断する場合等にあっては、調査のための職員の派遣、ヘリコプター等の機材や各種通信

手段の効果的活用等、あらゆる手段を尽くして、被害情報等の把握に努めるものとする。 

（３）都道府県は、被害状況等の把握に当たって、当該都道府県の警察本部等と関係機関と密接

な連携を保つものとする。   

   特に、人的被害の数（死者、行方不明者)については、都道府県ｇ亜一元的に集約、調整を

行うものとする。その際、都道府県は、関係機関が把握している人的被害の数について積極的

に収集し、当該情報が得られた際は、関係機関と連携のもと、整理・突合・精査を行い、直ち

に消防庁へ報告するものとする。  

（４）市町村は、都道府県に報告をすることができない場合には、一時的に報告先を消防庁に変

更するものとする。この場合において、都道府県と連絡がとれるようになった後は、都道府県

に報告をするものとする。 

（５）上記（１）から（４）にかかわらず、災害等により、消防機関への通報が殺到した場合に

は、市町村はその状況を直ちに消防庁及び都道府県に対し報告をするものとする。 

 

第２ 即報基準 
 火災・災害等即報を報告すべき火災・災害等は次のとおりとする。 

 

１．火災等即報 

（１）一般基準 

 火災等即報については、次のような人的被害を生じた火災及び事故（該当するおそれがある

場合を含む。）等について報告をすること。 

ア 死者が３人以上生じたもの 

イ 死者及び負傷者の合計が１０人以上生じたもの 

ウ 自衛隊に災害派遣を要請したもの 

（２）個別基準 

 次の火災及び事故については、上記 (1)の一般基準に該当しないものにあっても、それぞれ

各項に定める個別基準に該当するもの（該当するおそれがある場合を含む。）について報告を

すること。 

ア．火災 

(ｱ) 建物火災 

ａ 特定防火対象物で死者の発生した火災 

ｂ 高層建築物の１１階以上の階、地下街又は準地下街において発生した火災で利用者等

が避難したもの 

ｃ 大使館・領事館、国指定重要文化財の火災 

ｄ 特定違反対象物の火災 

ｅ 建物焼損延べ面積３，０００平方メートル以上と推定される火災 

ｆ 他の建物への延焼が10棟以上又は気象状況等から勘案して概ね10棟以上になる見込

みの火災 

ｇ 損害額１億円以上と推定される火災 
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(ｲ) 林野火災 

ａ 焼損面積１０ヘクタール以上と推定されるもの 

ｂ 空中消火を要請又は実施したもの 

ｃ 住宅等へ延焼するおそれがあるもの 

(ｳ) 交通機関の火災 

ａ 航空機火災 

ｂ タンカー火災 

ｃ 船舶火災であって社会的影響度が高いもの 

ｄ トンネル内車両火災 

ｅ 列車火災 

(ｴ) その他 

以上に掲げるもののほか、特殊な原因による火災、特殊な態様の火災等 

（例示） 

・ 消火活動を著しく妨げる毒性ガスの放出を伴う火災 

 

イ．石油コンビナート等特別防災区域内の事故 

(ｱ) 危険物施設、高圧ガス施設等の火災又は爆発事故 

（例示） 

・ 危険物、高圧ガス、可燃性ガス、毒物、劇物等を貯蔵し、又は取り扱う施設の火災又

は爆発事故 

(ｲ) 危険物、高圧ガス、毒性ガス等の漏えいで応急措置を必要とするもの 

(ｳ) 特定事業所内の火災（ (ｱ)以外のもの。） 

 

ウ．危険物等に係る事故 

危険物、高圧ガス、可燃性ガス、毒物、劇物、火薬等（以下「危険物等」という。）を貯蔵

し又は取り扱う施設及び危険物等の運搬に係る事故で、次に掲げるもの（イの石油コンビナ

ート等特別防災区域内の事故を除く。） 

(ｱ) 死者（交通事故によるものを除く。）又は行方不明者が発生したもの 

(ｲ) 負傷者が５名以上発生したもの 

(ｳ) 周辺地域の住民等が避難行動を起こしたもの又は爆発により周辺の建物等に被害を及

ぼしたもの 

(ｴ) ５００キロリットル以上のタンクの火災、爆発又は漏えい事故 

(ｵ) 海上、河川への危険物等流出事故 

(ｶ) 高速道路上等におけるタンクローリーの事故に伴う、火災・危険物等の漏えい事    

  故 

 

エ．原子力災害等 

(ｱ) 原子力施設において、爆発又は火災の発生したもの及び放射性物質又は放射線の漏え

いがあったもの 

(ｲ) 放射性物質を輸送する車両において、火災の発生したもの及び核燃料物質等の運搬中

に事故が発生した旨、原子力事業者等から消防機関に通報があったもの 

(ｳ) 原子力災害対策特別措置法（平成11年法律第156号）第10条の規定により、原子力

事業者から基準以上の放射線が検出される等の事象の通報が市町村長にあったもの 

(ｴ) 放射性同位元素等取扱事業所に係る火災であって、放射性同位元素又は放射線の漏え

いがあったもの 

 

オ．その他特定の事故 

可燃性ガス等の爆発、漏えい及び異臭等の事故であって、社会的に影響度が高いと認められ

るもの 

   

国・県の例規、基準等ー4



5-1 
 

 
 

カ 消防職員及び消防団員の消火活動等に伴う重大事故 

 

(3) 社会的影響基準 

ア 一般基準、 

イ 個別基準に該当しない災害・事故であっても、報道機関に大きく取り上げられる等社会的

影響度が高いと認められる場合には報告をすること。 

２ 救急・救助事故即報 

  救急・救助事故については、次に該当する事故（該当するおそれがある場合を含む。）につい

て報告をすること。 

(1) 死者５人以上の救急事故 

(2) 死者及び負傷者の合計が１５人以上の救急事故 

(3) 要救助者が５人以上の救助事故 

(4) 覚知から救助完了までの所要時間が５時間以上の救助事故 

(5) 消防防災ヘリコプター消防用自動車等の係る重大事故 

(6) 消防職員及び消防団員の救急・救助活動に伴う重大事故 

(7) 自衛隊に災害派遣を要請したもの 

(8) 上記(1)から(7)に該当しない救急。救助事故であっても、報道機関に大きく取り上げら

れる等社会的影響度が高い救急・救助事故（社会的影響度が高いことが判明した時点での報

告を含む。） 

（例示） 

・ 列車、航空機、船舶に係る救急・救助事故 

・ バスの転落による救急・救助事故 

・ ハイジャックによる救急・救助事故 

・ 不特定又は多数の者が利用する建築物及び遊戯施設における設備等において発生した救

急・救助事故 

・ 全国的に流通している食品の摂取又は製品の利用による事故で、他の地域において同様

の事案が発生する可能性があり、消費者安全の観点から把握されるべき救急・救助事故 

 

３ 武力攻撃災害等即報 

武力攻撃災害等については、次の災害による火災・災害等（該当するおそれがある場合を含む。）

について報告をすること。 

(1)  武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成16 年法律第112 号。

以下「国民保護法」という。）第２条第４項に規定する災害、すなわち、武力攻撃により直接

又は間接に生ずる人の死亡又は負傷、火事、爆発、放射性物質の放出その他の人的又は物的災

害 

(2)  国民保護法第172号第1項に規定する緊急対処事態における災害、すなわち、武力攻撃に準

ずる攻撃により直接または間接に生じる人の死亡又は負傷、火事、爆発。放射性物質の放出そ

の他の人的または物的災害 

 

４．災害即報 

 災害即報については、次の基準に該当する災害（該当するおそれがある場合を含む。）について

報告をすること。 

（１）一般基準 

ア 災害救助法の適用基準に合致するもの 

イ 都道府県又は市町村が災害対策本部を設置したもの 

ウ 災害が２都道府県以上にまたがるもので一の都道府県における被害は軽微であっても、

全国的に見た場合に同一災害で大きな被害を生じているもの 

エ 気象業務法っ代13条の2に規定する大雨、津波、火山噴火等に係る特別警報が発表され

たもの 

オ 自衛隊に災害派遣を要請したもの 
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（２）個別基準 

   次の災害に土江は(1)の一般基準に該当しないものにあっても、それぞれ各項に定める個別

基準に該当するもの(該当する恐れがある場合を含む。)について報告をする。 

   ア 地震 

(ｱ) 当該都道府県又は市町村の区域内で震度５弱以上を記録したもの 

(ｲ) 人的被害または住家被害を生じたもの 

イ 津波 

(ｱ) 津波警報又は津波注意報が発表されたもの 

(ｲ) 人的被害又は住家被害を生じたもの 

ウ 風水害 

(ｱ) 崖崩れ、地すべり、土石流等により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

(ｲ) 洪水、浸水、河川の溢水、堤防の決壊又は高潮等により、人的被害又は住家被害を生じ 

たもの 

(ｳ) 強風、竜巻などの突風等により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

エ 雪害 

（ｱ) 積雪、雪崩等により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

(ｲ) 積雪、道路の凍結、雪崩等により、孤立集落を生じたもの 

オ 火山災害 

(ｱ) 噴火警報（火口周辺）が発表されたもの 

(ｲ) 火山の噴火により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

（３） 社会的影響基準 

ア 一般基準、 

イ 個別基準に該当しない災害であっても、報道機関に大きく取り上げられる等社会的影響度

が高いと認められる場合には報告をすること。 

 

第３ 直接即報基準 
市町村は、特に迅速に消防庁に報告すべき次の基準に該当する火災・災害等（該当するおそ

れがある場合を含む。）については、直接消防庁に報告するものとする。 

 

１ 火災等即報 

(1) 交通機関の火災 

第２の１の（２）のアの(ウ）に同じ。 

(2) 石油コンビナート等特別防災区域内の事故 

第２の１の（２）のイ(ア）、（イ）に同じ。 

(3) 危険物等に係る事故（２）の石油コンビナート等特別防災区域内の事故を除く。） 

ア 第２の１の（２）のイ(ｱ)､(ｲ)に同じ 

イ 危険物等を貯蔵し、又は取り扱う施設の火災・爆発事故で、当該工場等の施設内又は周辺

で、500平方メートル程度以上の区域に影響を与えたもの 

ウ 危険物等を貯蔵し、又は取り扱う施設からの危険物等の漏えい事故で、次に該当するもの 

(ｱ) 海上、河川へ危険物等が流出し、防除・回収等の活動を要するもの 

(ｲ) ５００キロリットル以上のタンクからの危険物等の漏えい等 

エ 市街地又は高速道路上等におけるタンクローリーの事故に伴う漏えいで、付近住民の避難、

道路の全面通行禁止等の措置を要するもの 

オ 市街地又は高速道路上において発生したタンクローリーの火災 

(4) 原子力災害 

第２の１の（２）のエに同じ。 

(5)  ホテル、病院、映画館、百貨店において発生した火災 

(6) 爆発、異臭等の事故であって、報道機関に大きく取り上げられる等社会的影響度が高いもの

（武力攻撃事態等又は緊急対処事態への発展の可能性があるものを含む。） 

 

国・県の例規、基準等ー6



5-1 
 

 
 

２ 救急・救助事故即報 

死者及び負傷者の合計が１５人以上発生した救急・救助事故で次に掲げるもの 

(1) 列車、航空機、船舶の衝突、転覆等による救急・救助事故 

(2) バスの転落等による救急・救助事故 

(3) ハイジャックによる救急・救助事故 

(4) 映画館、百貨店、駅構内等不特定多数の者が集まる場所における救急・救助事故 

(5)  その他報道機関に大きく取り上げられる等社会的影響度が高いもの 

 

３ 武力攻撃等災害即報 

第２の３の(１）、(２）に同じ。 

 

４ 災害即報 

(1) 地震が発生し、当該市町村の区域内で震度５強以上を記録したもの（被害の有無を問わな

い。） 

(2) 第２の４の（２）のイ、ウ及びオのうち、死者又は行方不明者が生じたもの 

 

第４ 記入要領 
第１号、第２号、第３号及び第４号様式の記入要領は、次に定めるもののほか、それぞれの

報告要領（「火災報告取扱要領」、「災害報告取扱要領」、「救急事故等報告要領」）の定めるとこ

ろによる。 

 

＜火災等即報＞ 

１ 第1号様式（火災） 

(1) 火災種別 

火災種別の欄中、該当するものの記号を○で囲むこと。 

   (2) 消防活動状況 

当該火災の発生した地域の消防機関の活動状況のほか、他の消防機関への応援要請及び消

防機関による応援活動の状況についても記入すること。 

(3) 救急・救助活動の状況 

報告時現在の救助活動の状況、救助人員の有無、傷病者の搬送状況等について記入するこ

と（消防機関等による応援活動の状況を含む。）。 

(4)  災害対策本部等の設置状況 

当該火災に対して、都道府県又は市町村が災害対策本部、現地災害対策本部、事故対策本

部等を設置した場合には、その設置及び廃止の日時を記入すること。 

(5) その他参考事項 

次の火災の場合には、「その他参考事項」欄に、各項に掲げる事項を併せ記入すること。 

ア 死者３人以上生じた火災 

(ｱ) 死者を生じた建物等（建物、車両、船舶等をいう。アにおいて同じ。）の概要 

ａ 建物等の用途、構造及び周囲の状況 

ｂ 建物等の消火設備、警報設備、避難設備、防火管理者の有無及びその管理状況並び  

に予防査察の経過 

(ｲ) 火災の状況 

 ａ 発見及び通報の状況 

 ｂ 避難の状況 

イ 建物火災で個別基準のｅ，ｆ又は、ｇのいずれかに該当する火災 

(ｱ) 発見及び通報の状況 

(ｲ) 延焼拡大の理由 

ａ 消防事情 

ｂ 都市構成  

ｃ 気象条件  
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ｄ その他 

(ｳ) 焼損地域名及び主な焼損建物の名称 

(ｴ) り災者の避難保護の状況 

(ｵ) 都道府県及び市町村の応急対策の状況（他の地方公共団体の応援活動を含む。） 

 

ウ 林野火災 

(ｱ)  火災概況（火勢、延焼の状況、住家への影響、避難の状況等） 

※必要に応じて図面を添付する。 

(ｲ) 林野の植生 

(ｳ) 自衛隊の派遣要請、出動状況 

(ｴ) 空中消火の実施状況（出動要請日時、消火活動日時、機種（所属）、機数等） 

エ 交通機関の火災 

(ｱ) 車両、船舶、航空機等の概要 

(ｲ) 焼損状況、焼損程度 
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